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○名古屋大学災害対策規程 

(平成 25年 6月 18日規程第 12号) 

改正 平成 26年 3月 26日規程第 125号 

平成 26年 7月 30日規程第 17号 

 

 

 (目的) 

第 1条 この規程は，名古屋大学（以下「本学」という。）における地震，風水害，

火災等の災害による被害を防止し若しくは警戒し，又は被害が発生した場合にはそ

の被害の軽減を図るとともに本学の機能の維持又は復旧を迅速かつ円滑に行うた

め，災害対策に関し必要な事項を定めることを目的とする。 

 (定義) 

第 2条 この規程において，次の各号に掲げる用語の意義は，当該各号の定めるとこ

ろによる。 

一 部局 学部，研究科，教養教育院，アジアサテライトキャンパス学院，高等研究

院，トランスフォーマティブ生命分子研究所，附置研究所，附属図書館，医学部附

属病院，地球水循環研究センター，情報基盤センター，総合保健体育科学センター，

未来社会創造機構及び素粒子宇宙起源研究機構をいう。 

二 災害 次のイ,ロ及びハに掲げる災害をいう。 

イ 火災 

ロ 消防法（昭和 23年法律第 186号）第 36条第 1項に規定する災害 

ハ 災害対策基本法（昭和 36年法律第 223号）第 2条第 1号に規定する災害 

三 防災管理者 消防法第36条第1項に規定する読み替え後の「防災管理者」をいう。 

四 ブロック防災管理者 防災管理者に準じ，第 9条第 1項に規定するブロックの防

災管理に係る消防計画（消防法第 8条に規定する「消防計画」をいう。以下同じ。）

の取りまとめその他防災管理上必要な業務を行う者をいう。 

[第 9条第 1項] 

五 部局防災責任者 ブロック防災管理者を補佐し，防災・防火管理業務を指導監督

する者をいう。 

六 統括管理者 消防法施行令（昭和 36年政令第 37号）第 4条の 2の 8第 1項に規

定する「統括管理者」をいう。 

七 ブロック統括管理者 統括管理者に準じ，第 9条第 2項に規定するブロック自衛

消防隊を統率・指揮し，災害による被害の軽減を図る任務を遂行する者をいう。 

[第 9条第 2項] 

八 自衛消防隊 消防法第 8条の 2の 5第 1項に規定する「自衛消防組織」をいう。 

 (法令との関係) 

第 3条 本学における災害対策に関しては，消防法，災害対策基本法その他関係法令

に定めるもののほか，この規程の定めるところによる。 

 (防災に関する諮問) 
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第 4条 総長は，必要に応じて，名古屋大学防災推進本部会議に対して防災に関する

重要事項について諮問するとともに，防災対策に関わる本学の体制の強化，部局間

の連絡調整等に努めなければならない。 

 (災害時における役職員の義務) 

第 5条 災害が発生し，又は発生するおそれがある場合において，総長が災害対策を

実施するときは，関係する役員及び職員（以下「役職員」という。）は上司の指示

に従って優先的に災害に対応する業務（以下「災害対策業務」という。）に従事し

なければならない。 

2 前項の規定により災害対策業務に従事する役職員以外の役職員は，当該災害対策業

務が円滑かつ速やかに遂行されるよう協力しなければならない。 

 (災害対策本部) 

第 6条 本学が管理する区域で災害が発生し，又は発生するおそれがある場合におい

て，学生，職員，患者等の安全確保及び救援，災害からの本学の施設の防護及び早

期の復旧，地域社会に対する貢献その他災害への対策として必要があると総長が認

めるときは，名古屋大学災害対策本部（以下「災害対策本部」という。）を置く。 

2 災害対策本部に，本部長，副本部長その他必要な本部員を置く。 

3 本部長は，総長をもって充て，災害対策本部の業務を統括する。 

4 副本部長は，理事及び副総長をもって充て，本部長を補佐し，本部長に事故がある

場合は，その職務を代行する。 

5 災害対策本部に，災害対策本部事務局及び全学自衛消防隊（自衛消防隊の指揮部門

をいう。以下同じ。）を置く。 

6 前各項に定めるもののほか，災害対策本部の設置，組織，運営等に関する基本方針

及び必要な事項は，別に定める。 

 (災害対策部局本部) 

第 7条 部局が管理する区域で災害が発生し，又は発生するおそれがある場合におい

て，災害対策を実施する必要があると当該部局の長が認めるとき，又は総長がその

必要があると認めて指示したときは，当該部局に災害対策部局本部（以下「部局本

部」という。）を置く。 

2 部局本部に，災害対策部局本部長（以下「部局本部長」という。）を置く。 

3 部局本部長は，当該部局の長をもって充て，部局本部の業務を統括する。 

4 部局本部長は，部局本部の下に支部を置くことができる。 

5 部局本部及びその支部の名称等は，別表のとおりとする。 

[別表] 

6 部局本部及びその支部に，それぞれ部局本部員及び支部員を置く。 

7 前各項に定めるもののほか，部局本部及びその支部の組織，運営等に関し必要な事

項は，別に定める。 

  (役職員の応急活動及び参集) 

第 8条 役職員は，職務に従事中の場合において，災害対策本部又は部局本部が設置

されたときは，災害対策業務を優先させなければならない。 
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2 役職員は，職務に従事中でない場合において，災害対策本部若しくは部局本部が設

置されたとき，やむを得ない事情があるときを除き，直ちに指定された場所に参集

しなければならない。 

3 前項に定めるもののほか，役職員の参集に関し必要な事項は，別に定める。 

 (ブロック) 

第 9条 本学の東山地区，鶴舞地区及び大幸地区に災害発生時等における緊急対応の

ため，次のとおりブロックを定め，自衛消防活動を行う。 

一 東山地区 

イ 豊田講堂・事務棟ブロック 

ロ 文系ブロック 

ハ 理学ブロック 

ニ 工学ブロック 

ホ 生命農学ブロック 

ヘ 研究所ブロック 

ト 附属学校ブロック 

二 鶴舞地区 

イ 医学部・医学系研究科ブロック 

ロ 附属病院ブロック 

三 大幸地区 

  大幸ブロック 

2 ブロックに，ブロック自衛消防隊を置く。 

3 ブロック自衛消防隊は，本部隊及び建物隊をもって構成する。 

 (防災管理者等) 

第 10条 本学に，防災管理者を置き，理事又は副総長のうちから総長が指名する。 

2 防災管理者は，本学の防災管理を掌理する。 

3 ブロックに，ブロック防災管理者を置き，総長が指名する部局の長等をもって充て

る。 

4 ブロック防災管理者は，関係する部局防災責任者の協力を得て，ブロック内の防災

管理を掌理する。 

5 部局防災責任者は，防火管理者（消防法施行令第 3条第 1項に規定する「防火管理

者」の資格を有する者をいう。）の資格を有する者のうちから，部局の長等が指名

する。 

6 部局防災責任者は，ブロック防災管理者を補助するとともに，部局等の防災・防火

管理に関する事務を行う。 

 (ブロック連絡調整会議) 

第 11条 ブロック内におけるブロック自衛消防隊の活動その他災害対策業務の実施

に関し必要な事項について協議・調整するため，ブロックに，ブロック連絡調整会

議を置く。 

2 ブロック連絡調整会議の組織，運営等に関し必要な事項は，別に定める。 
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 (消防計画の策定等) 

第 12条 防災管理者，ブロック防災管理者又は部局防災責任者は，防災管理又は防火

管理に係る消防計画の作成，訓練の実施その他の防災管理上又は防火管理上必要な

職務を誠実に遂行しなければならない。 

 (消防計画の作成及び届出) 

第 13条 防災管理者は，東山地区内のブロック防災管理者と協議の上，東山地区の消

防計画を作成し，所轄の消防署長に届け出なければならない。当該消防計画を変更

するときも，同様とする。 

2 東山地区以外のブロック防災管理者は，防災管理者と協議の上，当該ブロックに係

る消防計画を作成し，所轄の消防署長に届け出なければならない。当該消防計画を

変更するときも，同様とする。 

3 ブロックの区域以外の地区に存する消防法施行令第1条の2第3項に規定する防火

対象物に該当する施設の防火管理については，名古屋大学防災・防火管理細則（平

成 25年度細則第 2号。以下「防災・防火管理細則」という。）の定めるところに

よる。 

 (研修及び訓練の実施) 

第 14条 総長は防災管理者若しくはブロック防災管理者に命じ，又は部局の長は部局

防災責任者に命じ，学生，職員等に対し災害対策に関する知識及び技術の習得，維

持又は向上のため，実施計画を立てて防災に関する研修及び訓練を実施しなければ

ならない。 

2 前項の訓練において，防災管理者，ブロック防災管理者又は部局防災責任者は，訓

練ごとにその結果を検証の上，必要に応じて消防計画等の災害対策に係る計画若し

くは体制の見直し，又は設備，備品等の点検若しくは見直しを行い，常に防災に関

わる体制の維持，強化に努めなければならない。 

 (自衛消防隊) 

第 15条 自衛消防隊は，全学自衛消防隊及びブロック自衛消防隊をもって構成する。 

2 総長は，統括管理者を指名し，本学全体の自衛消防隊の包括指揮に当たらせる。 

3 ブロック防災管理者は，ブロック統括管理者を指名し，ブロック自衛消防隊の指揮

に当たらせる。 

4 前 3項に定めるもののほか，全学自衛消防隊及びブロック自衛消防隊の組織，運営

等に関し必要な事項は，別に定める。 

 (緊急避難住民の受入) 

第 16条 災害対策本部長は，本学に対して国，地方公共団体その他の関係機関から近

隣住民の緊急避難場所として施設提供の要請があった場合は，当該緊急避難場所と

しての施設を管轄する部局の長の意見を聴いて，支障がないと認めるときに限り，

これを提供することができる。 

2 ブロック統括管理者は，近隣住民が避難してきた場合には，関係する部局の長と協

議の上，管轄するブロック内の適当な施設を緊急避難場所として一時的に提供する

ことができる。 
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3 前項により緊急避難場所を提供したブロック統括管理者は，直ちに災害対策本部長

にその旨を報告しなければならない。 

 (施設の提供) 

第 17条 災害対策本部長は，本学に対して国，地方公共団体その他の関係機関から被

災地域における人命救助その他の救援活動のため，施設提供の要請があった場合は，

当該救援活動のための施設を管轄する部局の長等と協議の上，支障がないと認める

ときに限り，これを提供することができる。 

 (援助の要請) 

第 18条 災害対策本部長は，災害対策業務の実施に当たり，必要に応じて他の大学等

に対し救援物資の要請，職員の派遣その他の援助を求めることができる。 

 (共同防災管理に関する協議) 

第 19条 本学が管理する区域内又は建物内にある事業場等において，その管理につい

ての権原を有する者が本学以外の者である場合は，本学は，当該事業場等の管理に

ついて権原を有する者と防災管理上必要な業務に関する事項について，あらかじめ

協議を行い，定めておかなければならない。 

 (防災・防火管理) 

第 20条 この規程に定めるもののほか，本学の防災・防火管理に関し必要な事項につ

いては，防災・防火管理細則の定めるところによる。 

 (地域防災計画との整合) 

第 21条 防災管理者，ブロック防災管理者又は部局防災責任者は，地方公共団体の定

める地域防災計画等を定期的に確認し，消防計画及びこの規程に定める事項が当該

地域防災計画等に整合するように努めなければならない。 

 (事務) 

第 22条 災害対策に関する事務は，全学の協力を得て，総務部総務課において処理す

る。 

 (雑則) 

第 23条 この規程に定めるもののほか，本学の災害対策の実施に関し必要な事項は，

名古屋大学防災推進本部会議の議を経て，総長が定める。 

附 則 

1 この規程は，平成 25年 6月 18日から施行する。 

2 名古屋大学自然災害対策規程（平成 16年度規程第 372号）及び名古屋大学防火・

防災管理規程（平成 16年度規程第 94号）は，廃止する。 

3 この規程の施行の際，廃止前の名古屋大学自然災害対策規程又は名古屋大学防火・

防災管理規程に基づき実施されている事項で，この規程に同様の定めがあるものに

ついては，この規程に基づき実施されているものとみなす。 

附 則(平成 26年 3月 26日規程第 125号) 

 
 

 この規程は，平成 26年 4月 1日から施行する。 

附 則(平成 26年 7月 30日規程第 17号) 

 
 

 この規程は，平成 26年 8月 1日から施行する。 
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別表(第 7条第 5項関係)  

災害対策部局本部 

No 名称 構成する組織等 本部長 

1 文学部局本部 文学部・文学研究科 研究科長 

2 教育部局本部 教育学部・教育発達科学研究科 研究科長 

3 法学部局本部 法学部・法学研究科 研究科長 

4 経済部局本部 経済学部・経済学研究科 研究科長 

5 情報文化部局本部 情報文化学部 学部長 

6 理学合同部局本部 理学部・理学研究科・多元数理科学

研究科・素粒子宇宙起源研究機構 

理学研究科長 

多元数理科学研究科長

［副本部長担当］ 

基礎理論研究センター

長［副本部長担当］ 

7 医学部局本部 医学部・医学系研究科 研究科長 

8 保健学部局本部 医学系研究科（保健学専攻） 保健学専攻長 

9 工学部局本部 工学部・工学研究科 研究科長 

10 生命農学部局本部 農学部・生命農学研究科 研究科長 

  東郷支部 生命農学研究科附属フィールド科

学教育研究センター 

センター長 

11 国際開発部局本部 国際開発研究科 研究科長 

12 国際言語部局本部 国際言語文化研究科 研究科長 

13 環境学部局本部 環境学研究科 研究科長 

14 情報科学部局本部 情報科学研究科 研究科長 

15 創薬科学部局本部 創薬科学研究科 研究科長 

16 教養教育院部局本部 教養教育院 院長 

17 高等研究院部局本部 高等研究院 院長 

18 環境医学部局本部 環境医学研究所 所長 

19 太陽地球環境部局本

部 

太陽地球環境研究所 所長 

20 エコトピア部局本部 エコトピア科学研究所 所長 

21 地球水循環研究セン

ター部局本部 

地球水循環研究センター センター長 
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22 図書館部局本部 附属図書館 館長 

23 病院部局本部 医学部附属病院 病院長 

24 附属学校部局本部 附属学校 学校長 

25 情報基盤センター部

局本部 

情報基盤センター センター長 

26 総合保健体育科学セ

ンター部局本部 

総合保健体育科学センター センター長 

27 トランスフォーマテ

ィブ生命分子部局本

部 

トランスフォーマティブ生命分子

研究所 

所長 
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○名古屋大学防災・防火管理細則 

(平成 25年 6月 18日細則第 2号) 

 

 (趣旨) 

第 1条 名古屋大学災害対策規程（平成 25年度規程第 12号。以下「規程」という。）

第 13条，第 20条及び第 23条の規定に基づく名古屋大学（以下「本学」という。）

における災害対策の実施，防災・防火対策の管理等（以下「防災・防火管理」とい

う。）に関し必要な事項は，この細則の定めるところによる。 

 (定義) 

第 2条 この細則において，次の各号に掲げる用語の意義は，当該各号に定めるとこ

ろによる。 

一 部局 規程第 2条第 1号に規定する「部局」をいう。 

[第 2条第 1号] 

二 ブロック 規程第 9条第 1項に規定する「ブロック」をいう。 

[第 9条第 1項] 

 (防災・防火管理の総括等) 

第 3条 総長は，防災・防火管理に関する事務を総括する。 

2 防災管理者は，総長を助け，防災・防火管理に関する事務を掌理する。 

3 ブロック防災管理者は，ブロック自衛消防隊に係る消防計画の取りまとめその他ブ

ロックとしての防災・防火管理に関して必要な業務を行う。 

4 部局の長は，ブロック防災管理者の業務に協力するとともに，前項に掲げる事項以

外の防災・防火管理に関する業務を総括する。 

 (防災・防火管理の管轄区域) 

第 4条 部局の防災・防火管理の管轄区域は，別に定める資産の区域とする。 

 (部局の部局防災責任者等) 

第 5条 部局に，部局防災責任者を置き，部局の長が指名した者をもって充てる。た

だし，2以上の部局が共同で使用又は管理する資産の区域（以下「共同資産区域」

という。）の建物のうちの一部の建物に係る部局防災責任者に関し必要な事項は，

別に定めるところによる。 

2 部局防災責任者は，部局の長の監督の下に，消防法施行令（昭和 36年政令第 37

号）第 4条に規定する業務を行う。 

3 部局の長は，部局防災責任者の業務を補助・協同させるため，当該部局における防

災・防火管理上必要な施設等ごとに，防災管理補助者を置かなければならない。 

4 部局の長は，ブロックの区域外にある施設であって消防法施行令第 1条の 2第 3

項に規定する防火管理を必要とする防火対象物に該当するものについては，別に部

局防災責任者を置き，防火管理者の任に当たらせなければならない。 

5 防災管理補助者に関し必要な事項は，別に定める。 

 (火元責任者) 
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第 6条 部局の長は，研究室，実験室，講義室，事務室その他防火上必要と認められ

る区域ごとに，火元責任者を置かなければならない。 

2 火元責任者は，受持区域における防火上必要な業務に従事する。 

3 部局の長は，火元責任者の任務を当該部局の事情に応じて，第 1項の区域ごとに具

体的に定めなければならない。 

4 火元責任者に関し必要な事項は，別に定める。 

 (火元責任者の代理者) 

第 7条 部局の長は，火元責任者が旅行，疾病その他事故によりその職務を行うこと

ができない場合に，その職務を代行させるため，火元責任者の代理者を定めなけれ

ばならない。 

 (ブロック自衛消防隊) 

第 8条 ブロック防災管理者は，火災，地震等の災害（以下「火災等」という。）が

発生した場合及び火災等の発生の危険が急迫した場合に消火等の緊急活動に当た

らせるため，ブロック統括管理者に命じてブロック自衛消防隊本部隊及び建物隊を

組織しなければならない。 

2 ブロック統括管理者は，ブロック自衛消防隊本部隊（以下「本部隊」という。）の

指揮者として，当該ブロックに配置されている部局職員をもってブロック自衛消防

隊を組織する。 

3 ブロック統括管理者は，ブロック自衛消防隊建物隊（以下「建物隊」という。）の

隊長を指名し，当該建物に配置されている部局職員（本部隊に組織される者を除

く。）をもって建物隊を組織させる。 

4 本部隊及び建物隊の組織及び任務に関し必要な事項は，別に定める。 

 (防災・防火訓練) 

第 9条 防災管理者，ブロック防災管理者又は部局防災責任者は，毎年 1回以上（医

学部附属病院にあっては 2回以上）定期に防災・防火訓練を実施しなければならな

い。 

 (防災管理点検) 

第 10条 部局防災責任者は，定期に防災管理点検を実施しなければならない。 

2 部局防災責任者は，前項の点検を行った結果を消防法施行規則（昭和 36年自治省

令第 6号。以下「施行規則」という。）第 51条の 12第 1項に規定する防災管理維

持台帳に記録し，これを保存しなければならない。 

 (消防用設備等) 

第 11条 部局防災責任者は，消防用設備等について，定期に点検し，及び整備しなけ

ればならない。 

2 部局防災責任者は，前項の点検を行った結果を施行規則第 4条の 2の 4第 2項に規

定する防火管理維持台帳に記録し，これを保存しなければならない。 

 (消防用設備等の表示等) 
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第 12条 部局防災責任者は，消防用設備等を標識等によりその所在を表示するととも

に，その使用方法等を明示し，役職員，学生，生徒等（以下「役職員等」という。）

に周知しなければならない。 

 (非常持出品の表示) 

第 13条 部局防災責任者は，非常持出品について，その旨表示しなければならない。 

 (危険物等の表示等) 

第 14条 部局防災責任者は，危険物，少量危険物及び指定可燃物（以下「危険物等」

という。）を貯蔵し，又は取り扱う場所に標識等によりその類別，品名等の表示を

行い，役職員等に周知しなければならない。 

 (特異気象時における火気の使用) 

第 15条 異常乾燥，強風等の特異気象時においては，部局防災責任者は，火気の使用

に関して役職員等に注意を喚起しなければならない。 

2 前項の場合において，部局防災責任者は，必要に応じて火気の使用を制限し，又は

禁止することができる。 

 (臨時の火気の使用) 

第 16条 通常火気を使用しない場所において，臨時に火気を使用しようとする者は，

部局防災責任者に申し出て，その許可を受けなければならない。 

 (火災等発見者の措置) 

第 17条 火災等を発見した者は，直ちに警務員その他の関係職員（以下「警務員等」

という。）に電話又は火災報知機その他の方法等により通報するとともに，初期消

火等に努めなければならない。ただし，緊急を要する場合は，直ちに 119番への通

報を行った後，警務員等へ通報することができる。 

 (警務員等の措置) 

第 18条 火災等の発生を通報等により知った警務員等は，直ちに 119番及び当該火災

等現場を管轄する部局の長，部局防災責任者等に通知するとともに，消火等の活動

に従事しなければならない。 

 (ブロック自衛消防隊の消火等の活動) 

第 19条 火災等が発生した場合は，ブロック統括管理者は，直ちに本部隊を組織する

とともに，建物隊を組織させ，消防機関が到着するまでの間，消火等の活動に従事

しなければならない。 

2 前項の場合において，火災等が発生したブロックにおける危険物等を取り扱い，及

び保管する研究室，実験室等の火元責任者は，直ちに当該危険物等の取扱い，保管

数量等の情報を当該ブロックの本部隊に報告しなければならない。 

3 消防機関の到着後は，ブロック自衛消防隊は，その指示に従って消火等の活動に協

力しなければならない。 

 (協力の要請) 

第 20条 ブロック統括管理者は，必要に応じて災害対策本部に対し応援の要請をする

ことができる。 
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2 前項により応援の要請を受けた災害対策本部は，直ちに応援の手配をしなければな

らない。 

 (調査及び報告) 

第 21条 ブロック防災管理者は，当該ブロックにおける火災等の鎮静後，当該火災等

の原因，火災等による損害その他必要な事項を調査し，速やかに災害対策本部長に

報告しなければならない。ただし，災害対策本部が設置されていない場合は，速や

かに防災管理者に報告するものとする。 

 (火災等発生時の通報連絡経路) 

第 22条 ブロック防災管理者は，第 17条及び第 18条に定めるもののほか，管轄する

ブロックにおいて災害が発生した場合における通報連絡方法を関係する部局の協

力を得てあらかじめ定めなければならない。 

[第 17条] [第 18条] 

 (他の規程等との関係) 

第 23条 危険物等，高圧ガス，放射性同位元素等を取り扱う施設及び電気工作物に係

る防災・防火管理に関しては，この細則に定めるもののほか，名古屋大学放射線安

全管理規程（平成 16年度規程第 81号），名古屋大学自家用電気工作物保安規程（平

成 16年度規程第 83号），名古屋大学研究用微生物安全管理規程（平成 19年度規

程第 107号），名古屋大学病原体等安全管理規程（平成 19年度規程第 108号），

名古屋大学化学物質等安全管理規程（平成 20年度規程第 1号）及び名古屋大学毒

劇物管理要項（平成 16年度要項第 6号）の定めるところによる。 

[名古屋大学放射線安全管理規程（平成 16年度規程第 81号）] [名古屋大学自家用電

気工作物保安規程（平成 16年度規程第 83号）] [名古屋大学研究用微生物安全管

理規程（平成 19年度規程第 107号）] [名古屋大学病原体等安全管理規程（平成 19

年度規程第 108号）] [名古屋大学化学物質等安全管理規程（平成 20年度規程第 1

号）] [名古屋大学毒劇物管理要項（平成 16年度要項第 6号）] 

 (事務) 

第 24条 防災・防火管理に関する事務は，全学の協力を得て，施設管理部環境安全支

援課が行う。 

 (部局防災・防火管理内規等) 

第 25条 部局の長は，当該部局の防災・防火管理の実施に関し必要な事項について防

災・防火管理に係る内規，申合せ等（以下「部局防災・防火管理内規等」という。）

を定めなければならない。 

2 部局の長は，前項の部局防災・防火管理内規等を制定又は改廃した場合は，速やか

に総長に報告しなければならない。 

 (雑則) 

第 26条 この細則に定めるもののほか，本学の防災・防火管理に関し必要な事項は，

総長が定める。 

附 則 

 この細則は，平成 25年 6月 18日から施行する。 
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○名古屋大学防災・防火管理の管轄区域等に関する内規 

(平成 25年 7月 12日内規第 1号) 

改正 平成 25年 9月 17日規程第 42号 平成 25年 11月 27日規程第 59号 

平成 25年 12月 27日規程第 67号 平成 26年 3月 26日規程第 125号 

平成 26年 7月 30日規程第 17号 
 

 

  (趣旨) 

第 1条 名古屋大学防災・防火管理細則（平成 25年度細則第 2号。以下「細則」とい

う。）第 4条及び第 5条第 1項ただし書に規定する部局の防災・防火管理の管轄区

域及び共同資産区域並びにこれらの区域の建物のうちの一部の建物に係る部局防

災責任者に関し必要な事項は，この内規の定めるところによる。 

[名古屋大学防災・防火管理細則（平成 25年度細則第 2号。以下「細則」という。）

第 4条] [第 5条第 1項] 

 (部局の防災・防火管理の管轄区域) 

第 2条 細則第 4条に規定する名古屋大学（以下「本学」という。）の部局の防災・

防火管理の管轄区域は，別表第 1のとおりとする。 

[細則第 4条] [別表第 1] 

 (共同資産区域の一部の建物に係る部局防災責任者等) 

第 3条 細則第 5条第 1項ただし書に規定する共同資産区域の建物のうちの一部の建

物に係る部局防災責任者は，別表第 2のとおりとする。 

[細則第 5条第 1項] [別表第 2] 

2 細則第 5条第 5項の規定に基づく，前項の建物に係る防災管理補助者は，前項の部

局防災責任者をもって充てる。 

[細則第 5条第 5項] 

附 則 

1 この内規は，平成 25年 7月 12日から施行する。 

2 部局が共同で使用又は管理する資産の区域における一部の建物に係る防火管理者

に関する申合せ（平成 21年 3月 30日申合せ）は，廃止する。 

附 則(平成 25年 9月 17日規程第 42号) 

 
 

 この規程は，平成 25年 10月 1日から施行する。 

附 則(平成 25年 11月 27日規程第 59号) 

 
 

 この規程は，平成 25年 12月 1日から施行する。 

附 則(平成 25年 12月 27日規程第 67号) 

 
 

 この規程は，平成 26年 1月 1日から施行する。 

附 則(平成 26年 3月 26日規程第 125号) 

 
 

 この規程は，平成 26年 4月 1日から施行する。 

附 則(平成 26年 7月 30日規程第 17号) 

 
 

  この規程は，平成 26年 8月 1日から施行する。 
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別表第 1(第 2条関係)  
部局の防災・防火管理の管轄区域 
部局 資産の区域 

事務局 事務局の用に供する資産及び法人宿舎（医学部附属病院看護師宿舎
及び医学部附属病院研修医宿舎を除く。） 

大学院文学研究科 文学部及び大学院文学研究科の用に供する資産 

大学院教育発達科学研究科 教育学部及び大学院教育発達科学研究科の用に供する資産 

大学院法学研究科 法学部及び大学院法学研究科の用に供する資産 

大学院経済学研究科 経済学部及び大学院経済学研究科の用に供する資産 

情報文化学部 情報文化学部の用に供する資産 

大学院理学研究科 理学部及び大学院理学研究科並びに臨海実験所宿舎の用に供する
資産 

大学院医学系研究科 医学部（医学部附属病院を除く。）及び大学院医学系研究科並びに
附属図書館医学部分館，アイソトープ総合センター分館及び脳とこ
ころの研究センターの用に供する資産 

医学部保健学科 医学部保健学科の用に供する資産 

大学院工学研究科 工学部及び大学院工学研究科並びにシンクロトロン光研究センタ
ー，グリーンモビリティ連携研究センター及びナショナルコンポジ
ットセンターの用に供する資産 

大学院生命農学研究科 農学部及び大学院生命農学研究科の用に供する資産 

大学院国際開発研究科 大学院国際開発研究科の用に供する資産 

大学院多元数理科学研究科 大学院多元数理科学研究科の用に供する資産 

大学院国際言語文化研究科 大学院国際言語文化研究科の用に供する資産 

大学院環境学研究科 大学院環境学研究科の用に供する資産 

大学院情報科学研究科 大学院情報科学研究科の用に供する資産 

大学院創薬科学研究科 大学院創薬科学研究科の用に供する資産 

教養教育院 教養教育院の用に供する資産 

アジアサテライトキャンパス学院  アジアサテライトキャンパス学院の用に供する資産  

高等研究院 高等研究院の用に供する資産 

トランスフォーマティブ生命分子
研究所 

トランスフォーマティブ生命分子研究所の用に供する資産 

環境医学研究所 環境医学研究所の用に供する資産 

太陽地球環境研究所 太陽地球環境研究所の用に供する資産 

エコトピア科学研究所 エコトピア科学研究所の用に供する資産 

附属図書館 附属図書館（附属図書館医学部分館を除く。）の用に供する資産 

医学部附属病院 医学部附属病院及び看護師宿舎の用に供する資産 

アイソトープ総合センター アイソトープ総合センター（アイソトープ総合センター分館を除
く。）の用に供する資産 

遺伝子実験施設 遺伝子実験施設の用に供する資産 

物質科学国際研究センター 物質科学国際研究センターの用に供する資産 

高等教育研究センター 高等教育研究センターの用に供する資産 

農学国際教育協力研究センター 農学国際教育協力研究センターの用に供する資産 

年代測定総合研究センター 年代測定総合研究センターの用に供する資産 

博物館 博物館の用に供する資産 

発達心理精神科学教育研究センタ
ー 

発達心理精神科学教育研究センターの用に供する資産 
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法政国際教育協力研究センター 法政国際教育協力研究センターの用に供する資産 

生物機能開発利用研究センター 生物機能開発利用研究センターの用に供する資産 

シンクロトロン光研究センター シンクロトロン光研究センターの用に供する資産 

地球水循環研究センター 地球水循環研究センターの用に供する資産 

情報基盤センター 情報基盤センターの用に供する資産 

総合保健体育科学センター 総合保健体育科学センターの用に供する資産 

未来社会創造機構  未来社会創造機構の用に供する資産  

素粒子宇宙起源研究機構 素粒子宇宙起源研究機構の用に供する資産 

 
 
別表第 2(第 3条第 1項関係)  
共同資産区域の建物のうちの一部の建物に係る部局防災責任者 
細則第 5条第 1項ただし書に規定する一部の建物 部局防災責任者 

高等総合研究館 施設管理部環境安全支援課長 

インキュベーション施設 

第 1共同利用施設 

第 2共同利用施設 

文系総合館 文系経理課長 

情報文化学部・全学教育棟 情報文化学部・情報科学研究科事務長 

古川記念館 理学部・理学研究科・多元数理科学研究科
事務長 

赤﨑記念研究館 工学部・工学研究科経理課長 

核燃料管理施設 

共同教育研究施設（高等総合研究館及び核燃料管理施設を除
く。） 

研究所経理課長 

[細則第 5条第 1項] 
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○名古屋大学災害対策本部の設置，組織，運営等に関する基本方針 

(平成25年7月12日 役員会決定) 

改正 平成 26年 3月 26日規程第 125号 
 

  (趣旨) 

第 1条 名古屋大学災害対策規程（平成 25年度規程第 12号，以下「規程」という。）

第 6条第 6項の規定に基づく名古屋大学災害対策本部（以下「災害対策本部」とい

う。）の設置，組織，運営等に関する基本方針について必要な事項は，この方針の

定めるところによる。 

[名古屋大学災害対策規程（平成 25年度規程第 12号，以下「規程」という。）第 6

条第 6項] 

 (災害対策本部の設置基準) 

第 2条 災害対策本部は，次の各号に掲げる災害等が発生した場合において，当該各

号に定めるときに設置する。 

一 地震 名古屋市内で震度 5弱以上の地震が発生したとき，又は東海地震に係る注

意情報若しくは警戒宣言が発表されたとき。 

二 風水害 気象警報が発令され，かつ，名古屋大学（以下「本学」という。）に相

当の被害が発生することが予想されるとき，又は相当の被害が発生したとき。 

三 火災等 大規模な火災若しくは爆発が発生したとき，又はその発生若しくは拡大

が予測されるとき。 

四 事故 有毒物質若しくは有害物質が漏洩，放出若しくは拡散等し相当の被害が発

生したとき，又はその発生が予測されるとき。 

五 その他 本学において相当の被害が発生し又はその発生が予測されるとき。 

2 災害対策本部は，名古屋市千種区不老町名古屋大学本部 4号館に設置する。 

 (災害対策本部長等の職務代行) 

第 3条 災害対策本部長（以下「本部長」という。）に事故がある場合は，別に定め

る順位により理事である副本部長が，本部長の職務を代行する。 

2 副本部長に事故がある場合は，本部長があらかじめ指名する者が，副本部長として

その職務を代行するものとする。 

 (災害対策本部の組織) 

第 4条 災害対策本部の本部員は，労働安全担当の総長補佐，防災担当の総長補佐，

法務室長，災害対策室長，保健管理室長，事務局各部の長及び情報連携統括本部情

報推進部長をもって充てる。 

 (災害対策本部事務局の組織) 

第 5条 災害対策本部に置く事務局（以下「災害対策本部事務局」という。）は，名

古屋大学事務局（情報連携統括本部情報推進部を含む。）のすべての職員（自衛消

防隊に配属された職員にあっては，当該業務を遂行している間を除く。）をもって

構成する。 

2 災害対策本部事務局の統括は，総務部長が行うものとする。 

 (全学自衛消防隊の組織) 
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第 6条 全学自衛消防隊は，統括管理者の指揮の下に，編成するものとする。 

2 全学自衛消防隊は，指揮班，情報班，避難・救護班及び消火・工作班を置き，それ

ぞれの班の長として人事課長，財務課長，学務課長及び施設整備課長をもって充て

るものとする。 

3 前項のそれぞれの班に，若干名の班員を置く。 

 (支援組織) 

第 7条 情報連携統括本部，環境安全衛生推進本部環境安全衛生管理室，災害対策室，

法務室及び総合保健体育科学センター保健管理室その他特定の運営支援組織等は，

災害対策本部の運営を支援しなければならない。 

 (運営) 

第 8条 災害対策本部は，規程第 7条に規定する災害対策部局本部及びこの方針の前

条に規定する支援組織との連携のもと，災害対策業務を遂行する。 

[規程第 7条] 

 (業務内容) 

第 9条 災害対策本部が行う業務は，別表のとおりとする。 

[別表] 

 (勤務時間内における災害対策) 

第 10条 勤務時間内に災害が発生し，災害対策本部を設置した場合における対応は，

本部長の指示の下において，次の各号のとおりとする。 

一 災害対策本部，災害対策本部事務局及び全学自衛消防隊の要員を直ちに招集する。 

二 災害対策本部，災害対策本部事務局及び全学自衛消防隊に災害対策活動を指示す

る。 

三 部局の長に災害対策部局本部（以下「部局本部」という。）の設置及び各部局に

おける緊急対応，応急対応，復旧対応等の必要な措置を指示する。 

四 ブロック自衛消防隊の設置及び緊急対応措置を講ずるよう統括管理者に指示し，

統括管理者は，本部長の指示の下に，ブロック自衛消防隊が行う被災情報の収集，

被災者の救護，救出，消火，避難誘導等の自衛消防活動を指示する。 

五 学内施設の被災状況，本学の学生，職員等の安否確認状況等の情報を収集及び分

析し，災害対策に係る対応方針を決定する。 

六 前号において決定した対応方針を副本部長に指示し，必要な対応を執らせるとと

もに，当該対応方針を部局の長に伝達し，部局との連携により災害対策業務に当た

る。 

2 勤務時間内に災害が発生するおそれ（東海地震注意情報（警戒宣言発令を含む。）

が発表された場合を含む。）があり，災害対策本部を設置した場合における対応は，

前項各号に定めるとおりとする。ただし，同項第 2号中「災害対策活動」とあるの

は「災害予防措置」と，同項第 4号中「が行う被災情報の収集，被災者の救護，救

出，消火，避難誘導等の自衛消防活動を指示する。」とあるのは「に災害予防措置

を講ずるよう指示する。」と，同項第 5号中「学内施設の被災状況，本学の学生，

職員等の安否確認状況等の情報」とあるのは「学内施設，本学の学生，職員等の状
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況に係る情報」と，「災害対策」とあるのは「災害予防」と，同項第 6号中「災害

対策業務」とあるのは「災害予防措置」と読み替えるものとする。 

 (勤務時間外における災害対策) 

第 11条 勤務時間外に災害が発生し，又は発生するおそれがあり，災害対策本部を設

置する場合における対応は，前条の規定に準じて速やかに対応するものとする。こ

の場合において，本部長は，別に定める非常時における参集・招集の基準に基づき，

災害対策本部，災害対策本部事務局及び全学自衛消防隊の構成員を集めるものとす

る。 

 (雑則) 

第 12条 この方針に定めるもののほか，災害対策本部等の設置，組織，運営等に関し

必要な事項は，別に定める。 

附 則 

 この方針は，平成 25年 7月 12日から施行する。 

附 則(平成 26年 3月 26日規程第 125号) 

 この方針は，平成 26年 4月 1日から施行する。 

 

別表(第 9条関係) 

災害対策担当業務 

区   分 業     務 
主な担

当 

災害対策本部に関

わる庶務 

1.災害対策本部の設置及び業務全体を総括する。  

2.情報収集を行う。  

（1）電話，ファクシミリ，地方公共団体広報，新聞，

ラジオ，テレビ，インターネット，民間無線局その他

あらゆる情報手段を用いて迅速かつ正確な情報の収集

に努める。  

3.放送設備及び防災無線による学内周知放送を行う。  

4.緊急措置，臨時拠点設置等の連絡調整に当たる。  

5.保健管理室と救護の連携体制をとる。  

6.災害対策本部要員のための食料等を準備する。  

7.要員の確保に努める。  

（1）職員等の派遣要請があった場合は，派遣できるよ

う全学的な調整を行う。  

（2）宿日直体制をとる。  

（3）災害業務を行うに当たり，職員の心身の健康に十

分に留意する。  

総務部 

広報・情報連絡 1.学内情報収集及び伝達を行う。  

（1）災害対策室，関係部局等から情報を得て，学内の

状況を迅速かつ正確に把握する。  

（2）得られた情報の中で有用なものは，関係部局等へ

伝達する。  

2.職員，学生等の安否情報の収集・集計を行う。  

総務部，

情報連

携統括

本部 
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（1）名古屋大学ポータルに入力された職員，学生等に

関する安否情報を収集・集計し，災害対策本部に報告・

連絡する。  

3.報道機関及び訪問者に対応する。  

（1）文部科学省，地方公共団体等との連絡体制をとる。  

（2）学内状況等の情報を報道機関に提供する。  

（3）学外諸機関及び個人の問合せ及び訪問に対応す

る。  

職員の安否確認・

避難誘導 

1.避難場所への誘導，通行障害物の撤去等の安全確保

を図る。  

2.職員の安否を確認する。  

（1）関係部局等からの報告・連絡を受理し，整理する。  

（2）調査・確認に当たっては，関係部局等と連絡を密

にし，全学の状況を正確に把握するよう努める。  

（3）調査・確認に当たっては，安否情報入力システム

を利用するとともに，電話，ファクシミリ，電子メー

ルその他あらゆる手段を活用する。  

総務部 

避難住民の対応 1.緊急避難者に対応する。  

（1）避難所として指定されていない場所において，緊

急避難者を一時受け入れる場合は，関係部局等の長と

連絡調整を行う。  

（2）緊急避難者が既に各部局等に避難し，一時的に当

該部局等で受け入れている場合は，速やかに関係部局

等の長と連絡調整を行う。  

（3）避難場所には名簿を備え付け，氏名，人数等を把

握する。  

2.緊急避難者の避難所への移動が，迅速かつ正確に行

われるように配慮する。  

（1）正確に避難住民に情報を伝達できるよう，受入れ

部局等と地方公共団体からの派遣職員との連絡を密に

する。  

3.避難所として指定されている部局等は，地方公共団

体からの派遣職員と密接に連携する。（次に掲げる事

項は，本来は地方公共団体が行うべき事柄であるとこ

ろ，派遣職員が配置されるまでは，本学において対応

することが必要と考えられるものである。）  

（1）避難住民からの要望等を，地方公共団体に正確に

伝えるよう努める。  

（2）避難所として必要な設備（炊事・洗濯，仮設電話，

簡易トイレ，保安措置等）の設置に協力する。  

（3）避難住民に自治組織を作らせ，大学及び地方公共

団体との調整窓口の一本化を図る。  

総務部 

施設工作・復旧・

建物被害調査 

1.倒壊のおそれのある建物等の現状把握及び情報提供

を行う。  

施設管

理部 
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2.施設の被災状況の把握，施設の立入禁止措置等を行

う必要から，専門家の下に応急危険度判定士班を設置

し，速やかに判定に当たる（建物の安全確認を行い，

被災状況を把握する。）。  

3.施設，設備及び土地の被災状況を把握する。  

（1）関係部局等と協力し，写真，ビデオ等により，被

災状況を記録し，整理する。  

（2）2次災害のおそれのある施設等については，直ち

に立入禁止等の措置及び応急処置を講ずる。  

（3）被災状況については，復旧作業を行う前に日付入

りの写真，ビデオ等を活用して記録を残すように努め

る。  

4.ライフラインを確保する。  

（1）電気，ガス，水道，電話その他のライフラインの

早期復旧に努める。  

（2）自家発電設備の始動（保守・点検）を行う。  

（3）必要な場合は，関連企業（中部電力，東邦ガス等）

へ応援を要請する。  

（4）仮設トイレ等の設置に向け関連企業へ応援を要請

する。  

危険物・防犯・防

火・消火 

1.初期消火活動，消防署消防隊の誘導等を行う。  

2.不審者への対応及び現場周辺への立入規制を行う。  

3.化学薬品等の危険物による火災，汚染等を予防する。  

4.消火栓及び消火器の位置確認並びに設置図面の作成

を行う。  

5.危険物倉庫を管理する。  

施設管

理部 

救護 1.保健管理室及び自衛消防隊救護班と連携し，負傷し

た学生，職員等の救護に当たる。 

施設管

理部，総

務部 

学生の安否確認・

避難誘導 

1.学生の避難場所への誘導，通行障害物の撤去等の安

全確保について各部局との連絡調整を行う。  

2.学生会館及び課外活動施設の安全確認を行い，被災

状況を把握する。  

3.学生の安否を確認するとともに，住居等の被災状況

を調査する。  

（1）各部局等からの報告・連絡を受理し，整理する。  

（2）調査・確認に当たっては，各部局等と連絡を密に

し，全学の状況を正確に把握するよう努める。  

（3）調査・確認に当たっては，安否情報入力システム

を利用するとともに，電話，ファクシミリ，電子メー

ルその他あらゆる手段を活用する。  

4.学生関係諸行事の実施に関し，速やかに学内の連絡

調整を行い，その結果を適当な広報手段により学生等

関係者に伝達する。  

学務部 
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5.学生の学内外におけるボランティア活動の状況の把

握に努め，必要な指導及び情報の提供を行う。  

6.学生の課外活動の状況の把握に努め，必要な指導を

行う。  

授業・試験の管理 1.授業等の対策を行う。  

（1）授業の再開，学業成績の認定方法等について，学

内における連絡調整を行う。  

（2）授業の再開のスケジュール等を，教員及び学生に

対し，速やかに漏れなく伝達することについて各部局

との連絡調整を行う。  

2.受験生の対策を行う。  

（1）災害発生時期に応じて，入学試験会場，実施日時

等について，学内の連絡調整を行う。  

（2）入学試験会場，実施日時等の変更等がある場合に

は，速やかに受験生に対し伝達する。  

学務部 

学生の生活等安全

管理 

1.寮生の安否確認及び学生寮の被災状況を把握する。  

2.学生の福利厚生施設の安全確認を行い，被災状況を

把握する。  

3.学生の宿舎の確保に努める。  

学務部 

放射性物質等の危

険物の安全管理 

1.当該施設ごとに実施される放射性物質等の拡散によ

る汚染対策及び防止対策の状況を把握する。 

研究協

力部，施

設管理

部 

外国人研究者及び

留学生の安全管理

並びに外国の大

学，研究機関等と

の連絡調整 

1.避難場所への誘導，通行障害物の撤去等の安全確保

を図る。  

2.宿舎に入居する外国人研究者及び留学生の安否を確

認するとともに，家屋等の被災状況を把握する。  

（1）調査・確認に当たっては，各部局等と連絡を密に

し，全学の状況を正確に把握するよう努める。  

（2）調査・確認に当たっては，安否情報入力システム

を利用するとともに，電話，ファクシミリ，電子メー

ルその他あらゆる手段を活用する。  

3.外国人研究者及び留学生が在籍する外国の大学，研

究機関等との連絡調整に努める。  

4.外国人研究者及び留学生の宿舎の確保・斡旋に努め

る。  

国際部 

救護物資の管理 1.救援物資，食糧等の受入れに関し，他大学，地方公

共団体等からの派遣職員との連絡調整を行う。  

2.救援物資等の搬出入及び保管のための場所を確保す

る。  

（1）運搬車両等の運転要員を確保する。  

3.他大学，地方公共団体等からの救援物資，食料等を

受け入れる。  

（1）数量等の管理を行う。  

財務部 
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（2）避難住民の対応担当と連絡を密にし，避難住民，

災害対策本部要員等に配給する。  

（3）受入れ要員の確保に努める。  

施設財産の管理 1.職員宿舎を確保する。  

（1）職員宿舎の安全確認を行い，被災状況を把握する。  

（2）被災職員の状況に応じて職員宿舎の確保に努め

る。  

2.財産の使用許可の手続きを行う。  

（1）各部局等における施設提供に伴う使用許可につい

て，手続きを行う。  

財務部，

施設管

理部 

物品被害・復旧 1.物品の被害状況を把握し，整理する。  

（1）関係部局等と連絡を密にし，事務・研究用機器等

物品の被害状況調査を速やかに行い，取りまとめる。  

財務部 

重要物品の搬出 1.重要物品及び重要書類の搬出及び保管に関し，本部

各部で統括する。 

各部 

※ 担当部は，他部局等の協力を得て業務を遂行する。 

  

災害対策担当業務（協力組織） 

組 織 業     務 

災害対策室

【情報収集】 

1.災害の規模・範囲，今後の予測情報等について情報収集を行う。  

2.他大学，研究機関，国・地方公共団体等と密接な連携を図り，蓄積

された資料をもとに，災害対策本部への情報提供及び専門的立場から

の助言を行う。  

保健管理室

【医療・救護】 

1.負傷した職員，学生等（避難住民を含む。）の応急手当を行う。  

2.災害対策本部の救護担当と連携を図り，診療が可能な病院を調査

し，把握する。  

（1）負傷した職員，学生等に受診を指示するとともに，必要に応じ

て搬送を行う。  

（2）搬送リストを作成し，家族等からの照会窓口を設置する。  

（3）必要な医薬品等について救護物資の管理担当及び地方公共団体

等と連携し，確保に努める。  

法務室 1.法的問題等に対する専門的な助言を行う。 
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○名古屋大学役職員の参集基準 

(平成 25年 7月 12日基準第 1号) 

 (趣旨) 

第 1条 名古屋大学災害対策規程（平成 25年度規程第 12号）第 8条第 3項に規定す

る役職員の参集に関し必要な事項は，この基準の定めるところによる。 

[名古屋大学災害対策規程（平成 25年度規程第 12号）第 8条第 3項] 

 (定義) 

第 2条 この基準において，次の各号に掲げる用語の意義は，当該各号の定めるとこ

ろによる。 

一 登録職員 災害対策本部又は災害対策部局本部を設置したとき，災害対策の業務

に従事する者としてあらかじめ名簿（以下「登録名簿」という。）に登録された職

員をいう。 

二 総員参集 すべての登録職員を参集させることをいう。 

三 限定参集 登録職員のうち一部の者を参集させることをいう。 

 (参集者の登録等) 

第 3条 防災管理者，ブロック防災管理者又は部局防災責任者は，災害対策本部又は

災害対策部局本部を設置したときに参集させる必要のある役職員の登録名簿を作

成し，当該職員及び関係者に周知しておかなければならない。 

2 前項の登録名簿の作成に当たっては，対象となる職員の担当する職務，役職，通勤

の状況その他の要件を考慮しその実効性を確保するように努めなければならない。 

3 参集する場所は，特に指示がない限り役職員の勤務場所とする。 

 (連絡体制) 

第 4条 総長及び部局長は，災害対策本部又は災害対策部局本部を設置した場合，登

録職員にその旨を通知しなければならない。ただし，限定参集を行うときは，登録

職員のうちの一部の者に限定してその通知をするものとする。 

2 前項の通知を円滑に実施するためその連絡方法を 2以上定め，登録した者に周知し

ておかなければならない。 

3 部局長は，前項の連絡方法を定めたときは，総長に報告しなければならない。これ

を修正又は変更したときもまた同様とする。 

4 名古屋市内で震度 6弱以上の地震が発生した場合，又は東海地震に関する注意情報，

予知情報若しくは警戒宣言が発表された場合は，第 1項に定める通知がされなくて

も登録職員は総員参集するものとする。 

5 総長及び部局長は，第 1項の連絡体制の実効性を確認するため，年 1回以上連絡体

制に係る訓練を行い，不備がある場合は改善等を行い，その実効性の維持に努めな

ければならない。 

 (勤務時間管理) 

第 5条 災害対策のために参集させた職員の勤務時間管理は，当該職員の平常時の勤

務時間管理員が行うものとする。 

 (雑則) 

第 6条 この基準に定めるもののほか，役職員の参集の基準に関し必要な事項は，別

に定める。 

附 則 

 この基準は，平成 25年 7月 12日から施行する。 
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○名古屋大学災害対策部局本部の組織，運営等に関する基本方針 

(平成 25年 7月 12日 役員会決定) 

改正 平成 26年 2月 4日 改正 

  (趣旨) 

第 1条 名古屋大学災害対策規程（平成 25年度規程第 12号。以下「規程」という。）

第 7条第 7項の規定に基づく名古屋大学災害対策部局本部（以下「災害対策部局本

部」という。）の設置基準は，名古屋大学災害対策本部の設置，組織，運営等に関

する基本方針（以下「基本方針」という。平成 25年 7月 12日制定）第2条に規定

する災害対策本部の設置基準を準用するものとし，その他災害対策部局本部の組織，

運営等に関し必要な事項は，この方針の定めるところによる。 

[名古屋大学災害対策規程（平成 25年度規程第 12号。以下「規程」という。）第 7

条第 7項] [第 2条] 

 (運営) 

第 2条 災害対策部局本部の運営は，災害対策本部との連携のもと，災害対策業務を

遂行する。 

 (組織) 

第 3条 災害対策部局本部に，本部長のほか副本部長及び本部員を置く。 

 (災害対策部局本部の本部員及び支部員) 

第 4条 規程第 7条第 6項に定める本部員及び支部員は，次に掲げる職員をもって充

てる。 

[規程第 7条第 6項] 

一 災害対策部局本部を置く部局の事務部の筆頭課長（又は筆頭掛長） 

二 災害対策部局本部を置く部局の職員（当該部局で災害対策業務遂行中の自衛消防

隊員を除く。） 

 (業務内容) 

第 5条 災害対策部局本部が行う業務は，基本方針別表に定める業務に準じて対応す

る部局における業務とする。 

 (雑則) 

第 6条 この方針に定めるもののほか，災害対策部局本部の組織，運営等に関し必要

な事項は，別に定める。 

附 則 

 この方針は，平成 25年 7月 12日から施行する。 

附 則(平成 26年 2月 4日 改正) 

 この方針は，平成 26年 2月 4日から施行する。 
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○名古屋大学ブロック連絡調整会議の組織，運営等に関する細則 

(平成 25年 7月 12日細則第 8号) 

 (趣旨) 

第 1条 名古屋大学災害対策規程（平成 25年度規程第 12号。以下「規程」という。）

第 11条第 2項の規定に基づく名古屋大学ブロック連絡調整会議（以下「連絡調整

会議」という。）の組織，運営等に関し必要な事項は，この細則の定めるところに

よる。 

[名古屋大学災害対策規程（平成 25年度規程第 12号。以下「規程」という。）第 11

条第 2項] 

 (目的) 

第 2条 連絡調整会議は，ブロックに所属する部局が協力して，ブロックの防災活動

を行うための連絡調整を行うことを目的とする。 

 (審議事項) 

第 3条 連絡調整会議は，それぞれのブロックにおける次に掲げる事項について審

議・検討を行う。 

一 ブロック自衛消防隊に関すること。 

二 ブロックの消防計画に関すること。 

三 ブロックにおける研修及び訓練に関すること。 

四 その他ブロック内における防災に関すること。 

 (組織) 

第 4条 連絡調整会議は，ブロック内において建物を管理する部局の責任者をもって

組織する。 

 (構成員) 

第 5条 連絡調整会議に，議長，副議長その他必要な者を置く。 

 (議長) 

第 6条 議長は，規程第 10条第 3項に規定するブロック防災管理者をもって充てる。 

[規程第 10条第 3項] 

2 議長は，連絡調整会議を招集する。 

 (副議長) 

第 7条 副議長は，議長が指名した者をもって充てる。 

2 副議長は，議長を補佐し，議長に事故がある場合は，その職務を代行する。 

 (定足数) 

第 8条 連絡調整会議は，委員の過半数の出席により成立し，議事は，出席者の過半

数によって決する。 

 (意見の聴取) 

第 9条 連絡調整会議が必要と認めたときは，委員以外の者の出席を求め，その意見

を聴くことができる。 

 (庶務) 

第 10条 連絡調整会議の庶務は，議長の所属する部局の事務部において処理する。 

 (雑則) 

第 11条 この細則に定めるもののほか，連絡調整会議の組織，運営等に関し必要な事

項は，災害対策本部長が定める。 

附 則 

 この細則は，平成 25年 7月 12日から施行する。 
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○名古屋大学における自衛消防隊の任務，活動等に関する細則 

(平成 25年 7月 12日細則第 9号) 

改正 平成 26年 2月 4日細則第 14号 

 
 

  (趣旨) 

第 1条 名古屋大学災害対策規程（平成 25年度規程第 12号。以下「規程」という。）

第 15条第 4項の規定に基づく自衛消防隊に関する任務，活動等に関し必要な事項

は，この細則の定めるところによる。 

[名古屋大学災害対策規程（平成 25年度規程第 12号。以下「規程」という。）第 15

条第 4項] 

 (全学自衛消防隊の任務) 

第 2条 全学自衛消防隊は，名古屋大学（以下「本学」という。）の東山地区，鶴舞

地区，大幸地区等において，災害（規程第 2条第 2号に規定するものをいう。以下

同じ。）が発生した場合における自衛消防隊の活動の総括指揮，ブロック自衛消防

隊等からの情報の集約等を主な任務とする。 

[規程第 2条第 2号] 

 (全学自衛消防隊の活動) 

第 3条 全学自衛消防隊は，災害対策本部が設置された場合，統括管理者（又は災害

対策本部長）から指示があった場合に活動する。 

 (ブロック自衛消防隊の任務) 

第 4条 ブロック自衛消防隊の組織及び任務は，別表のとおりとし，災害時の安全確

認，避難誘導，負傷者，研究室等に閉じ込められた者等の救出その他緊急時の対応

を主な任務とする。 

[別表] 

2 前項の任務を遂行するため，本部隊は，建物隊を指揮し，その活動を集約して，全

学自衛消防隊へ報告する。 

3 第 1項の任務を遂行するため，建物隊は，管轄する建物内及びその周辺で災害が発

生した場合の関係箇所への通報，初期消火，避難誘導等及び被害状況の緊急報告を

主な任務とする。 

4 前項に定めるもののほか，建物隊は，災害時において，管轄する敷地及び建物の被

害状況の調査，負傷者の救護，閉じ込められた者等の救出その他緊急時の対応を任

務とする。 

 (ブロック自衛消防隊の編成等) 

第 5条 ブロック自衛消防隊は，災害対策本部若しくは全学自衛消防隊の指示があっ

た場合，又はブロック防災管理者若しくはブロック統括管理者から指示があった場

合に編成する。 

2 本部隊の活動の拠点は，ブロックの区域内とする。 

3 建物隊の活動の拠点は，建物隊が管轄する区域とする。 

 (被害状況の確認) 

第 6条 全学自衛消防隊は，ブロック自衛消防隊等の活動を集約して，東山地区，鶴

舞地区，大幸地区等のすべての建物に係る被害状況の確認等を行う。 

2 本部隊は，管轄するブロックの区域内における建物隊の活動を集約して，ブロック

内の敷地及び管轄する建物に係る被害状況の確認等を行う。 
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3 建物隊は，管轄する建物，その敷地（周辺の工作物等を含む。）及び建物内の研究

室等に係る被害状況の確認等を行うとともに，研究室等に閉じ込められた者がいな

いかどうかの確認を行う。 

 (活動の終了及び待機) 

第 7条 自衛消防隊の活動は，災害時において東山地区，鶴舞地区，大幸地区等の地

区ごと，ブロックごと又は建物ごと自衛消防活動が収束した時点で統括管理者の承

認を得て終了することができる。 

附 則 

 この細則は，平成 25年 7月 12日から施行する。 

附 則(平成 26年 2月 4日細則第 14号) 

 この細則は，平成 26年 2月 4日から施行する。 

 

別表(第 4条第 1項関係) 

 ブロック自衛消防隊の組織及び任務 

 ［別紙参照］ 
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別表（第4条第1項関係） 

 ブロック自衛消防隊の組織及び任務 

・本部隊 

   
 

指揮班 ･･･ 連絡調整，記録 

本部隊長 
 

副隊長 
 

情報班 ･･･ 連絡・通報 

  
 

 

消火・工作班 ･･･ 
初期消火活動，水利の確保，電気ガス源の切断及び防火扉の

閉鎖 

   
 

避難・救護班 ･･･ 避難場所への誘導，負傷者の救護 

       

 

 

・建物隊 

   
 

指揮班 ･･･ 連絡調整，記録 

   
 

情報班 ･･･ 連絡，通報 

   
 

消火班 ･･･ 初期消火活動 

   
 

避難誘導班 ･･･ 避難場所への誘導 

建物隊長 
 

副隊長 

 

警備班 ･･･ 消防隊の誘導，盗難防止及び火災現場周辺の立入規制 

  
 

工作班 ･･･ 水利の確保，電気ガス源の切断及び防火扉の閉鎖 

   
 

救護班 ･･･ 負傷者の救護 

   
 

搬出班 ･･･ 非常持出品等の搬出及びその警備 

   
 

危険物班 ･･･ 危険物等の火災予防 

   

 

アイソトープ班 ･･･ 放射性同位元素等による汚染防止 

 

 

備考 

 1 指揮班，情報班等は，通報連絡の窓口となる事務職員等を選任することが望ましい。 

 2 班編成にあたり，建物内構成員に応じた整理をすること。総務班，警備工作班等。 

 3 警備班，工作班，搬出班，危険物班及びアイソトープ班等は，建物の必要に応じて編成する。 
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   東海地震防災対策強化地域内に本部又は学部等を有する学校等の 

   本部部局の防災担当職員に関する申合せ 

 

 

 

１．文部科学省からの東海地震防災対策強化地域内に本部又は学部等を有する学校等の本 

 部部局の防災担当職員(以下「防災担当職員」という。)への情報伝達の連絡者を施設管 

 理部環境安全支援課長の職にある者をもって充てる。 

 

２．施設管理部環境安全支援課長が不在の場合は，施設管理部施設企画課長，施設管理部 

 施設整備課長，施設管理部施設管理課長の職にある者の順により，防災担当職員の職務 

 を代行するものとする。 

 

３．防災担当職員は文部科学省からの情報の伝達を受信し，総長に報告する。 

 

 

附 記 

この申合せは，平成 20 年 9 月 1 日から実施し，平成 20 年 4 月 1 日から適用する。 

この申合せは，平成 21 年 4 月 1 日から実施し，平成 21 年 4 月 1 日から適用する。 
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名古屋大学における施設の応急危険度判定に係る調査実施要領 
 
1．目的 

この要領は，この要領は，名古屋大学災害対策規程（平成 25 年度規程第 12 号）第 6
条第 6 項の規定に基づく名古屋大学災害対策本部の設置，組織，運営等に関する基本方

針（平成 25 年役員会決定）別表の（災害対策担当業務）施設工作・復旧・建物被害調査

における応急危険度判定士班及びその業務である名古屋大学（以下「本学」という。）の

施設（以下「施設」という。）が地震により被災した場合に実施する施設の応急危険度判

定に係る調査（以下「調査」という。）等に関し必要な事項を定め，もって本学における

被災した施設の余震等による倒壊，部材の落下等から生じる二次被害を防止し，本学の

構成員の安全確保に資することを目的とする。 
なお，本学が被災の状況により文部科学省に対して文教施設応急危険度判定士の派遣

要請を行った場合における調査は，被災文教施設応急危険度判定に係る技術的支援実施

要領（平成 18 年文科施第 390 号文教施設企画部長決定。以下「実施要領」という。）及

び被災文教施設応急危険度判定に係る技術的支援実施要領の運用について（平成 18 年文

科施第 390 号文教施設企画部長決定）の定めるところに基づいて実施するものとする。 
 
2．応急危険度判定士班の構成 

応急危険度判定士班は，実施要領の規定に基づき，文教施設応急危険度判定士として

名簿に登録された本学の職員（以下「調査職員」という。）で構成する。 
 
3．調査の実施方法 
（1）調査は，被災文教施設応急危険度判定方法について（平成 19 年文部科学省大臣官房

文教施設企画部策定）等の定めるところに基づいて行う。 
（2）調査は，調査対象となる施設の管理者の立合いの下に実施する。 
（3）応急危険度判定士班が調査を実施する際は，原則として，調査職員 2 名で 1 つのチー

ムを編成の上実施するものとする。 
（4）調査職員は，調査を実施している間にあっては，名古屋大学職員証及び文教施設応急

危険度判定士登録証を常時携帯しなければならない。 
 
4．調査結果の報告 
  施設管理部長は，応急危険度判定士班からの報告に基づいて，調査結果を取りまとめ，

総長に報告する。この場合において，応急危険度判定で「危険」と判定された施設につ

いては，調査を実施した応急危険度判定士班のチームが現地で当該施設の管理者に直接

その判定結果を報告して，当該施設への立入りを直ちに禁止するように要請することが

出来る。 
 
5．施設の利用開始 
  地震後に施設の利用を再開する場合は，応急危険度判定士班により安全が確認された

施設から使用を再開する。 
 
6．雑則 
  この要領に定めるもののほか，調査に関し必要な事項は，別に定める。 
 
   附 則 
 この要領は，平成 20 年 9 月 1 日から実施する。 
   附 則 
 この要領は，平成 26 年 3 月 31 日から実施する。 
 

29



名古屋大学気象災害の予防等に関する対応指針  
 

（平成 22 年 8 月 9 日役員会決定） 
（平成 23 年 6 月 13 日役員会決定） 

 
 （趣旨） 
第 1 名古屋大学（以下「本学」という。）における気象災害を予防し又は最小限とするため，気象

災害への対応に関し必要な事項は，この指針による。 

 

 （定義） 

第 2 この指針において「気象災害」とは，大雨，洪水，大雪，暴風，暴風雪，波浪，高潮又は津波

により生じる被害をいう。 

 

 （対応の原則） 

第3 本学の気象災害への対応は，原則として，気象警報の発令状況により決定する。 

 

（情報の収集） 

第 4 本学の教職員及び学生は，テレビ，ラジオ，インターネット等により注意報・警報等の情報を

得るように努めなければならない。 

 

 （授業・定期試験等の取扱い） 

第 5 本学の授業，定期試験等（以下「授業等」という。）を実施する場所において暴風警報が発令

された場合には，発令後に開始される授業等を休講とする。この場合において，警報解除後におけ

る授業等の実施については，別表の通り定める。 

 

（学生の対応） 

第6 第5に基づき授業等が休講となった場合には，本学の学生は，登校することを要しない。 

2 暴風警報が居住地または通学経路内において発令されている場合には，本学の学生は，原則として

登校しないこととする。 

3 暴風警報以外の警報発令時等において交通機関の運休等が生じた場合，または気象災害による身体

の危険を感じた場合には，本学の学生は，無理な登校はしないこととする。 

4 第2項及び第3項に基づき登校しなかった場合は，本学の学生は，その旨を後日遅滞なく担当教員

に申し出ることとする。 

 

（授業等実施部局の対応） 

第7  第6に基づき欠席した学生に対しては，授業等の実施部局は必要な措置を講ずるものとする。 

 

（教職員の対応） 

第 8 本学の教職員は，気象災害，もしくはこれによる交通機関等の運休等により，出勤が著しく困

難である場合，あるいは退勤途上における身体の危険を回避するため早期に退勤する必要がある場

合は，特別休暇（契約職員，パートタイム勤務職員等にあっては年次有給休暇以外の有給の休暇）

を取得することができる。この場合における当該休暇の取得の可否は，危険回避の必要性，代替交

通機関の利用可能性等，個別的な事情を勘案して判断される。 

 

 （災害対策室の対応） 

第 9 災害対策室は，気象災害を予防するために必要な関連情報を収集し，本学のホームページ，名

古屋大学ポータルシステム等により，当該情報を本学の教職員及び学生に対して提供する。 
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（気象災害予防についての所掌） 

第10 気象災害の予防については，防災を担当する理事または副総長，及び災害対策室が所掌する。 

 

（緊急の場合の措置） 

第11 大型台風の接近等により，臨時休校等の緊急対応が必要と判断される場合の措置は，名古屋大

学リスク管理規程（平成22年度規程第11号）の定めるところによる。 

 

   附 則 

 この指針は，平成22年8月9日から実施する。 

 この指針は，平成23年6月13日から実施する。 

 

 

別表（第5関係） 

警報解除時刻 授業等開始時限 

6:45まで １限 

以後 11:00まで 3限 

※ 法学研究科の授業等については、法学研究科

が別途定める。 
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Nagoya University Guidelines for Weather Disaster Prevention 

 

 (Approved by Executive Board, August 9, 2010) 
 (Approved by Executive Board, June 13, 2011) 

 

(Purpose) 
Article 1. These guidelines outline the necessary matters and procedures required to prevent and/or minimize 

weather disasters affecting Nagoya University (hereinafter referred to as ‘the University’) 
 
 (Definitions) 
Article 2. ‘Weather disasters’ refers to disasters resulting from heavy rainfall, flooding, heavy snowfall, strong 

winds, blizzards, large waves, tidal surges and tsunami. 
 
 (Basic Rule of Response) 
Article 3. As a basic rule, the University will respond to weather disasters based on the facts relayed in the official 

weather warning announcement. 
 
 (Collection of Information) 
Article 4. Faculty, staff and students of the University should be encouraged to use the internet, radio and 

television to find out information about any weather warnings. 
 
 (Handling of Classes and Regular Exams) 
Article 5. Any classes or regular exams (hereinafter referred to as ‘Classes etc.’) due to be held by the University 

in locations within a strong wind warning zone after the warning announcement has been made will be 
cancelled. In such situations, Classes etc. will be held after the strong wind warning has been lifted, as outlined 
in the Appendix. 

 
 (Procedures for Students) 
Article 6. If classes have been cancelled as outlined in Article 5 above, students from the University will not be 

required to attend campus. 
2. As a basic rule, students who live in areas or who need to commute through areas where official strong wind 

warnings have been issued are not required to attend the University until the warning has been lifted. 
3. Should a warning other than a strong wind warning be issued which results in cancellation of local transport, or 

where the student feels that he or she might be in physical danger due to a weather disaster, attendance on 
campus is not required. 

4. If a student did not attend class due to one of the reasons outlined in Paragraph 2 or 3, he or she must inform the 
appropriate faculties of it as soon as possible. 

 
 (Procedures for Schools and Graduate Schools Conducting Classes etc.) 
Article 7. Schools and Graduate Schools conducting Classes etc. will take necessary measures regarding students 

who were absent from classes due to reasons outlined in Article 6. 
 
 (Procedures for Faculty and Staff) 
Article 8. Faculty and staff of the University may take special leave (for contract and part time employees this is 

paid leave not included in paid annual leave) in the event of a natural disaster that leaves public transport 
systems suspended or that makes getting to work extremely difficult. This leave can also be used to leave work 
early in order to avoid any physical danger that might occur while commuting from work to home. Whether or 
not this leave can be taken in the event of a natural disaster will be decided after considering the necessity of 
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avoiding danger, availability of alternative transport and individual circumstances. 
 
 ( Procedures of Disaster Management Office) 
Article 9. The Disaster Management Office gathers data relevant to the prevention of weather disasters and 

provides assistance to the faculty, staff and students of the University by uploading this information onto the 
University’s homepage and the Nagoya University Portal System. 

 
 (Jurisdiction Regarding Weather Disaster Prevention) 
Article 10. Weather disaster prevention lies under the jurisdiction of the Vice President or Trustee in charge of 

disaster prevention and the Disaster Prevention Office. 
 
 (Emergency Procedures) 
Article 11. In the event of a heavy typhoon approaching the area, all procedures regarding the closing of the 

University and other emergency measures will be decided in accordance with the Nagoya University Risk 
Management Regulations (2010 Regulation 11). 

 
Supplementary Provision 
These guidelines shall take effect on August 9, 2010. 
These guidelines shall take effect on June 13, 2011. 
 

Appendix (Pursuant to Article 5) 

Time that Warning is Lifted Period that Classes etc. 
Commence 

Before 6:45 am 1st Period 

Between 6:45 and 11:00 3rd Period 

* The handling of classes at the Graduate School of Law shall be separately 
prescribed by the Graduate School of Law. 
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気象災害対応の事前準備フロー 
2013 年 1 月 22 日 

災害対策室 
 

（１） 気象に関する事前準備について 
＜気象災害のおそれがあると判断される場合＞ 

１. 本部、各部局の総務担当掛長は、迅速に情報収集を行うものとする。 
２. 情報収集した気象情報に関して、管轄管理者及び勤務時間管理員に迅速に情報提供

を行うものとする。 
→（２）運用開始 

 
（２） 運用 
＜勤務時間内＞ 

１. 基準となる雨量を超えると予想された場合には、災害対応準備体制を整える。 
２. 気象条件（雨が降り続いて災害が発生する可能性があることなど）を念頭におき、

災害対策体制（規定、マニュアル等に基づき）を確認する。併せて、災害対策要員

を参集するための準備（連絡簿整備、体制）を行う。 
３. 部局は、準備が整ったら事務局に報告し、職場内に待機する。 
４. 事務局は、全部局情報を集計し、必要（連絡が集約できないなど）に応じて問い合

わせを行い、速やかに全部局で準備が整うよう促し、把握する。 
５. 事務局は、全部局で準備体制が整ったことを環境安全担当理事、防災担当理事及び

災害対策室長に連絡をする。 
＜勤務時間外＞ 

１. 基準となる雨量を超えると予想された場合には、災害対応準備体制を整えるため、

事務局緊急連絡網による連絡を迅速に行う。環境条件等により、勤務時間内と同様

な体制を整える。 
 
（３） 解除 

１. 大雨の恐れがなくなった場合には、部局は災害対応準備体制を解除し、その旨を事

務局に連絡する。 
２. 災害対応準備体制中に勤務時間が終了した場合は、部局は事務局に連絡をしたうえ

で体制を解除することができる。ただし、大型台風が接近するなど、真に災害の発

生が予想される場合には、担当理事の判断に基づき、事務局は部局に対して職場待

機して災害対応に備えるよう指示することができる。 
３. 災害対策室は、解除の是非について、学内外の専門家の意見を参考にして、担当理

事に助言をすることができる。  

34



○名古屋大学防災推進本部規程 

(平成 24 年 3 月 6 日規程第 65 号)

(設置) 

第 1 条 名古屋大学（以下「本学」という。）における防災・防火対策及びこれ

に関わる危機管理体制を強化するため，その基本方針を決定するとともに，当

該体制の管理運営に係る事項の企画・立案及び防災・防火に関する全学的な業

務を行うため，本学に，名古屋大学防災推進本部（以下「推進本部」という。）

を置く。 

(業務) 

第 2 条 推進本部は，前条の設置目的を達成するため，関係部局，事務部・課，

運営支援組織等の協力を得て，次に掲げる業務を行う。 

一 本学の防災・防火対策に係る総括に関すること。 

二 本学の防災・防火対策及びこれに係る危機管理方針の策定に関すること。 

三 本学の防災・防火対策に係る全学横断的な事項の企画・立案及び実施に関す

ること。 

四 本学の防災・防火対策に係る教育訓練等の普及・啓発活動に関すること。 

五 本学の防災・防火対策に係る連絡調整に関すること。 

六 その他本学の防災・防火対策の推進に関すること。 

(本部長) 

第 3 条 推進本部に，本部長を置く。 

2 本部長は，理事又は副総長のうち総長が指名した者をもって充てる。 

3 本部長は，推進本部の業務を総括する。 

(副本部長) 

第 4 条 推進本部に，副本部長を置くことができる。 

2 副本部長は，理事，副総長又は本学の大学教員のうちから総長が任命する。 

3 副本部長は，本部長の業務を補佐し，本部長に事故がある場合は，本部長の職

務を代行する。 

(会議) 

第 5 条 推進本部に，防災・防火対策に関する重要事項を審議するため，防災推

進本部会議（以下「会議」という。）を置く。 

2 会議の組織及び運営に関し必要な事項は，別に定める。 

(委員会) 

第 6 条 推進本部に，防災・防火対策に関連する事項を審議するための委員会を

置くことができる。 

2 委員会の組織及び運営に関し必要な事項は，別に定める。 

(事務) 
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第 7条 推進本部の事務は，関係部・課の協力を得て，総務部総務課において処

理する。 

(雑則) 

第 8 条 この規程に定めるもののほか，推進本部に関し必要な事項は，別に定め

る。 

附 則 

この規程は，平成 24 年 4 月 1 日から施行する。 
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防災推進本部の設置について 

 

１．趣旨 

 消防法改正により、事業所には大規模災害を想定した消防計画の策定や自衛消防組織の

機能強化が求められている。このためには、全学的な連携協働に基づいて平常時から防災

対策を確実に行い、非常時には直ちに災害対策統括本部に移行できる体制が必須である。

従来、防災・防火は環境安全衛生推進本部（施設管理部）が対応してきたが、学生や教職

員を含む組織の危機管理の観点から、新たに設置する防災推進本部（総務部）が全学を取

りまとめる体制の構築が必須と考えられる。 

 以上の背景から、本学における防災・防火及びこれに関わる危機管理体制の強化につい

て、基本方針を決定し、管理運営に係る事項の企画・立案並びに全学的な業務を行うため、

防災推進本部を設置する。 

 

２．任務 

 防災推進本部は、関係する部局、本部関係部課及び運営支援組織等の協力を得て以下の

業務を行う。 

○本学の防災・防火及びこれに関わる危機管理方針の決定 

○全学横断的な防災・防火体制の構築及び防災・防火推進策の企画・指示・実施 

○消防計画（防災を含む）の策定と実施 

○防災・消防訓練、普及・啓発活動の実施 

○学内防災に関連する行政機関・他大学・周辺住民等との連絡・調整 

○災害発生時の災害対策統括本部の体制構築と運用 

○その他本学の防災・防火等に係る事項の推進 

 

３．組織及び運営体制 

 防災推進本部に、本部長、副本部長、防災推進本部会議を置く。 

防災推進本部会議は、本部長、副本部長、総長補佐（防災担当）、災害対策室長、総務

部長、総務課長、本部各部長、東山地区各ブロック／部局、鶴舞地区、大幸地区の代表者

からなり、本学の防災・防火に係る基本方針、防災推進本部の運営、その他本学の防災・

防火の推進に関する事項の審議を行う。 

防災推進本部会議の運営を含む推進本部の業務は、総務部総務課に防災危機管理掛を新

設して行う。また業務内容に関しては、総務部のほか、施設管理部をはじめとする本部各

部課、災害対策室、リスク管理室、環境安全衛生推進本部などの運営支援組織と連携して

実施する。 

 

４．その他（他部局等との連携、効果など） 

 従来、防災・防火のハード面を管轄してきた環境安全衛生推進本部及び施設管理部等の

関連部課、各部局とは連携して実務を行う。なお、防災推進本部が主に消防法及び災害対
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策基本法で扱う非常時にむけた危機管理体制を所掌するのに対し、環境安全衛生推進本部

は労働安全衛生法関連の事項のほか、環境・交通管理・防犯及び建物管理などの日常対応

を主に担当することとなり、業務分担が明確化される。 

 また、部局・ブロックの防災・防火実施部署として、従来の施設管理関係のみならず、

教務・庶務担当が加わることになり、構成員の安全確保において十分な体制を構築するこ

とができる。 

 さらに、減災連携研究センターと連携することにより、最先端の防災・防火に関する情

報を得ることができ、災害時には本学本部における情報収集、対応決定などに関してきわ

めて有効な協力が得られる。 

 将来的には、より広範な災害・大規模事故等にも対応できるよう、危機管理体制全般の

見直しを行う必要がある。そのためには、リスク管理室の体制強化が前提であり、これが

実現すれば、災害対策室とリスク管理室が当本部を支える形へ組織改変する可能性がある。 
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○名古屋大学防災推進本部会議規程 

(平成 24 年 3 月 6 日規程第 66 号)

(趣旨) 

第 1 条 名古屋大学防災推進本部規程（平成 23 年度規程第 65 号）第 5条第 2項

の規定に基づく名古屋大学防災推進本部会議（以下「会議」という。）の組織

及び運営に関し必要な事項は，この規程の定めるところによる。 

(審議事項) 

第 2 条 会議は，次に掲げる事項を審議する。 

一 名古屋大学（以下「本学」という。）における防災・防火対策の推進業務に

係る基本方針に関する事項 

二 防災推進本部（以下「推進本部」という。）の運営に関する事項 

三 その他防災・防火対策の推進に関する事項 

(組織) 

第 3 条 会議は，次に掲げる委員をもって組織する。 

一 本部長 

二 副本部長 

三 災害対策室長 

四 総長補佐のうち総長が指名した者 

五 事務局の各部長 

六 情報連携統括本部情報推進部長 

七 総務部総務課長 

八 東山地区，鶴舞地区及び大幸地区の地区ごとに本部長が指定した部局の長又

は当該部局の長が指名した者 

九 その他本部長が必要と認めた者 

2 前項第 8号及び第 9号の委員は，総長が任命する。 

(任期) 

第 4 条 前条第 2項の委員の任期は，2年とする。ただし，再任を妨げない。 

2 前項の委員に欠員を生じたときは，その都度補充する。この場合における委員

の任期は，前任者の残任期間とする。 

(議長) 

第 5 条 本部長は，会議を招集し，その議長となる。ただし，本部長に事故があ

る場合は，あらかじめ本部長が指名した委員が議長となる。 

(定足数) 

第 6 条 会議は，委員の過半数の出席により成立し，議事は，出席者の過半数に

よって決する。 
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2 やむを得ず欠席する委員は，当該委員が指名した代理の者を会議に出席させる

ことができる。この場合において，当該代理の者は，会議の構成員とみなす。 

(意見の聴取) 

第 7 条 会議が必要と認めたときは，委員以外の者の出席を求め，その意見を聴

くことができる。 

(専門委員会等) 

第 8 条 会議が必要と認めたときは，専門委員会等を置くことができる。 

(庶務) 

第 9 条 会議の庶務は，総務部総務課において処理する。 

(雑則) 

第 10 条 この規程に定めるもののほか，会議の運営に関し必要な事項は，会議の

議を経て，総長が定める。 

附 則 

この規程は，平成 24 年 4 月 1 日から施行する。 
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（平成26年4月1日）

職名 電話番号 備考

本部長 竹下　典行 2001 規程第3条第1号委員

副本部長 市橋　克哉 6501 規程第3条第2号委員

副本部長／災害対策室長 飛田　　潤 3754
規程第3条第2号委員
規程第3条第3号委員

総長補佐 鈴木　康弘 6037 規程第3条第4号委員

総務部長 堀内　　敦 2007 規程第3条第5号委員

財務部長／東山地区（豊田講堂・事務棟ブロック） ＊ 坂口　広志 2050
規程第3条第5号委員
規程第3条第8号委員

研究協力部長 ＊ 塩原　耕次 5670 規程第3条第5号委員

国際部長 三枝　広人 2070 規程第3条第5号委員

施設管理部長 ＊ 小松　幸雄 5988 規程第3条第5号委員

企画・学務部長 一居　利博 2156 規程第3条第5号委員

情報連携統括本部情報推進部長 櫻井　清隆 4395 規程第3条第6号委員

総務部総務課長 ＊ 大矢　淳一 2008 規程第3条第7号委員

東山地区
（文系ブロック/研究科長）

＊ 神保　文夫 2305 規程第3条第8号委員

東山地区
（理学ブロック/副研究科長）

＊ 松本　邦弘 3000 規程第3条第8号委員

東山地区
（工学ブロック/研究科長）

松下　裕秀 3400 規程第3条第8号委員

東山地区
（生命農学ブロック/研究科長）

前島　正義 4000 規程第3条第8号委員

東山地区
（研究所ブロック/所長）

＊ 田中　信夫 4457 規程第3条第8号委員

東山地区
（附属学校ブロック/校長）

植田　健男 2670 規程第3条第8号委員

鶴舞地区/研究科長 高橋　雅英 81-2420 規程第3条第8号委員

鶴舞地区/副病院長 ＊ 西脇　公俊 81-2336 規程第3条第8号委員

大幸地区/保健学統括専攻長 榊原　久孝 82-1923 規程第3条第8号委員

理事（財務担当） 藤井　良一 5810 規程第3条第9号委員

理事（総務担当） 鮎京　正訓 2155 規程第3条第9号委員

保健管理室長 小川　豊昭 5836 規程第3条第9号委員

参事 岡嶋　　守 6710 規程第3条第9号委員

環境安全衛生管理室長 村田　静昭 4771 規程第3条第9号委員

施設管理部環境安全支援課長 ＊ 岩佐　　智 2093 規程第3条第9号委員

＊  印の委員は、平成26年4月1日付け新任

防災推進本部会議（委員名簿）

氏名
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   名古屋大学防災推進本部連絡会申合せ 

 

 

 （設置） 

第1条 名古屋大学防災推進本部規程（平成23年度規程第65号）第8条の規定に基づき名古屋大学防災推

進本部（以下「推進本部」という。）に名古屋大学防災推進本部連絡会（以下「防災連絡会」という。）を

置く。 

 

 （業務） 

第2条 防災連絡会は，次に掲げる業務を行う。 

 一 名古屋大学（以下「本学」という。）の防災・防火対策に係る連絡調整に関すること。 

 二 その他本学の防災・防火対策の推進に関すること。 

 

 （組織） 

第3条 防災連絡会は，次に掲げる委員をもって組織する。 

 一 推進本部長 

 二 推進本部副本部長を初め，その他推進本部長が必要と認めた者 

 

 （庶務） 

第4条 防災連絡会の庶務は，関係部・課の協力を得て，総務部総務課において処理する。 

 

 （雑則） 

第5条 この申合せに定めるもののほか，防災連絡会の運営に関し必要な事項は，防災連絡会の議を経て，

別に定める。 

 

   附 則 

 この申合せは，平成26年3月20日から実施する。 
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参考 

 

防 災 連 絡 会 

                             （平成26年4月1日現在） 

（名古屋大学防災推進本部規程第8条関係） 

■ 名古屋大学防災推進本部連絡会申合せ 

第3条関係 

（組織） 

関連業務 職  名 氏   名 

環境安全担当 防災推進本部本部長、防災管理者 竹下 典行 

リスク管理担当  防災推進本部副本部長 市橋 克哉 

災害対策担当 防災推進本部副本部長、災害対策室長 飛田  潤 

財務担当  理事  藤井 良一 

総務担当 理事 鮎京 正訓 

防災担当 参事 岡嶋  守 

防災担当  総長補佐  鈴木 康弘 

総務対応 総務部長、統括管理者 堀内  敦 

総務対応 総務課長 大矢 淳一 

財務対応 財務課長 服部 樹里 

施設整備対応 施設企画課長 松田  賢 

防火、環境安全対応 環境安全支援課長 岩佐  智 

学生等対応 学務課長 室屋 守男 

災害対策対応 災害対策室員 川端 寛文 

防災対応 総務課 服部 修幸 

その他必要に応じて   
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   名古屋大学防災推進本部会議専門委員会内規 

 

 （趣旨） 

第 1条 名古屋大学防災推進本部会議規程（平成23年度規程第66号）第8条の規定に基づく名古屋大

学防災推進本部会議（以下「推進本部会議」という。）の専門委員会に関し必要な事項は，この内規の

定めるところによる。 

 

 （名称及び審議事項） 

第2条 専門委員会の名称は，名古屋大学防災推進本部会議災害対策専門委員会（以下「専門委員会」

という。）とし，その審議事項は，防災の推進に関することとする。 

 

 （組織） 

第 3条 専門委員会は，次に掲げる委員をもって組織する。 

 一 名古屋大学防災推進本部長（以下「推進本部長」という。）が指名した者 

 二 研究科，附置研究所及び総合保健体育科学センターの教員各1名 

 三 地震・防災分野を専門とする名古屋大学（以下「本学」という。）の大学教員のうちから若干名 

 四 総務部総務課長 

 五 施設管理部環境安全支援課長 

 六 その他本学の職員で推進本部会議議長が必要と認めた者 

2 前項第2号，第3号及び第6号の委員は，推進本部長が任命する。 

 

 （任期） 

第 4条 前条第2項の委員の任期は，2年とする。ただし，再任を妨げない。 

2 前項の委員に欠員を生じたときは，その都度補充する。この場合における委員の任期は，前任者の残

任期間とする。 

 

 （委員長） 

第5条 専門委員会に，委員長を置き，第3条第1項第1号の委員をもって充てる。 

2 委員長は，専門委員会を招集し，その議長となる。ただし，委員長に事故がある場合は，あらかじめ

委員長が指名した委員が議長となる。 

 

 （定足数） 

第6条 専門委員会は，委員の過半数の出席により成立し，議事は，出席者の過半数によって決する。

ただし，可否同数のときは，議長の決するところによる。 

 

 （意見の聴取） 

第7条 専門委員会が必要と認めたときは，委員以外の者の出席を求め，その意見を聴くことができる。 

 

 （庶務） 

第 8条 専門委員会の庶務は，関係部局の協力を得て，総務部総務課において処理する。 

 

 （雑則） 

第 9条 この内規に定めるもののほか，専門委員会の運営に関し必要な事項は，推進本部会議の議を経

て，推進本部長が定める。 

 

   附 則 

1 この内規は，平成24年 6月 1日から施行する。 

2 この内規の施行の際最初の任命に係る第3条第2項の委員の任期は，第4条第1項本文の規定にかか

わらず，平成26年 3月 31日までとする。 
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（平成26年4月2日）

部局 電話番号 備考

災害対策室 飛田　　潤 3754 内規第3条第1号委員

文学研究科 ＊ 林　謙一郎 2281 内規第3条第2号委員

教育発達科学研究科 窪田　由紀 4517 内規第3条第2号委員

法学研究科 三浦　　聡 4903 内規第3条第2号委員

経済学研究科 ＊ 小堀　　聡 4550 内規第3条第2号委員

理学研究科 ＊ 鈴木　孝幸 2997 内規第3条第2号委員

医学系研究科（鶴舞地区） ＊ 久場　博司 81-2043 内規第3条第2号委員

工学研究科 ＊ 山田　正太郎 4621 内規第3条第2号委員

生命農学研究科 山本　浩之 4152 内規第3条第2号委員

国際開発研究科 ＊ 藤村　逸子 4344 内規第3条第2号委員

多元数理科学研究科 中西　知樹 5575 内規第3条第2号委員

国際言語文化研究科 ＊ 山口　庸子 4397 内規第3条第2号委員

環境学研究科 ＊ 谷川　寛樹 3223 内規第3条第2号委員

情報科学研究科 ＊ 谷村　省吾 5636 内規第3条第2号委員

創薬科学研究科 兒玉　哲也 2971 内規第3条第2号委員

環境医学研究所 ＊ 遠藤　利朗 3878 内規第3条第2号委員

太陽地球環境研究所 町田　　忍 6335 内規第3条第2号委員

ｴｺﾄﾋﾟｱ科学研究所 ＊ 吉田　朋子 5940 内規第3条第2号委員

総合保健体育科学ｾﾝﾀｰ ＊ 山本　明子 3960 内規第3条第2号委員

総長補佐 鈴木　康弘 6037 内規第3条第3号委員

総務部総務課長 ＊ 大矢　淳一 2008 内規第3条第4号委員

施設管理部環境安全支援課長 ＊ 岩佐　　智 2093 内規第3条第5号委員

災害対策室 川端　寛文 6040 内規第3条第6号委員

環境安全衛生管理室 ＊ 錦見　　端 6493 内規第3条第6号委員

＊  印の委員は、平成26年4月1日付け新任

災害対策専門委員会　名簿

氏名
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防災取組日程 平成２６年度　

事項＼年度・⽉ ２５年度３月 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月 １月 ２月 ３月

【体制】 6/6 9/2 12/24 3/11
防災推進本部会議（◆） 　　　◆ ◆ ◆ 　　　　　　◆ 　◆

26年度の方針 第1回本部会議 第2回本部会議 第3回本部会議 第4回本部会議

災害対策専⾨委員会（◇） 5/9 7/8 12/3　 2/27
◇ ◇ ◇　　　　 　　　　　　 ◇
第1回 第2回 第3回 第4回

【体制整備】
※ 　

消防計画に基づく体制整備 消防計画届出 消防計画に対応したブロックの体制整備（非常参集等）
＊新入生、新職員向けオリエンテ　

＊4/17 ＊5/7,l5/13,5/15
部局担当者説明 新職員、部局長、本部新部課長消｢防計画｣説明

【⾃衛消防組織等】
ブロック⾃衛消防隊の編成 　 　　自衛消防隊の名簿の確定
ブロック連絡調整会議の開催 (＊第1回) 　　　(＊第2回) 　　　(＊第3回) 　　(＊第4回)

消防隊名簿作成、確認 訓練実施計画 訓練総括

【災害対応等】
地震時⾏動マニュアルの策定 　 　
防災訓練計画の策定 案の提示 地震時行動マニュアル策定 　 ブロック防災訓練計画

　 ①5/7、②5/19 ③6/13，④6/30 ⑤7/30
ブロック防災担当者会合

　
【防災訓練】 ＊6/3 　　　　＊9/26部局説明会
防災訓練の実施 　　　　　　※　 前期訓練部局説明会 　　　　＊9/29事務局説明会　　　訓練結果の集約

骨子の確定 　            ＊6/16(中止あり) 　　＊10/28 全学一斉地震防災訓練
　 　　　　　情報伝達訓練 　　＊10/18 国際嚶鳴館防災訓練

　　　各ブロック教授会等への説明
【災害対応講習等】
防災講習（⾃衛消防隊の研修） 年間研修計画の提示 救命講習(6/2,8/1,5,6) 防災講習(9/18応急,9/19MCA,9/25簡易無線，10/10危険度判定)

（ブロック独自講習）

ブロック別自衛消防隊研修の実施(9/3,22,10/6,8,9,16)
【防災管理点検等】
防災管理点検 事前準備 　　　　5/16～ ～9/1

室内安全点検に関する  防災管理点検による室内安全点検の実施(部局対応)
室内安全性の確認 相互の役割分担確認

労安法に基づく安全点検との連携
【実験室等の安全確保】
実験室の安全確保に関する取組み 新設建物の安全対策 ＲＩ・バイオ・危険化学物質など危険性の高い実験室の家具・機器固定状況調査

　　　　　既設実験室も含めた地震安全対策ガイドラインの検討

実験室のＢＣＭ策定に向けた検討・調整
【安否の確認】
安否の確認 安否確認 　　　 アドレス入力(情報セキュリティ研修)

システム 　 　　＊6/16＝6/20メール一斉発信訓練 ＊10/28 安否確認システム利用訓練

初期導入 ＊4/17
部局安否確認担当者説明 ＊アドレス更新 ＊アドレス更新

【その他の取組み】 　　＊10/22 留学生防災セミナー
学⽣の防災啓発 学生向け防災セミナーの開催等の検討
留学⽣の防災対策
８⼤学事務連携 留学生防災に関する東北大学との連携や名古屋大学の独自取組
地域連携 ８大学の連携の取組を継続(5/16①，11/12②)

地域の住民組織との連携した取り組みや交流を推進

                 バーの凡例→ 災害対策室、総務課、環境安全支援課が連携 ブロックが中心 安否確認担当部局 環境安全衛生管理室と災害対策室の連携 その他
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　3. 生命農学ブロック
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病　　棟 

看護師宿舎Ａ棟

アイソトープ

中

ＪＲ

央

線

鶴舞駅北口

エネルギーセンター棟

公道　幅員１８ｍ

公道

幅員１８ｍ

名古屋工業大学

公道

ﾎﾞﾝﾍﾞ庫

混合機室

ｶﾞﾊﾞﾅ室

分館

ｱｲｿﾄｰﾌﾟ貯蔵庫

住居地域

住居地域

商業地域

公道

幅員１４ｍ

公道幅員８ｍ

商業地域

Ｐ(216台)

福利施設

立体駐車場

外来棟

中央診療棟

医系研究棟２号館

医系研究棟１号館

西　病　棟 東　病　棟

福利施設
看護師宿舎

解剖教育施設保存棟

基礎研究棟別館

基礎研究棟

動物実験施設
アイソト－プ分館

図書館
学生食堂

鶴友会館

渡り廊下

Ｎ

鶴舞団地　配置図

平成24年　4月現在

保育園

あすなろ

※

※ハウスなごやは「附属病院ブロック」

医学部・医学系研究科ブロック医学部・医学系研究科ブロック

附属病院ブロック附属病院ブロック

鶴舞地区自衛消防隊ブロック区分図

建築構造物：

大幸ブロック大幸ブロック

大幸地区自衛消防隊ブロック区分図

建築構造物：
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一次避難場所の検討                                平成 23年度検討資料 

1．趣旨 
 名古屋大学の東山地区ではこれまで災害時にグランドやグリーンベルトなど比較的まと

まった空地を災害時避難場所として指定していたが、東日本大震災時の東北大学では、特

に避難場所が定められていなかったが、学生教職員は建物周辺に避難し大学からの指示が

あるまで待機したとのことであった。また、これまでの避難訓練でも、部局で災害時避難

場所でないところを避難場所としている例も見受けられた。そのようなことから、地震発

生時等に建物周辺の空地に避難することも現実的な対応と考え、建物の周辺部に一次避難

場所とすることを検討した。今回の案はあくまでも机上での検討であり、この案を基に部

局ごとで指定していくことが考えられる。 
 さらに、災害時の避難場所は災害時にどのように行動するかといった災害時のシナリオ

と関わっており、今後詳細に検討される必要がある。今回の設定は、地震発生時にとりあ

えず安全を保てるところに一次避難をし、その後大学側が建物の応急危険度判定を行うこ

とに加えて周辺の情報などを収集し避難者に指示を出すという想定で検討した。 
 また、これまで災害時避難場所の指定は東山地区のみ検討していたが、鶴舞地区大幸地

区についても検討する。 
２．東山地区の一次避難場所の検討 
（１）避難者人数の想定 
  全学教育棟 学部 1 年生は全員 
        学部 2 年生は１／２ 
        非常勤講師を２０名想定 

事務職員は２倍(非常勤職員派遣職員等考慮) 
        教員は１．５倍(研究室の非常勤職員を考慮) 
  他の学部は学部単位で算定 
        学部１年生は０ 
        学部２年生は１／２ 
        学部３．４年生は全員 
        大学院生は全員 
        事務職員は２倍(非常勤職員派遣職員等考慮) 
        教員は１．５倍(研究室の非常勤職員を考慮) 
  工学部については上記で工学部の総数を出したものを建物面積で案分して建物ごとの

人数を算定する。 
（２）避難場所の対応関係を検討方針 
 まとまりとして 
  ①全学教育棟+情報科学研究科情報文化学部 
  ②文系６学部(法学部、経済学部、教育学部、文学部、国際開発研究科、国際言語文化) 
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  ③理学部 
  ④農学部 
  ⑤工学(主要建物で面積按分) 
  その他の部局は容量算定を行わない。避難場所のみ示す。 
（３）一次避難場所の検討 
   避難人数との検証の結果、各まとまりで考えて、周辺の空地の量から考えると、最

も厳しい全学教育棟+情報科学研究科、情報文化学部でも 1 人あたり 2 ㎡の空間量の確

保が可能であり、安全に避難できる空間量は全学で確保できると考えられる。 
   一方、均等に避難されて初めて安全な避難空間が確保されること、道路空間もすべ

て使用しないと避難できないので緊急車両等が迅速に移動できない等の問題点は残る

ものと考えられる。 
   今回の検討案では、一つのまとまりの中でも避難場所が分散されるよう建物単位ぐ

らいで避難場所を設定した。今後、案を基に各部局で一次避難場所の設定を進めても

らう必要がある。 
（４）避難人数の概算 

番号 算定単位 避難人数 
１ 全学教育棟+情報科学研究科棟等 ４２５７人 
２ 文系６学部・研究科 ３６６１人 
３ 理学部 １６１８人 
４ 農学部 １１１９人 
５ 工学部 ４３４０人 

（５）工学部の主要建物の避難人数の概算 
 建物名  
１ 工学３号館 ５７３ 
２ 工学２号館 ４７８ 
３ 工学１号館 ７０７ 
４ 工学７号館Ｂ ２１０ 
５ 工学７号館Ａ ６１ 
６ 工学５号館 ４６３ 
７ 工学８号館北 ８３ 
８ 工学８号館南 １３０ 
９ 工学９号館 ２０１ 
１０ IB 電子館 ９６６ 
１１ ＥＳ総合館 ４６８ 

３．鶴舞地区大幸地区の一次避難場所の検討 
（１）鶴舞地区 
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 鶴舞地区のうち附属病院ブロックについては、患者の避難計画など様々な問題があり、

全学一斉防災訓練の対象ともなっていないことから、今回は検討せず、医学部・医学系研

究科ブロックのみ検討する。 
 医学部・医学系研究ブロックには、比較的まとまりのある空地は駐車場となっているが、

とりあえず周辺の通路や空地を含めて 2 か所を案とした。 
（２）大幸地区 
 大幸地区は南側にグランドがあり、グランドを一次避難地とする案とした。 
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○名古屋大学災害時の安否確認に関する基本方針 

(平成 27年 2月 2日 役員会決定) 

 

（趣旨） 

第 1条 名古屋大学（以下「本学」という。）の大規模地震等の災害時における，学生，生徒，教

職員等に対する組織的かつ計画的な安否等の確認（以下「安否確認」という。）について必要な

事項は，この方針の定めるところによる。 

 

（対象者） 

第 2条 安否確認の対象となる者（以下「対象者」という。）は，次の各号に掲げるものとする。 

一 学生，生徒及び教職員 

二 医学部附属病院の入院患者及び外来患者 

三 その他本学関係者で防災管理者が指定する者 

 

（情報の種類）  

第 3条 安否確認における情報の種類は，次のとおりとする。 

 一 安否情報 対象者の生命及び身体に関する情報 

 二 付帯情報 安否情報に関連し，又は付帯する情報 

 

（安否確認業務の実施主体） 

第 4 条 安否確認業務の実施主体は，第 2 条各号に掲げる区分ごとに次の各号に定めるとおりと

する。 

一 第 2 条第 1 号及び第 2 号に掲げる者 関係する災害対策部局本部又は部局（本部事務局を

含む。以下同じ。） 

二 第 2条第 3号に掲げる者  災害対策本部又は関係する災害対策部局本部若しくは部局 

 

（安否確認業務の開始） 

第 5条 災害対策本部及び災害対策部局本部は，災害発生後の自衛消防隊活動を中心とした避難，

救護，救出等の緊急対応活動の進行状況及び業務の推移を見極め，遅滞なく所要の安否確認業

務を開始しなければならない。 

 

（災害対策部局本部の業務） 

第 6条 災害対策部局本部は，部局の対象者の安否確認業務を実施する。 

2 災害対策部局本部は，主に次の各号に掲げる情報を整理・統合し，対象者の正確な安否情報及

び付帯情報（以下「安否情報等」という。）の把握に努めなければならない。 

一 現場情報，電話，メール，郵便，特定の連絡網その他災害対策部局本部で収集したもの 

二 全学一斉の安否確認システムその他方法により，災害対策本部が収集した情報のうち，当

該部局に関するもの 

3 災害対策部局本部は，当該部局の対象者の安否情報等を整理し，速やかに災害対策本部に報告

する。この場合において，当該部局の対象者以外の安否情報等が得られた場合は，これを部局

ごとに整理して報告する。 
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（災害対策本部の業務） 

第 7条 災害対策本部は，災害対策部局本部の実施する安否確認業務を支援する。 

2 災害対策本部は，安否確認システム等による安否情報等を，部局ごとに整理し，それぞれの災

害対策部局本部に通報しなければならない。 

 

（ブロック自衛消防隊の役割） 

第 8 条 ブロック自衛消防隊本部隊は，建物隊から報告のあった災害情報のうち，安否情報等に

ついても，これを部局ごとに整理して災害対策本部に報告する。この場合において，特に災害

対策本部の指示又は了解があった時は，関係する災害対策部局本部にも通報する。 

 

（事前計画） 

第 9 条 第 6 条に定める災害対策部局本部の業務を実施するため，部局長は安否確認の具体的手

段，方法等について，あらかじめその実施要領を定め，関係者全員に周知しておかなければ

ならない。 
2 前項の実施要領を定めるときは，あらかじめ関係するブロックのブロック連絡調整会議に諮る

等，該当するブロック内での調整を図らなければならない。当該実施要領を改正するときも同

様とする。 
 

（協力義務） 

第 10条 学生，生徒，教職員等は，災害対策本部及び災害対策部局本部が行う安否確認業務の円

滑かつ効果的な実施に積極的に協力しなければならない。 

 

（災害対策本部，災害対策部局本部廃止後の取扱） 

第 11条 災害対策本部又は災害対策部局本部が廃止された後の安否確認業務は，部局がその事務

及び業務を引継ぐものとする。 

 

（他の緊急事態における適用） 

第 12条 本学は，大規模地震等の災害以外の事態が生じ，緊急に，学生，生徒，教職員等の安否

確認を実施する必要がある場合，この基本方針を準用することができる。 

 

（関連する被災情報収集） 

第 13条 この方針に定める対象者のほか，大学構内事業の事業責任者及び当該事業に従事する者，

学内で催行される集会，会議，研究会その他の行事の参加者及び関係者等，災害時に学内に滞

在する者の被災状況に関する情報の収集については，別に定める。 

 

（雑則） 

第 14条 この方針に定めるもののほか，安否確認に関し必要な事項は，別に定める。 

 

附則 

 この方針は，平成 27年 2月 2日から施行する。 
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事  務  連  絡 

平成26年5月21日 

事務局各部の長 

各部局の長   殿 

防災推進本部長 

      竹 下 典 行  

 

平成２６年度前期防災訓練（安否の確認）について  

 

 例年、自然災害や緊急事態に備えた学内の情報伝達等の確認を実施しています。今年度は、安否

の確認の一助となる「安否確認システム」を導入し、このシステムを用いた訓練を平成26年6月

16日（月）に実施します。また、併せて、キャンパス内の放送設備の試験放送を実施します。 

ついては、訓練の実施にあたり、貴部局学生、教職員等構成員への周知方よろしくお願いいたし

ます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

【問い合わせ先】 

災害対策室   東山内線 6040 
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平成26年度前期防災訓練（安否の確認）要領 

【目的】 

 本学では例年、前期防災訓練として、自然災害や緊急事態に備えた学内の情報伝達等の確認を行っている。 

 今年度は、安否の確認の一助となる「安否確認システム」を導入し、このシステムを用いた訓練を実施し、利用

方法や有効性を確認する。併せて、災害等の非常時を想定し、試験放送を実施し、構成員に放送設備の有効性の周

知を図る。 

【進行表】 

（被害想定）大規模地震等の自然災害や学内の広範囲に影響を及ぼす火災等の事故・事件等によ

り、構成員に対する緊急連絡・指示、及び構成員の安否確認が必要になった。 

実施期間：平成26年6月16日（月） ～ 平成26年6月20日（金） 

日 時 事 項 構成員(学生、教職員等)の行動 

事前準備 

［部局］ 

・部局所属の安否の確認名簿等用意(今回は省略) 

・緊急連絡用メールアドレスの登録の周知徹底 

・部局等安否確認担当者の選定 

［構成員］ 

情報セキュリティ自己点検を研修する際

に、緊急連絡用メールアドレスの登録 

6月16日（月） 

12：00 

［放送設備］ 

非常時を想定した一斉試験放送（日本語・英語）を

実施（総務課） 

［構成員］ 

キャンパス内で放送の聞こえ具合を確認 

※ 万一聞こえ具合が悪い場合は、部局へ

一斉試験放送

後 

 ［安否確認システム］ 

災害対策本部・事務局から、構成員へメールが発

信 

［構成員］ 

メールを受信したら、メール内にあるＵＲL

からネット上の「安否確認システム」に入

り、本人の状況を選択し、登録 

（6 月16 日～6 月20 日） 

  

 

 ［災害対策本部・事務局］ 

・登録状況を定期的に集計 

・部局等安否確認担当者へ伝達 

［部局］ 

・部局内集計結果を確認 

 

 ［安否確認システム］ 

期間内に、災害対策本部・事務局から、未返信の

構成員へメールの再度発信 

 6月20日（金） 

17：00 

［安否確認システム］ 

訓練終了 

 

【問い合わせ先】災害対策室（東山内線6040） 
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事 務 連 絡   

平成26年1月29日  

事務局各部の長 

各部局の長   殿 

                            

環境安全担当理事  

    竹 下 典 行  

リスク管理担当副総長  

    市 橋 克 哉  

 

平成２６年度全学一斉地震防災訓練について  

  

秋の全学一斉地震防災訓練について、学内の状況を勘案して毎年日程を設定して

きましたが、計画的な実施による訓練の徹底のために日程を固定することとして、

１０月２８日（※下記注）を設定します。ただし、週末及び月曜（学年暦への影響

を考慮）となった場合は前後の適切な日に設定することとします。 

ついては、平成２６年度は、下記の実施予定日となりますので、貴部局の学生、

教職員に周知方よろしくお願いいたします。 

 

記 

 

【全学一斉地震防災訓練日】 

 

 平成２６年１０月２８日（火） 

 

・全学一斉避難訓練（学生、教職員） 

 １１時３０分～１２時（２限目） 

  ・自衛消防隊、災害対策本部等の対応訓練 

  

 
（※ 平成２４年１０月２０日ホームカミングデイ 予定） 

 

※ 10 月 28日は、東海地域に大きな影響を及ぼした濃尾地震および宝永地震の発生日。 

濃尾地震：1891年（明治 24年）10月 28日に濃尾地方で発生した過去最大級の内陸地震。 

宝永地震：1707年 10月 28日に南海トラフで発生した過去最大級のプレート境界地震。 
 

59



平成26年度名古屋大学地震防災訓練 実施計画 

 

１．目的 

  東海地域の広域大規模地震災害を想定し、平日昼間に名古屋市内で震度 6 強を観測する地震が発生した際

の大学の非常対応を確認する。 

(1)全学一斉避難訓練  ：教職員による誘導体制の確立、一次避難場所における避難者確認、 

             安否確認システム利用訓練 

(2)自衛消防隊活動訓練 ：ブロック自衛消防隊の建物隊・本部隊の体制強化と活動訓練 

(3)災害対策本部活動訓練：一斉避難訓練・自衛消防隊活動訓練の視察、災害対策本部の活動訓練 

 
２．実施日時 

  平成26年10月28日(火) 11:00～13:30（各訓練の時間帯は別紙参照） 

 

３．実施場所 

  東山地区、鶴舞地区、大幸地区、東郷地区ほか  

 

４．訓練想定 

名古屋市内で震度6強を観測する地震 

午前11時30分に緊急地震速報、10秒後に地震発生、強い地震の揺れが約2分間継続 

ライフライン（電気、電話、水道、ガス）及び公共交通機関は地震発生直後にすべて停止 

学内で建物被害、けが人等が発生（詳細は別途設定する） 

 

５．当日の主要訓練項目（別表） 

 

６．全学地震防災訓練前後の準備活動、関連行事等 

・ブロック自衛消防隊の体制整備（ブロック連絡調整会議等による） 
拠点設定、建物隊体制、分担区域確立、「災害時対応の手引き」に基づく行動、資機材や装備品の確認、

放送設備等の使用準備、独自訓練計画、研修、図上訓練等の実施 
・全学自衛消防隊の体制整備 

   災害対策本部室（減災館）の設営、設備・機材・装備・備蓄等の確認 
「災害時対応の手引き」に基づく行動の確認 

・一斉避難訓練の準備 
  構成員向け周知資料の作成、教職員（特に自衛消防隊以外）の行動について文書通知 
  一次避難場所の避難者確認手順の整備、交通規制の準備 
・自衛消防隊向け防災講習（放送設備及びトランシーバ取扱、被災建物判定学習ほか） 
・留学生等対象防災訓練等 

国際嚶鳴館訓練（10/18）、留学生防災セミナー（10/22） 
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（別表）10月28日の訓練項目 

時間 実施事項 備考（関連準備等） 

(1)全学一斉避難訓練（学生・教職員ほか全員参加） 

11:30～

12:00 

・緊急地震速報、地震発生時の対応の確認（全員） 

→安全姿勢、避難経路確保などの行動を確認 

・一次避難場所への避難 

  →教職員等の指示・誘導により安全な避難を確認 

・一次避難場所での避難者確認 

  →点呼あるいは人数確認等を実施 

・自衛消防隊等からの注意事項伝達、講評 

・（解散後）安否確認システムのメール受信と入力対応 

・一次避難場所や避難経路等を

事前に設定、確認 

・授業中や研究室の教員向け文

書を準備 

・ポスター等による周知 

・避難者確認方法の準備 

・一斉避難訓練中の東山地区の

車両規制 

(2)自衛消防隊活動訓練 （ブロック自衛消防隊本部隊、同建物隊、全学自衛消防隊） 

11:30～

12:30 

・緊急地震速報、地震発生時の対応の確認（全員） 

【ブロック自衛消防隊 建物隊】 

・隊員の拠点への参集、建物隊長の指示による活動 

  →装備確認、指示、避難誘導、救護活動、避難者確認、建物

内外の緊急点検、本部隊への報告などを、建物の状況に応

じて自律的に実施 

【ブロック自衛消防隊 本部隊】 

・ブロック本部設営、ブロック防災管理者の指示による活動 

→建物隊の活動状況集約、全学自衛消防隊への報告 

【全学自衛消防隊】 

・災害対策本部設置（減災館） 

  →減災館への参集、本部設備・装備等の確認 

・各ブロックへの連絡・指示、情報集約、災害対策本部報告 

  →館内放送・防災無線による緊急放送、情報集約 

・救護センター、応急危険度判定センター設置 

  →センター設置、緊急対応手順確認 

・ブロック連絡調整会議の開催 

・建物隊の体制整備、「災害時

対応の手引き」準備 

・拠点と装備品等の準備 

・本部隊および建物隊の図上訓

練等 

・ブロック独自講習（放送設備、

トランシーバなど） 

・減災館設備、装備等確認 

・放送設備、防災無線、トラン

シーバ等の利用確認 

・救護、応急危険度判定センタ

ーの体制整備、マニュアル整

備 

(3)災害対策本部活動訓練 （災害対策本部員、災害対策本部事務局） 

11:00～

13:30 

【災害対策本部員】 

・ブロック自衛消防隊・建物隊の活動視察（11:00集合） 

→集合・説明、担当ブロックに移動、11:30から視察 

・本部長による全学一斉避難訓練の終了放送（12:00） 

  →本部長の視察先のブロック本部から放送 

・減災館災害対策本部室に参集（12:30までに） 

・災害対策本部会議（12:30から） 

 各ブロックの視察の報告、全学自衛消防隊からの状況報告、災

害時の災害対策本部の行動についての確認、会議後非常食訓練 

【災害対策本部事務局】 

・災害対策本部の訓練の運営と後方支援を行う。 

 

・視察場所、案内などの準備 

・減災館災害対策本部室への参

集手順、装備等の確認 

・災害対策本部の緊急対応チェ

ックシート等の整備・確認 
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【想定条件】 １．南海トラフの大地震が発生、名古屋市内で震度6強を観測。地震発生直後から停電、その他のライフラインや交通機関は停止。
２．準備した発電機は使用可。学内通信手段はトランシーバが使用可。
　　屋内放送設備、屋外防災無線による一斉放送はバッテリーによりしばらくは使用できる。
３．学内建物のいくつかでひび割れやガラス破損などの損傷や室内被害が発生。けが人が複数発生。

ブロック（建物隊） ブロック（本部隊） 全学自衛消防隊 災害対策本部

事前準備
主な事前準備項目
昨年との相違などの留意点

教職員による誘導体制の確立を重
点に、緊急地震速報、安全姿勢、一
次避難場所などについて、学生向
け、教員向け（教室用、研究室用）
などの資料を作成、配布し、周知す
る

減災館の災害対策本部室設営
と確認を中心に、以下を行う
・放送設備、防災無線、トラン
シーバー等の利用確認
・救護センター、応急危険度判
定センターの体制整備、マニュ
アル等の準備

建物隊の活動状況視察と本部
対応のため以下を行う
・視察場所、案内などを設定・
確認
・災害対策本部の緊急対応
チェックシート等の整備・確認

10:20 地震防災訓練の当日周知放
送（館内放送）

10:30

授業担当教員は、授業開始時に、
11:30前に授業を終えて全学一斉避
難訓練を行うことを説明
説明資料を配布して、安全姿勢や
避難時の注意などを行う

午前11時に指定の場所に集合
説明の後、案内係に従って各ブ
ロックに赴く

11:30 11:30までに授業を終了し、待機 　
各ブロックの所定場所で避難訓
練の視察開始

11:30

一斉放送による緊急地震速
報
（館内放送・防災無線）

一斉避難訓練の状況を視察
（ブロック防災管理者などが同
行）

11:31
一斉放送による訓練地震発
生の説明
（館内放送・防災無線）

揺れの継続中

場所に応じて安全確保の行動をとる
教室では安全姿勢、実験室など危
険性の高い場所では速やかに廊下
等へ避難。教職員は適切な指示を
行う

安全姿勢の確保なども含めて
実施状況を確認

11:33 揺れの終了後、一斉避難

避難開始。落ち着いて建物周辺の
一次避難場所へ移動
教職員・自衛消防隊員は避難を誘
導

ヘルメット、ベストなどを装着し
て活動を開始
避難に関わらない隊員はすべ
て建物隊の拠点に集合
事前に定められた分担に基づ
き、隊長の指示で行動

ヘルメット、ベストなどを装着し
て活動開始
本部設営
建物隊の参集状況の集約を開
始するとともに、本部とのトラン
シーバーで交信開始
ブロック本部の設営も開始する

ヘルメット、ベストなどを装着
全学自衛消防隊指揮班と情報
班は減災館災害対策本部室に
集合、本部設営、活動開始
災害時対応の手引き、チェック
リスト等に基づき、本部の設
営、ブロックとの連絡、ブロック
状況の集約等を実施

避難訓練の状況を視察

避難後 一次避難場所で避難者確認を実施

建物隊は次の活動を行う。
①拠点への集合と隊長を中心
にした行動確認
②ブロック本部への報告
③一次避難場所での避難者の
整列誘導と避難者確認
④建物点検
⑤ＲＩ班、危険物班、バイオ班の
活動(関係するところのみ）

ブロック本部隊は次の活動を行
う。
①ブロック本部の設営
②建物隊の報告を集約し、全
学自衛消防隊にトランシーバで
報告
③建物隊の活動支援
④指定されたブロックはけが人
搬出

全学自衛消防隊消火工作班は
応急危険度判定センターの設
営
全学自衛消防隊避難救護班は
救護センターの設営
両センターにそれぞれの関係
者の集合

避難経路、一次避難場所など
を移動しながら避難訓練の状
況を確認し、その後建物隊の活
動訓練などを視察する。

11:55 一斉避難の完了確認 安全を確保し、指示があるまで待機
避難訓練終了に向けた避難者
への指示

全学自衛消防隊に一斉避難訓
練の状況を報告

一斉避難訓練の状況報告を受
ける

災害対策本部長の放送準備

12:00 一斉避難訓練終了の宣言
（館内放送・防災無線）

災害対策本部長は、視察先の
ブロック本部から避難訓練の終
了放送を実施

12:00～ 避難者解散
安否確認システム利用訓練

放送および自衛消防隊の指示等に
より訓練終了、解散
安否確認システムのメール受信と入
力対応

建物隊長等が、一次避難場所
で待機している学生・教職員に
簡単な講評を述べる。
建物隊は引き続き建物点検な
どの訓練を実施し、活動状況を
本部隊に報告する。

本部隊は引き続き活動し、建物
隊の建物点検や避難者確認な
どの訓練結果を集約する。
活動状況を全学自衛消防隊に
報告する。

救護センター、応急危険度判定
センターは独自訓練を実施

災害対策本部員は12時15分に
視察を終了して減災館に向かう
(本部事務局）
災害対策本部会議に対応して
災害対策本部室にて待機

12:30 ブロック自衛消防隊
訓練終了

建物点検の結果等をブロック本
部へ報告
建物隊で集合し、訓練内容を整
理し、最後に隊長が講評して終
了

建物隊の報告を集約して全学
自衛消防隊に報告。

ブロックからの報告を受ける。

12:30～13:30 　 　 　
ブロックからの報告を集計し、
訓練の実施状況を取りまとめて
災害対策本部に報告

13:30～ 　 　

訓練後 評価、報告書作成・提出 　
当日の活動状況、事前準備や
資料等の評価などについて報
告書作成

建物隊とブロック本部の活動状
況とその評価について報告書
作成

指揮班、情報班は、ブロックか
らの報告内容を整理して報告

　

※訓練は少雨決行、雨天の場合は屋外への避難訓練のみ中止する。屋外避難訓練の有無は当日の10時20分までに決定し、館内放送にて周知する。

12時30分に災害対策本部会議
開始
・各ブロックの視察の報告、全
学自衛消防隊からの状況報告
・災害時の災害対策本部の行
動について確認

ブロック独自訓練

建物隊の体制整備を主目的として、ブロック連絡調整会議など
により以下の準備を行う
・建物隊の体制整備、「災害時対応の手引き」の準備
・建物隊の拠点と装備品等の準備
・ブロック本部隊および建物隊の図上訓練等
・ブロック独自講習（放送設備、トランシーバの扱いなど）

各自で安全を確保する。一般の部屋では机の下等で安全姿勢

平成２６年度　名古屋大学地震防災訓練　進行表
平成２６年１０月２８日（火）

事項時刻 学生、教職員等の行動
自衛消防隊・災害対策本部の行動

【放送】（日本語、続いて英語でアナウンス。） 
こちらは防災推進本部です。こちらは防災推進本部です。 
本日、11時30分より、全学一斉避難訓練を行います。全員の参加をお願いします。 
11時30分に「訓練緊急地震速報」が流れ、その後、約2分間揺れ続けると想定しています。 

【緊急地震速報】（緊急地震速報システムによる訓練放送。専用のチャイム音と日本語録音が自動的に流れる。） 
ただいまから緊急地震速報の試験放送を行います。あと10秒で揺れます。予測震度は６強。身の安全を確保してください。 

地震発生 

【放送】（本部長アナウンス） 
こちらは災害対策本部長です。・・・・・・ 
これで一斉避難訓練を終了します。ご苦労様でした。 
 

【放送】（日本語、続いて英語でアナウンス） 
これは訓練です。これは訓練です。地震の強い揺れが続いていると想定して、直ちに安全姿勢を取ってください。 
（地震の擬音が約2分間流れる。） 
これは訓練です。ただ今強い地震が発生しました。自衛消防隊や教職員の指示に従って避難を開始してください。 
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平成２５年１１月８日 

各部局の長  

事務局各部の長 殿 

 

事務局長 

 竹 下 典 行 

 

名古屋大学放送設備の使用について  

 

 名古屋大学では、地震発生などの緊急時に災害対策本部などから指示事項や情報を全学の構

成員に伝えることを目的にした緊急時に備えた館内放送設備の整備を進めています。 

整備状況は、平成 25 年 9 月 17 日部局長会で報告しているところです。（別添「地震防災訓練及び

放送設備の定期的使用について」参照） 

放送設備は、この秋の地震防災訓練においても利用しています。各ブロックで日常的に放送設

備の聞こえ具合をチェックし、適正な維持管理に努め、定期的・日常的に放送設備を利用するこ

とをお願いします。このことにより操作に慣れ、不具合等あればその都度修理が可能となります。 

ついては、各ブロック主要部局等においては積極的に利活用を図られますようお願いします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

【担当】 

総務課防災担当 服部（東山内線 6509） 

 

63



平成 25 年 11 月 8 日局長通知 

 

 

○ 放送設備の使用について  

 

 このことについて、名古屋大学では、緊急時に備えた館内放送設備（以下「放送設備」とい

う。）の整備を進めてきております。この放送設備の運用にあたり、部局等の諸事情もあるかと存

じますが、当面以下の取扱いで運用されるようよろしくお願いします。 

 
記 

 
(目的) 

自然災害等による被災を未然に防ぐ対策等（以下「災害対策等」という。）の緊急連絡を一斉に

関係者へ周知するための一助として利活用すること。 

(管理者) 

災害対策本部及び各ブロックに設置された放送設備は、防災管理者及びブロック防災管理者の

管理の下使用に努めること。 

(放送設備の取扱い) 

防災管理者及びブロック防災管理者は、関係部局の協力のもと、緊急時及び緊急時以外（授業

及び事業等に支障のない範囲での運用等）に細心の注意をもって運用すること。 

(誤放送等) 

防災管理者及びブロック防災管理者は、万一、人的又は機器の故障等による誤放送が生じた場

合は、直ちに誤解が招かないよう関係部署へ周知し対応策を講じること。 

 (設備管理等) 

・放送設備等の管理は、当該部局の適正な管理者のもとにおいて行うこと。 

・破損又は使用不能等により放送設備の適正な維持管理ができなくなった場合は、その旨を直

ちに施設管理部設備管理担当者に報告すること。 

 (その他) 

この使用に疑義が生じた場合は、別に相談のうえ取り決めを行うこと。 
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名古屋大学放送設備の定期的使用について 

 
１．趣旨 

名古屋大学では平成 24 年度から、緊急時に備えた館内放送設備の整備を進めてきて

おり、平成 25 年秋にはほぼ整備される見通しである。この放送設備は地震発生などの

緊急時に災害対策本部などから指示事項や情報を全学の構成員に伝えることを目的に

している。しかし、緊急時だけの使用では機器を正常に維持することが困難と考えら

れ、定期的な使用と繰り返しの聞こえ方チェックが必要と考えられる。 
そこで、平日正午のチャイムを名古屋大学全体で放送することとする。放送設備は

ブロックごとのセンターに基地機能がありそれそれでチャイムなどの定刻放送可能な

設備となっているのでブロックごとに設定する。 
各ブロックでは、日常的に放送設備の聞こえ具合をチェックし、適正な維持管理に

努めることとする。 
 
２．実施方法 

 平成 25 年度後期からなど、開始の日を定めて附属学校を除くブロックでは平日正午

のチャイムをブロックごとに設定する。附属学校にあっては学校運営上支障のない時

刻でのチャイムを鳴らすように設定する。 
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工学部３号館

図　書　館

処
理
施
設

廃
液
焼
却

給
水
ﾎﾟﾝﾌﾟ室

危険物倉庫

薬品庫

水理実験棟

航空機械実験棟

屋外便所

ﾎﾟﾝﾌ
ﾟ室

格技場

教育棟情報

物置

ﾎﾟﾝﾌﾟ室
消火

第
６
屋
外
運
動
場

武道場

法学部校舎

Ｍ
Ｇ
室

２
号
館

ﾎﾞﾝﾍﾞ庫

宿舎

外国人

短ﾐﾘ波望遠鏡室

ﾌｧｲﾄﾄﾛﾝ

実験室
調節
環境

収納庫
飼育室

実験鶏舎 解剖資材室

動物飼育室

系統保存棟

鶏舎
実験

飼育室

木工作業所

作物資材室

蚕室

動物飼育室

書類倉庫

危険物貯蔵所

天然抽出装置室

実験室
特別

装置室高温発生超高圧

弓道場

ｸﾞﾘｰﾝｻﾛﾝ東山

エネルギーセンター

排水設備

管
理
棟

運
動
場

温
室

貯水池

温
室

温
室

危険物薬品庫ボイラー室

水槽

課
外
活
動
施
設

外

保
育
園

豊田講堂前庭

理
学
部
Ａ
館

テニスコート

科
学
セ
ン
タ
ー

車
庫

Ｂ館

職
員
会
館

名古屋大学

物
品
倉
庫

広報

フ゜ラサ゛

第３屋外運動場倉庫

場
　
　

球
　
　

野

場　技　競　上　陸

運
動
場
倉
庫

テ
ニ
ス
コ
ー
ト

ど
ん
ぐ
り

第
４
屋
外

テ
ニ
ス
コ
ー
ト

実験室

工学部６号館

変電設備

原子核第一特別実験棟

理

収納室

学

家畜飼育室

水文実験室

特別実験棟部
Ｇ
館

理学部Ｅ館

槽水

水

受

受

備設
水給

槽

棟

工学部５号館

工学部７号館Ａ棟

工学部７号館Ｂ棟

北部厚生会館

第１
文化サークル室

池

ケ

幸

鏡

川
町
宿
舎

附属学校

運動場

フ゜ール

砂
場

ク゛ラント゛

中央操作室

Ｗ

Ｗ
　　　　

経済学部

文学部本館

教育学部本館
変
電
室

体育館

高効率ｴﾈﾙｷ
ﾞｰ

変換研究施設

赤﨑記念研究館

ｲﾝｷｭﾍﾞｰ
ｼｮﾝ施設

ベンチャー

ビジネス

ラボラトリー棟

工学部１号館

第
二
共
同
利
用
施
設

国際言語文化校舎

全学教育棟Ａ館

情報科学校舎

ｾﾐﾅｰﾊｳｽ

動物飼育心理

実験室

国際開発研究科校舎

留学生センター

アメニティハウス

屋内プール棟
南部厚生

会館

古川記念館

レジデンス東山
宿舎棟レジデンス東山

法学部校舎

第三グリーンベルト

第二グリーンベルト

第一グリーンベルト

情報基盤ｾﾝﾀｰ

超低温

物理

極
低
温

実
験
室

理学部

供用館

理学部１号館

理学部Ｄ館

理学南館

理学館・理農館
物質科学研究館
野依記念

地圏

実験室

工学部８号館

北棟

工学部８号館

南棟

電

超
高
圧

子
室
鏡
微
顕

本部５号館

FOREST
(西)

FOREST

(東)

第１共同利用施設

農学部西研究棟

農学部東研究棟

農学部講義棟 農学部５号館

生物機能開発

利用研究ｾﾝﾀｰ

アイソトープ

総合センター

廃棄物倉庫 第一実験室

年代測定

ﾘｻｰﾁｬｰｽﾞ
ﾋﾞﾚｯｼﾞ東

山

共同教育研究施設

材
料
研
究
施
設

総
合
研
究
実
験
棟

第
５
実
験
棟

第
３
実
験
棟

第
１
実
験
棟

第
４
実
験
棟

燃
料
保
管
施
設

Ｍ
Ｇ
室

実
験
室
１

実
験
室
２

保
管
室

体
育
合
宿
所 音

楽

練
習
室

総
合
運
動
場

複
合
棟

バレーボールコート

練
習
場ゴルフ

総合運動場

多目的棟

総合運動場

第二多
目的棟

屋
内
運
動
場

研
究
棟

ﾎﾟﾝﾌﾟ室

実験鶏舎

室
験

実
究

研

望遠鏡室Ｂ
宇宙線

宇
宙
線
望
遠
鏡
室
Ａ変

電
室

宇
宙
線

望
遠
鏡
室
Ｃ

こすもす保育所

（東）

（西）

本部１号館

本部２号館

本部３号館

庫
倉
場
動
運

工学部９号館

テニスコート

高
等
総
合
研
究
館

農学部管理棟

ＥＳ総合館

４号館
本部

文系総合館

附属学校２号館

動
物
実
験
施
設

環
境
医
学
研
究
所
本
館

特別実験棟

　
　館
南

北
　
館

ＳＰＦ
動物

飼育室

環境共用館　本館

環
境
総
合
館

分
館

ナ
シ
ョ
ナ
ル

コ
ン
ポ
ジ
ッ
ト
セ
ン
タ
ー

モビリティ

イノベーション

コンプレックス

拠点施設

装置室
発生

極超高圧

ﾄﾗﾝｽﾌｫｰ
ﾏﾃｨﾌﾞ
生物分子

研究所

３号館附属学校

研
究
所
共
用
館

創薬科学研究拠点施設

訓
練
棟

別館
ｱｲｿﾄｰﾌﾟ

減災連携

研究拠点

施設

 農学ﾌﾞﾛｯｸ放送架(1階大会議室)

理学ﾌﾞﾛｯｸ放送架(1階ｾﾐﾅｰ室) 

 研究所ﾌﾞﾛｯｸ放送架(1階ｶﾝﾌｧﾚﾝｽﾎｰﾙ)

豊田講堂･事務棟ﾌﾞﾛｯｸ放送架(2階第9会議室) 

 文系ﾌﾞﾛｯｸ放送架(1階玄関ﾎｰﾙ)

附属学校ﾌﾞﾛｯｸ放送架(2階会議室) 
災害対策本部放送架(災害対策室) 

工学ﾌﾞﾛｯｸ放送架(3階会議室) 

文系ブロック

研究所
ブロック

豊田講堂･事務棟ブロック

理学ブロック
農学ブロック

附
属
学
校
ブ
ロ
ッ
ク

工学ブロック

凡　例

名　　　称記　号

館内放送設備設置建物（平成２６年３月時点）

名古屋大学東山団地配置図

館内放送設備設置建物
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名古屋大学鶴舞団地配置図

公道幅員8m

凡　例

名　　　称記　号
鶴舞団地ﾌﾞﾛｯｸ放送架(1階会議室1) 

幅員20ｍ

道路境界線350.42m

道
路

境
界

線
2
78
.2

4m

道路境界線208.
53m

道
路

境
界

線
316.32

m

隣
地

境
界

線
3
2
.6

4
m

隣地境界線22.31m

巾員14M

名古屋工業大学

ﾎﾞﾝﾍﾞ庫

混合機室

公道

鶴舞駅北口

ＪＲ

中

央

線

公道

公道　幅員18.18ｍ

ｶﾞﾊﾞﾅ室

外来棟

西　病　棟 東　病　棟

立体駐車場Ａ

ｱｲｿﾄｰﾌﾟ貯蔵庫

看護師宿舎

Ｂ棟
看護師宿舎

Ａ棟

福利施設

基礎研究棟別館

基礎研究棟

図書館
学生食堂

動物実験施設

アイソトープ
分館

医系研究棟１号館

エネルギーセンター棟

鶴友会館

基礎医学保存棟

立体駐車場Ｂ

保育園

あすなろ

アイソト－プ分館

病棟

医系研究棟２号館

中央診療棟

福利施設

事務室に放送設備設置

館内放送設備設置建物

館内放送設備設置建物（平成２６年３月時点）

医系研究棟３号館

67



凡　例

名　　　称記　号

受水槽

池

厚生会館 

保健学科旧館 保健学科別館

保健学科東館

ｴﾈﾙｷﾞｰｾﾝﾀｰ

ｺﾊﾞﾙﾄ６０照射室

危険物薬品庫

弓道場

保健学科南館

体育館

グランド
テニスコート

リサーチャーズ
ビレッジ大幸

ｷﾞﾔｰﾎﾟﾝﾌﾟ室

車庫・守衛室 

保健学科本館

 大幸団地ﾌﾞﾛｯｸ放送架(1階大会議室)

名古屋大学大幸団地配置図

館内放送設備設置建物（平成２５年９月時点）

館内放送設備設置建物
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防災無線機局帳番号データー　一覧表 平成26年1月8日現在

団地名 No. 電話帳名称 種類 ワンタッチ発信 拡声設備
館内放送

連動
ブロック

Ｇ
東山屋外

Ｇ
東山全Ｇ

東山可搬
Ｇ

可搬Ｇ
学生宿舎

Ｇ
名大全域

1 事務局北 半固定型 本部２号館北 （屋外） 東山指令局 ○ ○ ○ ○

2 屋外運動場 半固定型 総合保健体育科学ｾﾝﾀｰｸﾞﾗﾝﾄﾞ （屋外） 東山指令局 ○ ○ ○ ○

3 共同教育 半固定型 総合研究実験棟６階ＥＰＳ （屋外） 東山指令局 ○ ○ ○ ○

4 農学温室西 半固定型 農学部温室西 （屋外） 東山指令局 ○ ○ ○ ○

山手団地 5 レジデ山手 半固定型 （山手）ｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙﾚｼﾞﾃﾞﾝｽ山手管理室 （屋内） 東山指令局 ○ ○ ○ ○

6 工学部東 半固定型 工学部７号館Ａ棟東 （屋外） 東山指令局 ○ ○ ○ ○

7 工学部西 半固定型 工学研究科１号館西 （屋外） 東山指令局 ○ ○ ○ ○

8 図書館西 半固定型 情報文化学部北 （屋外） 東山指令局 ○ ○ ○ ○

9 経済学部 半固定型 経済学部北 （屋外） 東山指令局 ○ ○ ○ ○

10 東山指令局 可搬型 本部１号館３階総務課事務室 （屋内） 名大全域 ○ ○ ○ ○

11 災害対策室 可搬型 環境総合館４階災害対策室 （屋内） 東山指令局 ○ ○ ○ ○

12 東山守衛所 可搬型 守衛所　（名古屋大学総合案内所） （屋内） 東山指令局 ○ ○ ○ ○

山手団地 13 国際嚶鳴館 可搬型 （山手）国際嚶鳴館事務室 （屋内） 東山指令局 ○ ○ ○ ○

陶生町団地 14 留学生会館 可搬型 （陶生町）留学生会館事務室 （屋内） 東山指令局 ○ ○ ○ ○

15 鶴舞指令局 可搬型 （鶴舞）病棟１階防災センター （屋内） 東山指令局 ○ ○

16 医学基礎研 主ブロック型 （鶴舞）基礎研究棟　１階会議室１ （屋内） 東山指令局 ○ ○ ○

大幸団地 17 保健学本館 主ブロック型 （大幸）保健学科本館　１階大会議室 （屋内） 東山指令局 ○ ○ ○

18 工学部８号館 半固定型 工学部８号館北館１階廊下 （屋内） 東山指令局 ○ ○ ○ ○

19 工学部２号館 半固定型 工学部２号館３階事務室 （屋内） 東山指令局 ○ ○ ○ ○

20 理学南館 主ブロック型 理学部南館　１階セミナー室 （屋内） 東山指令局 ○ ○ ○ ○ ○

21 総合校舎 半固定型 全学教育棟１階警務員室 （屋内） 東山指令局 ○ ○ ○ ○

22 附属学校 主ブロック型 附属学校中央棟　２階会議室 （屋内） 東山指令局 ○ ○ ○ ○

23 本部4号館 主ブロック型 本部4号館西棟　２階第９会議室 （屋内） 東山指令局 ○ ○ ○ ○

24 農学管理棟 主ブロック型 農学部管理棟　１階大会議室 （屋内） 東山指令局 ○ ○ ○ ○

25 年代測定 半固定型 古川記念館前 （屋外） 東山指令局 ○ ○ ○ ○

26 保体科学 半固定型 総合保健体育科学ｾﾝﾀｰ北 （屋外） 東山指令局 ○ ○ ○ ○

27 高等総合研 主ブロック型 高等総合研究所　１階カンファレンスホール （屋内） 東山指令局 ○ ○ ○ ○

28 ＥＳ総合館 主ブロック型 ＥＳ総合館　３階大会議室 （屋内） 東山指令局 ○ ○ ○ ○ ○

29 文系総合館 主ブロック型 文系総合館　１階玄関ホール （屋内） 東山指令局 ○ ○ ○ ○

妙見団地 30 レジデ妙見 半固定型 （妙見）石田記念ｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙﾚｼﾞﾃﾞﾝｽ妙見管理室 （屋内） 東山指令局 ○ ○ ○ ○

東郷団地 31 東郷農場 可搬型 （東郷）研究棟･宿泊棟１階事務室 （屋内） 東山指令局 ○ ○ ○

防災無線グループ通信区分

東山団地

東山団地

鶴舞団地

東山団地

配　　備　　先
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ｼｪﾙﾀｰ

赤﨑記念研究館

EV棟
2

（東棟）

N

総合研究実験棟１階ﾎｰﾙ

Ｎｏ．

屋外ポール

屋外ポール

設　置　場　所局　名　称Ｎｏ．

事務局北

屋外運動場

共同教育

半固定型無線機設置場所一覧

災害対策統括本部（本部１号館）

守衛所（名古屋大学総合案内所）

環境総合館４階災害対策室

設　置　場　所局　名　称

東山指令局

災害対策室

東山守衛所

可搬型無線機設置場所一覧

３

２

１

屋外ポール４

凡　例

記　号 名　　　称

１０

１１

１２

農学温室西

半固定型無線機設置場所一覧

Ｎｏ． 設　置　場　所局　名　称

２４

２５

２６

２７

２８

２９

屋外ポール

屋外ポール総合保体科学

ＥＳ総合館

文系総合館

高等総合研 １階カンファレンスホール

３階会議室

１階玄関ホール

１階大会議室 屋外スピーカ

半固定型無線機

可搬型無線機

体育館

緊急地震速報受信機

屋外ポール

屋外ポール

屋外ポール

屋外ポール

北館１階警務員室

北館３階事務室

北棟１階廊下

工学部東

工学部西

図書館西

経済学部

工学部８号館

工学部２号館

６

７

８

９

総合校舎

１８

１９

２０

２１

２２

２３

理学南館

本部４号館

１階セミナー室

西棟２階第９会議室

農学部管理棟

年代測定

附属学校２号館 １階第１会議室

館内放送設備設置建物

東山団地放送設備・防災無線設備配置図

相撲道場

ﾎﾞｸｼﾝｸﾞ
部室

体育館

室
電
変

会館
南部厚生

実験室

文学部本館

　　　　

中央操作室

フ゜ール

運動場

舎
宿
町
川

鏡

幸

ケ

池

文化サークル室
第１

工学部７号館Ｂ棟

工学部７号館Ａ棟

工学部５号館

駐車場

棟

槽

給

受

工学部８号館

受

水

水 槽

農学部西研究棟

農学部講義棟

装置室

極超高圧

農学部東研究棟

館
Ｇ
部

水文実験室

遊水池

家畜飼育室

学

収納室

理

駐車場

センター

実験室

テ
ニ
ス
コ
ー
ト

駐車場

第
４
屋
外

テ
ニ
ス
コ
ー
ト

運
動
場
倉
庫

陸
　上
　競
　
　場

野
　
　球　

　場
第３屋外運動場倉庫

屋
内
運
動
場

宇
宙
線

テニスコート

庫
倉
品
物

庫
車

科
学
セ
ン
タ
ー

テニスコート

理
学
部
Ａ
館

駐車場

外

ボイラー室

危険物薬品庫

室
温

室
温

貯水池

室
温

ＳＰＦ
動物

飼育室

駐車場

運
動
場
倉
庫

アメニティハウス

超高圧

高温発生

装置室

危険物貯蔵所

動物飼育室

蚕室

作物資材室

木工作業所

実験
鶏舎

解剖資材室

実験鶏舎
車庫

変
電
室

倉庫

ﾎﾟﾝﾌﾟ室

法学部校舎

ﾌﾟｰﾙ

更衣室

武道場

教育棟

格技場

ﾎﾟﾝﾌ
ﾟ室

ｼｬﾜｰ
室

ﾌﾟｰﾙ
機械室

屋外便所

給
水
ﾎﾟﾝﾌﾟ室

図　書　館

工学部３号館

中央棟

油倉庫

学生会館

理学部Ｄ館

特別実験棟

農学部管理棟

環
境
医
学
研
究
所
本
館

農学部５号館

園

総
合
運
動
場
便
所

庭

屋
２
第

保健管理

情報連携基盤ｾﾝﾀｰ

ガラス室
理学館

野依記念

物質科学研究館

野依記念学術交流館

環境総合館

文系総合館

高
等
総
合
研
究
館

守衛室

駐輪場出入口B

2番出入口

3番出入口

1番出入口

本部２号館

法学部校舎

危険物薬品庫

池

第三グリーンベルト

第二グリーンベルト

第一グリーンベルト

倉庫

温室弓道場

ﾎﾞｲﾗｰ室
農具舎

駐輪場出入口A

ATM

全学教育棟

全学教育棟Ａ館

排水処理室

総
合
運
動
場

複
合
棟

総合運動場

第二多目的棟

総合運
動場

多目的棟

実験
鶏舎

工学部G-COE実験棟

四
ツ
谷
通

器具庫

附属１号館（高校）

附属

附属２号館（中学）
総合情報

附属

附属体育館

附属体育館・校舎

グラウンド

国際言語文化校舎

第
６

屋
外
運
動
場

倉
庫

情報科学校舎

留学生センター

福
利

施
設

動物飼育・心理

国際開発校舎

法経本館・共用館

ＩＢ電子情報館

薬品庫
危険物

危険物貯蔵庫

工学部１号館

水 施
設

工学部９号館

発生

理学部Ｂ・Ｃ館

理学部Ｅ・Ｆ館

理学部

共用館

生物材料

乾燥保存室

書類倉庫

飼料室

卓球室

実験鶏舎

動物飼料室

系統保存室

ｱｲｿﾄｰﾌﾟ総合ｾﾝﾀｰ
廃棄物倉庫

環
境
医
学
研
究
所
北
館

飼育室 収納舎

短ﾐﾘ波望遠鏡観測室

短ﾐﾘ波観測室

ﾎﾞﾝﾍﾞ室

変
電
室

本部１号館
別館

宇
宙
線
望
遠
鏡
室

望
遠
鏡
室

第
２
実
験
棟

Ｍ
Ｇ
室

共
同
教
育
研
究
施
設

廃
棄
物
保
管
室

多目的コート

技

動
物
飼
育
室

総
合
保
体

至八事

至本山

本部３号館

ＥＳ総合館 理学南館

グ
リ
ー
ン
ビ
ー
ク
ル
材
料
研
究
施
設

理農館

本
部
４
号
館
西
棟

本
部
４
号
館
東
棟

第
２
実
験
棟

駐
輪
場
A,
B,
C,
D,
E

駐
輪
場
A,
B,
C,
D,
E

南
館

理学部

ガラス温室

理学部１号館

第
２
共
同
利
用
施
設

環
境
安
全
衛
生

管
理
室
実
験
棟

農学部ガラス温室1～3

危険物倉庫1～3

教育学部本館

工学部２号館

械
学

実

棟
験

機

科

Ｖ．Ｂ．Ｌ棟

北部厚生会館実験実習工場
ｲﾝｷｭﾍﾞｰ

ｼｮﾝ施設

高効率ｴﾈﾙｷ
ﾞｰ

変換研究ｾﾝﾀｰ

水理実験棟

航空・機械実験棟

工学部８号館

先端技術

センター共同研究

超
顕
微
鏡
室子
電
圧
高

顕微鏡室超高圧電子

本部５号館

エネルギーセンター

ｸﾞﾘｰﾝｻﾛﾝ東山

ＦＯＲＥＳＴ

（東）
　　（西）

ＦＯＲＥＳＴ

生物機能開発

利用研究ｾﾝﾀｰ
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ｾﾝﾀｰ

豊田講堂・名大シンポジオン
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フ゜ラサ゛
広報

ｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙ
ﾚｼﾞﾃﾞﾝｽ
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工学部６号館
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山

拠点施設

創薬科学研究

ﾄﾗﾝｽﾌｫｰ
ﾏﾃｨﾌﾞ
生物分子

研究所

モビリティ

拠点施設
コンプレックスイノベーション

原子核第１特別実験棟

強放射能特別実験棟

研
究
実
験
室
２

第
１
実
験
棟
Ｍ
Ｇ
室

研
究
実
験
室
１

燃
料
保
管
施
設

３号館附属学校

地圏

実験室

第１共同利用施設

物理
超低温

実験室

天然抽出装置室

物理
超低温

南部食堂

ｾﾐﾅｰﾊｳｽ

屋内プール棟

宿舎

外国人

環境共用館　分館

体
育
系
課
外
共
用
施
設

練
習
室音

楽

運
動
場

管
理
棟

研
究
棟

木工

機械室

ﾌｧｲﾄﾄﾛﾝ

環境
調節

実験室

第一実験室

研究ｾﾝﾀｰ

年代測定総合

植物ﾁｬﾝﾊﾞｰ室

施設
研究拠点

減災連携

Ｎｏ．８
図書館西

Ｎｏ．２
屋外運動場

Ｎｏ．１
事務局北

Ｎｏ．４

工学部２号館

 東山指令局

Ｎｏ．９
経済学部

年代測定総合

総合保体科学

Ｎｏ．１９

Ｎｏ．２５ Ｎｏ．１０

Ｎｏ．２０

Ｎｏ．２６

Ｎｏ．１８
工学部８号館

Ｎｏ．３
共同教育

農学温室西

理学南館

Ｎｏ．２７
高等総合研

Ｎｏ．２４

農学管理棟

 災害対策室

Ｎｏ．２８

 東山守衛所総合校舎
Ｎｏ．２１

Ｎｏ．２３

Ｎｏ．２２
附属学校２号館

本部４号館西棟

Ｎｏ．１２

Ｎｏ．１１

ＥＳ総合館

工学部東
Ｎｏ．６

文系総合館
Ｎｏ．２９

工学部西
Ｎｏ．７

本部１号館
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Ｎ

局　名　称Ｎｏ．

半固定型無線機設置場所一覧

医学基礎研

可搬型無線機設置場所一覧

局　名　称Ｎｏ．

１５ 鶴舞指令局

１６

（鶴舞）病棟１階防災センター

（鶴舞）基礎研究棟　１階会議室１

設　置　場　所

設　置　場　所

凡　例

記　号 名　　　称

屋外スピーカ

半固定型無線機

可搬型無線機

緊急地震速報受信機

館内放送設備設置建物

緊急地震速報のみ鳴動建物

アイソトープ

ﾎﾞﾝﾍﾞ庫

ｶﾞﾊﾞﾅ室

分館

ｱｲｿﾄｰﾌﾟ貯蔵庫

福利施設

解剖教育施設保存棟

立体駐車場Ａ

立体駐車場Ｂ

あすなろ保育園

Ａ棟

看護師宿舎

福利施設

基礎研究棟別館
動物実験施設

学生食堂

図書館

アイソト－プ分館

医系研究棟１号館

鶴友会館

混合機室

エネルギーセンター棟

病　　棟 

基礎研究棟

西　病　棟 東　病　棟

外来棟

医系研究棟２号館

Ｂ棟

看護師宿舎

医学基礎研

Ｎｏ．１６

Ｎｏ．１５
鶴舞指令局

中央診療棟

鶴舞団地放送設備・防災無線設備配置図

医系研究棟３号館

作
成 平成26年 3月
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25
､
00

0

凡　例

記　号 名　　　称

屋外スピーカ

半固定型無線機

可搬型無線機

緊急地震速報受信機

館内放送設備設置建物

局　名　称Ｎｏ．

半固定型無線機設置場所一覧

設　置　場　所

１７ 保健学科本館 （大幸）保健学科本館　１階会議室

Ｎｏ．１７
保健学科本館

大幸団地放送設備・防災無線設備配置図

Ｎ

グランド

テニスコート

センター

保健学科別館

保健学科本館 保健学科東館

保健学科旧館

リサーチャーズ

厚生会館

倉庫

倉庫

ギヤポンプ室

受水槽車庫

池

国土交通省

エネルギ

コバルト

60照射室

危険物薬品庫

公道

保健学科南館

ビレッジ大幸

・守衛室

体育館
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１．情報伝達訓練｢震度６弱の地震発生｣の発生 

■緊急地震速報 → ○○時○○分 震度発生 

■各部屋の第一掛長等は，大声で叫ぶ。｢地震だ！身の安全を確保！｣ 

■約 2 分間身を伏せる(安全確保) 

■ライフライン，停電を確認，地震情報収集(携帯ラジオ，ＴＶ)， 名古屋市内が震度○○を観測 

 

震度６弱以上，災害対策本部を設置，本部員の総員参集 

震度５弱以上，災害対策本部を設置，本部員の限定参集 

 

２．災害対策本部の設置，自衛消防隊の招集(集合） 

【総長】 ｢災害対策本部設置｣を指示(総長→秘書→総務部長，総務課長) 

 

【秘書】 ｢災害対策本部設置｣の総長指示，総務部長へ連絡 

【統括管理者(総務部長)】 担当理事へ報告，総務課長へ指示 

【総務課長】 ｢災害対策本部設置｣の情報伝令，地震情報の確認 

      (→総務課総務掛長，全学自衛消防隊指揮班長(人事課)→情報班長(財務課)) 

 

【総務掛長(総務課)】本部各部，各部局の第一掛長(総務)宛へ伝令する。 

【情報班長(財務課)】放送設備等(防災無線を含む)により指示，伝達(※放送文例：3 ページに掲載) 

          ①ブロック自衛消防隊設置，②部局本部設置，必要な伝達事項 

          ・開始宣言(訓練)，※館内放送等 

 

全体 災害対策本部設置指示 全学自衛消防隊，事務局設置指示 

 

【災害対策本部要員以外】 

災害時対応により行動 

部屋毎に災害時の一次避難場所

に移動，本情報を関係職員にもれ

なく伝達し共有 

 

【災害対策本部員】 

・災害時対応により，災害対策本

部室へ急行 

【自衛消防隊要員】 

・災害時対応により，災害対策本

部室へ急行 

【事務局】 

・災害時対応により，災害対策本

部室へ急行 

※｢本部要員｣とは，本部員，全学自衛消防隊員，事務局職員，本部支援要員を示す。 

 

【豊田講堂ブロック要員】 

・本部４号館ブロック本部へ急行 

  

 

３．要員集合，設置完了 

(集合) 【災害対策本部員】 

災害対策本部員集合，確認［名簿］ 

災害対策本部設置完了［チェック

リスト］ 

 

【自衛消防隊要員】，【事務局】 

全学自衛消防隊・事務局要員集

合，確認［名簿］ 

全学自衛消防隊・事務局設置完了

［チェックリスト］ 
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【情報班】直ちに，各部局等へ情

報伝達 ※① 

【指揮班･消火工作班･避難救護

班】自衛消防活動開始(本部設備，

資機材(情報機器)設置等に着手) 

【事務局】各課第一課長，第一掛

長等活動必要要員集合 

 

４．情報伝達の開始～報告 

(情報伝達の開始～) 【統括管理者(総務部長)：本部室

付】＝【指揮班長】 

・○○設置 

・人的被害(安否確認) 

・被害状況(建物被害等全般) 

 

【情報班長】＝【ブロック・部局】 

【情報班長＝指揮班長】 

・○○設置 

・人的被害(安否確認) 

・被害状況(建物被害等全般) 

・報告内容を確認，照合，記録 

 

(人的被害(安否確認)) 【統括管理者(総務部長)：本部室

付】＝【指揮班長】 

・人的被害(安否確認 

 

 

【情報班長】＝【ブロック・部局】 

・一次避難場所での安否確認情報 

【避難・救護班長(学務課)】 

・救護センター等人的情報，安否

確認情報の把握，確認，記録，報

告 

 

(被害状況) 

【被害状況】 

①報告者：○○○○ 

②災害対策本部設置時間：○時○分 

③災害対策本部集合人数○名 

④被害状況：あり，なし 

⑤人的被害：負傷者数(意識あり○名，

なし○名)，死亡者数○名 

⑥人的被害：無事確認者数○名(内訳

：教職員：○名，学生等：○名，学外

者・業者等：○名) 

⑦被害の概要(建物等) 

⑧その他(ライフラインの状況等) 

 

 

【統括管理者(総務部長)：本部室

付】＝【指揮班長】 

・被害状況(建物被害等全般) 

 

【情報班長】＝【ブロック・部局】 

・被害状況情報の把握，確認，記

録，集計，報告 

【消火・工作班長(施設整備課)】 

・建物被害の建物応急危険度判定

要員は建物点検(情報伝達機器・

伝令による)情報を班長に集約 

 

(情報伝達の報告) 【統括管理者(総務部長)：本部室

付】＝【指揮班長】 

・被害状況(建物被害等全般) 

【本部長(総長)】＝【統括管理者

(総務部長)】 

・情報伝達集計の報告，継続情報

収集，逐次報告 

【情報班長】＝【ブロック・部局】 

・被害状況情報の把握，確認，記

録，集計の継続，逐次報告 
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５．完了 

(終了宣言(訓練)) 【本部長(総長)】 

・情報伝達訓練の終了宣言 (訓

練)，解散 

※館内放送等 

【自衛消防隊要員】 

【事務局】 

・本部長終了宣言により解散 

 

 

 

 

 

放送文例(訓練) 

①(一斉放送) 

これは，訓練です，訓練です。 

こちらは，災害対策本部です。 

ただいま，名古屋市内で震度６弱の地震がありました。 

直ちに，教職員は，教育(研究)活動を停止し，身の安全確保をしてください。 

ブロック本部・部局本部を設置し，自衛消防活動を開始してください 

 

 

(キャンパス内の学生へ) 

これは，訓練です，訓練です。 

こちらは，○○○です。 

ただいま，名古屋市内で震度６弱の地震がありました。 

直ちに，学生は，身の安全確保をして，教職員の指示に従ってください。 

 

 

(宿舎等入居者へ) 

｢これは，訓練です，訓練です。 

こちらは，○○○です。 

ただいま，名古屋市内で震度６弱の地震がありました。 

直ちに，居住者は，身の安全確保をして，管理人(職員)の指示に従ってください。 

入居者の安否確認，建物内点検を行います。管理室(事務室)に集合してください。 

 

  

75



館内放送による放送文例 

①［本部］･･･一斉放送をする場合  

これは，訓練です，訓練です。 

こちらは，災害対策本部です。 

ただいま，名古屋市内で震度６弱の地震がありました。 

直ちに，教職員は，教育(研究)活動を停止し，身の安全確保をしてください。 

ブロック本部・部局本部を設置し，自衛消防活動を開始してください。 

 

(英文) 

 

 

②［ブロック・部局］･･･災害対策本部から一斉放送がある場合 

これは，訓練です，訓練です。 

こちらは，○○○(ブロック・部局名)です。 

学生は，教職員の指示に従ってください。 

教職員は，実験室の二次災害の防止をしてください。 

(教職員は，)本部の指示により，学生へ避難・帰宅などの指示をしてください。 

(複数部局が在館している建物の場合) 

※ 必要に応じて，ブロック名，建物名で放送を行うようにする。 

(英文) 

 

 

③［ブロック・部局］･･･災害対策本部から一斉放送がない場合 

これは，訓練です，訓練です。 

こちらは，○○○(ブロック・部局名)です。 

ただいま，名古屋市内で震度６弱の地震がありました。 

直ちに，教職員は，教育(研究)活動を停止し，身の安全確保をしてください。 

自衛消防活動を開始してください。 

 

(複数部局が在館している建物の場合) 

※ 必要に応じて，ブロック名，建物名で放送を行うようにする。 

(英文) 

 

※ アンダーラインは必要に応じて読替 
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○名古屋大学緊急地震速報システム管理運用要項 

 (平成22年5月11日要項第4号) 

(目的) 
第1 この要項は，気象庁による緊急地震速報（以下「緊急地震速報」という。）が発表されたと

きに，これを受信し，名古屋大学（以下｢本学｣という。）内に配信する名古屋大学緊急地震速報

システムの管理及び運用に関し必要な事項を定め，もって本学における災害対策に資することを

目的とする。 
(定義) 

第2 この要項において，次に掲げる用語の意義は，それぞれ当該各号に定めるところによる。 

一 名古屋大学緊急地震速報システム（以下「システム」という。） 緊急地震速報を受信し，

学内に周知するための一連の機器をいい，次号に規定する受配信サーバ及び第3号に規定する

受信端末により構成されるものをいう。 

二 受配信サーバ 緊急地震速報を受信し，学内に再配信するサーバをいう。 

三 受信端末 受配信サーバから再配信される緊急地震速報を受信して警報音を鳴らすとともに，

第5号に規定する防災無線，館内放送，エレベータ制御等と連動して作動することができる機

能を有する受信用の端末機器をいう。 

四 発報 緊急地震速報を受信した時に受信端末又は次号に規定する防災無線から発せられる

警報音の鳴動をいう。 

五 防災無線 本学で使用するMCA陸上移動無線による通信をいう。(総括責任者) 
第3 本学に，システムの管理及び運用に関する業務を総括するため，総括責任者を置く。 
2 総括責任者は，理事又は副総長のうち総長が指名した者をもって充てる。 
3 災害対策室長は，総括責任者の業務を補佐する。 

(管理責任者) 
第4 本学に，システムの管理及び運用を行うため，管理責任者を置く。 
2 管理責任者は，施設管理部長をもって充てる。 
3 管理責任者は，必要に応じて災害対策室にシステムの運用及び管理に関する意見を求めることが

できる。 
(取扱責任者) 

第5 受信端末を設置した部局に，受信端末の管理及び運用を行うため，取扱責任者を置く。 
2 取扱責任者は，原則として受信端末を設置した部局において定める。 
(受信端末の設置等，届出及び報告) 

第6 受信端末は，必要に応じて設置，変更又は廃止（以下「設置等」という。）をすることがで

きる。 
2 受信端末の設置等を希望する部局の長は，事前に名古屋大学緊急地震速報システム受信端末（設

置・変更・廃止）届出書（別紙様式）により総括責任者に届け出なければならない。 
3 総括責任者は，必要に応じて受信端末の設置場所，発報の条件等を名古屋大学災害対策専門

委員会（以下「委員会」という。）に報告するものとする。 

 (防災無線との接続等) 

第7 システムが緊急地震速報を受信した場合に直ちにその情報を学内に周知するため，システム

の機能の一部を防災無線に接続し，運用するものとする。 

2 システムが前項により接続した防災無線を鳴動させる時間，条件，放送内容等に関し必要な事項

は，本学の近隣に居住する住民の事情等を考慮の上，別に定める。 
(訓練及び広報) 

第8 総括責任者は，システムを円滑に運用するため，必要に応じてシステムの使用に係る訓練を

行うものとする。 
2 総括責任者は，システムの概要，管理及び運用について，日頃から本学の構成員等への広報に努

めなければならない。 
(システムの点検及び保全) 
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第9 管理責任者及び取扱責任者は，日頃からシステムに係る適切な点検を実施し，その保全に努

めなければならない。 
(故障等の報告及び措置) 

第10 取扱責任者は，受信端末に故障又は異常を認めたときは，その旨を遅滞なく管理責任者に

報告するとともに，直ちにその復旧に必要な措置を講じなければならない。 
(事務) 

第11 システムの管理及び運用に関する事務は，災害対策室及び関係部・課の協力を得て，施設

管理部施設管理課において処理する。 
(雑則) 

第12 この要項に定めるもののほか，システムの管理及び運用に関し必要な事項は，委員会の議

を経て，別に定める。 

 

附 則 この要項は，平成22年5月11日から実施する。 

 

別紙様式(第6第2項関係) 名古屋大学緊急地震速報システム受信端末（設置・変更・廃止）届出書 

[別紙参照] 
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別紙様式（第 6第 2項関係） 

 

名古屋大学緊急地震速報システム受信端末（設置・変更・廃止）届出書 

 

平成  年  月  日 

 

名古屋大学緊急地震速報システム 

総括責任者  殿 

 

                            届 出 者 

                              ○○研究科長 

                                 ○ ○ ○ ○ 

 

 名古屋大学緊急地震速報システムの受信端末の（設置・変更・廃止）について，下記のとおり届け

出ます。 

 

記 

 

１．受信端末を（設置・変更・廃止）する建物名称（建物番号） 

記載例：○○号館○階（３１０） 

 

２．受信端末を（設置・変更・廃止）する部屋の名称（部屋番号），台数，発報の条件等 

記載例：○○研究室（１１２） １台  震度４以上 

 

３．受信端末を（設置・変更・廃止）する目的 

   記載例：○○研究室における危険物を扱う実験室において地震により化学物質が落下，転倒等

のおそれがあるため，事前に地震情報を知り，危険防止，落下防止等への対応をした

いため。 

 

４．受信端末を（設置・変更・廃止）する予定年月日 

記載例：平成○○年○○月○○日 

 

５．周知する範囲（１台の受信端末で複数の部屋に周知する場合は，周知する部屋名を記載すること。） 

   記載例：○○研究室（１１３） 

 

６．取扱責任者の役職名・氏名（役職が指定されている場合は，その氏名を括弧書きすること。） 

   記載例：○○研究科○○専攻長 教授 （○○ ○○） 

 

７．その他（特記事項がある場合に記載すること。） 

 

 

 

 

注意事項 

１．（設置・変更・廃止）の欄は，該当するいずれかの項目を選択し，○印を付すこと。 

２．「６．」の取扱責任者について，役職を指定されている者以外の者が人事異動等によって交替する

場合は，この届出書の提出により取扱責任者の変更を届け出ること。 
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名古屋大学緊急地震速報システムの管理運用に関する申合せ 

 

 （趣旨） 

第 1条 名古屋大学緊急地震速報システム管理運用要項（平成 22年度要項第 4号。以下「要項」という。）

第 12の規定に基づく名古屋大学緊急地震速報システム（以下「システム」という。）の管理運用に関し

必要な事項は，この申合せの定めるところによる。 

 

 （要項第 7第 2項関係） 

第 2条 要項第 7第 2項の規定に基づく防災無線の鳴動による緊急地震速報の名古屋大学（以下「本学」

という。）内への周知は，本学の近隣に居住する住民の事情等を考慮し，次の各号のいずれにも該当する

場合に限るものとする。 

 一 東山キャンパスにおいて震度 5弱以上の揺れが予測される場合 

 二 周知する時間が午前 6時から午後 9時までの間である場合 

 

 （関係自治体等への説明） 

第 3条 災害対策室は，防災無線の鳴動と行政の同報無線との整合性を考慮し，関係する市，区，自治体

等に対し，必要に応じて防災無線の鳴動について説明を実施するものとする。 

 

第 4条 施設管理部は，防災無線の鳴動による本学の近隣に居住する住民等への影響を考慮し，当該住民

等に対し，日頃から必要に応じて防災無線の鳴動について説明を実施するものとする。 

 

 （要項第 8第 2項関係） 

第 5条 要項第 8第 2項の規定に基づき，災害対策室は，本学の構成員に対し，緊急地震速報の原理，性

質，限界等について，災害対策室のホームページ等により情報を提供するものとする。 

 

 （誤報に対する処置） 

第 6条 次の各号のいずれかに該当する場合には，防災無線からの鳴動について，直ちに誤報であった旨

の放送を行う。 

 一 発表された緊急地震速報が誤報であったことが気象庁から通知された場合 

 二 発表された緊急地震速報が誤報であったことが事後気象庁から通知された場合 

 

   附 則 

 この申合せは，平成 22年 5月 11日から実施する。 
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－ 対応一瞬 
   ケガ一生 － 

緊急地震速報が鳴った！ 
10秒間で何をする？ 

～ 名古屋大学 
  緊急地震速報システム ～ 

10秒ですること 

あなたの部屋は？ 

室 

＊裏面の資料を参考に、危険なものは何か、ゆれる直前に何をすれば良いか、 
 できる限り具体的に記述してください 
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－ 対応一瞬、ケガ一生 － 

緊急地震速報が鳴った！ 
そのときどうする？       参考資料編 

実 験 室 研 究 室 
事 務 室 

運 動 場 
体 育 館 

① ガスバーナー、アルコールランプなどの火を消す 
② 薬品は蓋を閉めて薬品庫に入れ、その扉を閉じる 
③ 大型機械は実験マニュアルの手順に従って停止 
④ 落下物・破損物のない場所で安全姿勢 
⑤ 万一火災が発生したら初期消火 
  （初期消火：火が天井に燃え移るまでの消火） 

① 危険なものが周りにないか確かめる 
（未固定のPC・大型家具や機器・われもの・ 
 その他落下物や移動すると危ないもの） 
② イスから降りて安全姿勢 

① 学生は（基本的に）真ん中に集まって 
  座る 
② 教員は危険物（道具）の位置を常に確 
  かめ安全な場所に学生を集める 

基 本 対 応 
１．火を消す ２．安全姿勢 
３．出入り口の確保 

 階    段  
① 階段の途中なら踊り場へ出て安全姿勢 
（手すりをつかんで揺れを耐えるのは危険） 
② 階段付近では踊り場の壁際が最も安全である 
（手すりの隙間から物が落ちてくる可能性あり） 致傷率No.1 

サッカーゴール 
卓球台などは危険 

危険物いっぱい 

講 義 室 
机・イスが床に固定されている部屋 
① イスに座ったまま机につかまる 
机・イスが床に固定されていない部屋 
① とにかく頭を守る 混乱しやすい 致死率No.1 

＜家具等固定＞ 

忘れて 
  ませんか？ 

  屋        外  
① 建物から離れたオープンスペース 
  で安全姿勢 
② （建物から離れられないとき） 
  建物の中に入る 頭上からの危険物 

に注意 

 学 内 対 応 － 例 －  

 ガスバーナー等の火を学生が消すのは危ない、という意見も 
ありますが、限られた時間内で火気を止める必要があります。 
今では小学生でも地震時には自分で火を消すよう指導されてい 
ます。いざというときに即行動できるよう、日頃から実験設備 
の取扱いを勉強・練習しておいてください。 

 地震時は物が落ちたり、倒れてくるだけではあり 
ません。机もイスも自分も揺れています。壁や天井 
パネルの剥離・落下、ガラスの破損も考慮して、身 
を守る方法を考えておく必要があります。 

 研究室には沢山の本、PC、その他の電化製品に大型家 
 具のような危険物があるだけではなく、机やイスも大き 
 く、床に固定されていないものが多いです。さらに、家 
 具が倒れる、本などが大量に落ちることで出入り口をふ 
 さがれることもあります。日頃から、特に大きな家具等 
 の固定を行うことは極めて重要です。 

 階段は足場が悪く、危険な場所です。また細い手すりにつか 
まって揺れを耐えるのは、柵の間から転落しやすいだけでなく 
、自分が揺れることにより柵に頭をぶつけて怪我をしやすいで 
す。階段で緊急地震速報が聞こえたら、エレベーターホールや 
踊り場などで安全姿勢をとってください。 

 地震によるガラスの飛散は、建物の高さの半分の 
距離程度、と言われています。普段歩いている学内 
の道を意識して、いざというときにどこに逃げれば 
良いか、どのように行動すれば安全か、一度考えて 
みてください。 

 運動場や体育館は避難場所のイメージが強く、安全と思 
われがちです。しかし、運動に必要な道具が出ているよう 
な状況においては、決して安全とは言えません。道具類か 
ら離れて、周辺から飛んでくるもの、倒れてくるものが無 
い場所で安全姿勢を取るようにしてください。 

※ これらは「一例」に過ぎません。表紙には、状況に応じた対応策を関係者で相談し盛り込んでください。 
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名古屋大学緊急地震速報システムにより緊急地震速報が放送される箇所一覧（H23.03.31 時点） 
 
 緊急地震速報が放送される箇所は下記表の通り。なお緊急地震速報は、下記表が示す場所以外に

も、名古屋大学防災無線の屋外スピーカーからも放送される（屋外スピーカーの設置場所等につい

ては、「名古屋大学防災無線運用マニュアル」を参照）。 
 
東山地区 
受信端末 No 建物等名称 受信端末設置場所 放送範囲 

1 本部 1 号館 総務部総務課 室内への放送 
2 本部 3 号館 施設管理部長室 室内への放送 
－ 本部 3 号館 2 階施設企画課 （可搬型防災無線） 室内への放送 
3 豊田講堂・シンポジオン 管理人室 全館放送 
4 附属図書館(中央図書館) 2 階受付カウンター付近 全館放送 
 
 

 
5 

文学部本館  
 
 
文系総合館 1 階管理室 

全館放送 
教育学部本館  全館放送 
動物飼育・心理実験室 全館放送 
経済学部・法・経本館／共用館・法学部 全館放送 
法学部校舎 全館放送 
国際開発校舎 全館放送 
国際言語文化校舎 全館放送 
文系総合館  全館放送 

 
 

6 

理学部 A 館   
 
理学部 C 館 1 階警務員室 

全館放送 
理学部 A2 号館 全館放送 
理学部 B 館 全館放送 
理学部 C 館 全館放送 
理学部 D 館 全館放送 

 
7 

理学部 E 館  
理学部 E 館 1 階生命事務室 

全館放送 
理学部 F 館  全館放送 
理学部 G 館 全館放送 

8 理学部 F 館 地震火山・防災研究センター 4 階 407 室 室内への放送 
9 理学部 1 号館 1 階 多元支援室 全館放送 
 

10 
理学館 野依記念物質科学研究館 

1 階 事務室 
全館放送 

野依記念物質科学研究館  全館放送 
11 環境総合館 4 階 災害対策室 室内への放送 
12 工学部 1 号館 1 階 防災センター 全館放送 
－ 工学部 3 号館 （防災無線接続） 全館放送 
13 工学部 5 号館 1 階 給湯室付近 全館放送 
14 工学部 8 号館南棟 エントランスホール 全館放送 
15 IB 電子情報館  北・西・東・中・南棟 1 階 防災センター 全館放送 
16 全学教育棟  北棟 1 階 守衛室 全館放送 

 
17 

環境医学研究所 本館・北館・南館  
本館 1 階サテライト事務室 

全館放送 
環境医学研究所 特別実験棟 全館放送 
環境医学研究所 SPF 動物飼育室 全館放送 

－ 赤﨑記念研究館  （防災無線接続） 全館放送 
18 総合保体科学センター本館 階段室 全館放送 
19 教育学部附属中・高等学校 校舎・体育館 中学棟 2 階 放送室 全館放送 
－ 総合案内（守衛室） （可搬型防災無線） 室内への放送 
20 こすもす保育園 職員室 室内への放送 
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鶴舞地区 
受信端末 No 建物等名称 受信端末設置場所 放送範囲 

－ エネルギーセンター棟 2 階中央監視室 （可搬型防災無線） 室内への放送 
－ 病棟 防災センター （可搬型防災無線） 室内への放送 

 
 
大幸地区 
受信端末 No 建物等名称 受信端末設置場所 放送範囲 

－ 保健学科本館  
 
（防災無線接続） 

全館放送 
－ 保健学科東館 全館放送 
－ 保健学科南館 全館放送 
－ 保健学科別館 全館放送 
－ 体育館 全館放送 

 
その他 
受信端末 No 建物等名称 受信端末設置場所 放送範囲 

－ 国際嚶鳴館 1階事務室（山手） （可搬型防災無線） 室内への放送 
－ 留学生会館 1 階事務室（陶生町） （可搬型防災無線） 室内への放送 

 

86



(平面図09.08.01現在)

緊急地震速報受信端末および放送設備配置図 大幸地区（H23.03.31）

館内放送により緊急地震速報が
放送される建物（防災無線接続）

館内放送設備がない建物

可搬型防災無線　設置箇所

館内放送設備はあるが緊急地震
速報が放送されない建物

館内放送設備がない建物

可搬型防災無線　設置箇所

緊急地震速報受信端末および放送設備配置図　鶴舞地区（H23.03.31）

（平面図09.08.01現在）
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名古屋大学緊急地震速報システムの概要（Web 掲載用資料） 
災害対策室 

１．趣旨 

 名古屋大学緊急地震速報システム（以下、「本システム」という。）は、気象庁による緊

急地震速報を受信し、本学の各建物、部屋等に瞬時に周知するシステムである（参考資料

「名古屋大学緊急地震速報システム（ポンチ絵へのリンク）」）。これにより、地震による強

い揺れが起きる前に、身構える、危険物から離れるなど、身の安全を確保できるため、被

害の予防、軽減に役立つと期待される。 

 なお、本システムの管理運用に関する詳細は「名古屋大学緊急地震速報システム管理運

用要項（リンク）」および「名古屋大学緊急地震速報システムの管理運用に関する申し合わ

せ（リンク）」による。 

 

２．システムの概要 

 本システムは、気象庁から緊急地震速報を受信し、学内に再配信する「受配信サーバ」

と、研究室・実験室・教室等の速報を周知したい場所に設置する「受信端末」により構成

され、これらは学内 LAN（NICE）により接続されている。 

受信端末のうち 1 つは、名古屋大学防災無線に接続されており、東山、鶴舞、大幸の各

キャンパスに設置された屋外スピーカー18 機と、防災無線と連動している一部の館内放送

により周知を行うことができる体制となっている。 

  

図１．名古屋大学緊急地震速報システムの構成図 
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３．受信端末について 

受信端末は付属の小型スピーカーにより緊急地震速報のチャイム音および警告アナウン

スを鳴らすことができる（図２）。また受信端末は、館内放送設備との接続による館内放送

や、エレベーター等との接続による各設備・機器の制御が可能である。 

受信端末は比較的安定した壁に取り付ける（図３）。なお受信端末は、非常電源（専用充

電池パック）を備えているため、停電時にも数時間の動作が可能である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４．現体制の限界と注意点 

 構内には防災無線のスピーカーによる音声が聞き取りづらい場所もあるため、チャイム

音が聞こえたら窓を開ける等、内容を聞き取りやすくするための対応をしていただきたい。 

また、このような場所においては、受信端末の設置および館内放送設備への接続等を検

討していただきたい。（部局における受信端末の設置については「部局独自で受信端末を設

置する際の流れ（リンク）」を参照のこと。） 

 

 

 

図２．小型スピーカーの外観と寸法 図３．受信端末の外観と寸法 
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部局独自で受信端末を設置する際の流れ（推奨）（Web 掲載用資料） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※「名古屋大学緊急地震速報システム管理運用要項」による。 

 

 

１．設置の希望 

２．災害対策室に相談 

３．部局長による届出書※の作成 

４．総括責任者への提出 

（窓口：災害対策室） 

５．設置業者へ発注 

設置業者との調整 

環境安全防災委員会への報告 
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学内における安全確保・事故等の対応・地震防災対策について

へ通報すること。
［課外活動中の事故等の場合］
・上記に加えて，所属する課外活動団体の部長（顧問教員）及び教育推進部学生交流課（外線052－789－2164・
2165）に連絡すること。

［事件・事故後の影響］
重大な事件・事故に巻き込まれると，眠れない，急に事件・事故のことを思い出す（フラッシュバック），緊張

がとれず落ち着かないなどの心理的変化がおこることがあります。これは非常な事態におけるごく自然な反応です。
このようなときは，学生相談総合センター（052－789－5805）にご相談ください。

8 地震防災対策について

1. 地震と災害はくりかえします
1995年の阪神・淡路大震災では，建物・都市が大きな被害を受け，古いアパートの倒壊などにより111人もの大学

生が犠牲になりました。2011年の東日本大震災では，特に津波で大きな被害となりました。被災地の大学では，長期
にわたり教育・研究が難しくなり，また学生も不自由な環境での勉強や生活を強いられることになりました。
東海から四国の沿岸で発生する東海・東南海・南海地震は，近い将来に同時に発生する可能性もあり，広域で激し

い揺れや津波の大災害が予想されています。このような自然災害の被害を少しでも減らすために，一人ひとりの準備
がとても大切です。名古屋大学でも災害対策室を設置し地震対策に力を入れています。ここでは学生の皆さんが心が
けるべき地震対策について解説します。

2. 家庭や下宿での地震対策
①家の耐震化

戦後，日本の耐震基準はたびたび見直され，最終的にほぼ満足できるレベルとなったのは昭和56年（1981年）
です。これ以前に建てられた木造家屋は，十分な耐震性を持っていないものが多くあります。これらの住宅すべ
てに耐震補強をすることが最も確実な地震対策ですが，なかなか思うように進みません。しかし少なくとも自分
の住んでいる家の耐震性の良否を知っておくことは重要です。自宅や下宿の耐震性に関心を持ってください。

②家具や本棚の固定
家が倒れなかったとしても，地震で大きく揺れます。そのようなときに固定していない家具や本棚は確実に倒

れます。自室に本がぎっしり詰まった背の高い本棚が置いてあり，その前で寝ている人も多いかもしれません。
そのような本棚が固定されていなかったら大変なことになります。就寝中の人間は無防備です。平成７（1995）
年の阪神・淡路大震災では地震が早朝に発生したため，多くの人が家の中で亡くなりました。そのようなことが
ないように本棚や重い家具は壁にしっかりと固定しましょう。

③3日分の水と食料を
地震後，ある程度時間が経てば救援体制ができます。しかし，地震直後は期待できません。最低限の備蓄とし

て3日分の水（一人9リットル）と食料を日頃から用意しておきましょう。またヘルメットや，手回し充電型の懐
中電灯でラジオ・サイレン・携帯電話充電機能が付いているものを用意しておくと，いざというときに役立ちます。

3.地震が発生した場合の対応
（1）　強い揺れを感じたら
●まず自分の身を守ります。丈夫なテーブルや机の下に隠れ，落下物から身を守ります。教室では天井やテレビ
などが落下する可能性があります。図書室では書棚が倒れる可能性があります。通学途中ではブロック塀や自
販機の倒壊や落下物から身を守ります。

●脱出口の確保をします。鉄の扉は地震によるひずみで開かなくなる可能性があります。
●火の始末をします。実験室では薬品などで火災が発生する可能性があります。ただし，やけど等の危険もある
ので無理はしないようにします。

●緊急地震速報がなった場合には，強い揺れまで数秒～数10秒の時間がある可能性があります。実験中の場合，
本棚に囲まれた研究室にいる場合，階段を上っている場合，エレベーターの中にいる場合などいろいろな場合
を想定して，どのような対応が出来るか考えておきましょう。
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地震防災対策について

（2）　強い揺れがおさまったら
●周囲の安全を確認します。周囲の人が無事かどうかを確認し，けが人は協力して救助します。火災が発生して
いたら協力して初期消火に努めます。いずれも自分自身の安全が確保できる範囲内で行います。なお，地震時
には多数の被害が発生するので，消防車や救急車は来ません。

●余震に注意して，教職員の指示に基づき建物から避難します。名古屋大学の建物は耐震性があるので一回の地
震で倒壊するようなことはありません。お・は・し・も（押さない，走らない，しゃべらない，戻らない）に
留意して，あわてず整然と避難しましょう。建物で避難経路を決めている場合はそれにしたがって避難してく
ださい。自衛消防隊から指示がある場合はその指示に従ってください。

 （3）　家族や友人との連絡
災害時の電話は通じにくくなります。災害時に効果的な安否連絡方法として，携帯電話メール，携帯電話の災

害用掲示板，災害用伝言ダイヤル171，の３つがあります。災害時において電話による通話は，回線の輻輳を起
して社会的な混乱を招きますから，控えなくてはいけません。こうした観点から，災害直後に皆さんのご家族か
ら大学へ電話による安否確認の問い合わせがあっても，本学は原則として対応しません。
上記の３つの方法を活用して，ご家族と安否の確認ができるよう，あらかじめ十分相談しておいてください。

①携帯電話メール
携帯電話メールは，平成16（2004）年新潟県中越地震で大活躍しました。これは現在多くの携帯電話で音声

とデータ（メールなど）をわけて処理していて，災害時でも負荷の小さなメールのデータには制限をかけない
からです。すぐに相手に届く保証はありませんが，ある程度時間が経てば届くようなシステムになっています。

②災害用伝言板
災害時に携帯電話でインターネット接続すると「災害用伝言板」がトップメニューになります。その伝言板

を通して安否確認のやり取りをすることもできます。詳細は各携帯電話会社のホームページを見てください。
予め安否情報の通知先を登録しておけるシステムもあるので便利です。

③災害用伝言ダイヤル171
災害用伝言ダイヤル171は，固定電話・公衆電話・携帯電話・PHSでもかけることができます（携帯電話・
PHSは一部の通信事業者を除く）。音声ガイダンスに従って「被災地内の電話番号（市外局番を含む）」を暗証
番号にすると，安否等の伝言を１伝言あたり30秒，計10伝言まで預かってくれるサービスで，震度6弱以上の
地震発生時も しくは地震・噴火等の発生により，被災地への通信が増加し，つながりにくい状況になった場合
にサービスが開始されます。毎月1日，防災週間（防災の日（9月1日）を含む1週間）および防災ボランティ
ア週間（1月15日～1月21日）などの時に体験することができます。

（4） 名古屋大学安否確認システムの運用
本学では，平成26年度から新たな安否確認システムを運用しています。このシステムでは構成員の携帯電話

などのメールアドレスを予め登録しておいて，大地震など大きな災害が発生して構成員の安否確認が必要とな
った時に，構成員にURL付のメールを発信し，構成員は受信したURLから名古屋大学の安否確認サイトに入
り，安否の状況を入力することになっています。
メールアドレスの登録は，全員に毎年1回義務づけられている名古屋大学「情報セキュリティ自己点検」の

時に行うことになっています。また，携帯電話等にセキュリティフィルターを設定されている場合は，「anpi@
adm.nagoya-u.ac.jp」から届くURL付のメールが届くように設定してください。
災害時に自らの安否を大学に知らせることは学生，教職員の義務ですので，必ずアドレス登録と受信設定を

していただくようお願いします。
（5） ボランティア活動

災害復旧・復興時には，学生はボランティアとしての役割も期待されています。自分の身の回りに被害がなけ
れば参加を考えてみてください。
愛知県など多くの自治体では災害時にボランティア受け入れ窓口を設置しますので連絡してみましょう。

4.東海地震が予知された場合の対応
東海地震の注意情報で対応行動を開始します

東海地震を予知するために国は第一級の観測体制をしいています。もちろん予知の確率は100％ではありませ
ん。しかし東海地震が予知された場合の対応は決めておく必要があります。東海地震発生が予知された場合，警

102



－ 24 －

地震防災対策について

戒宣言が発令されます。気象庁の観測データに異常が発見されてから警戒宣言発令までの流れを下の図に示します。

東海地震の観測データに異常が検出されたとき，気象庁は緊急性の程度によって次のような情報を発表しま
す。「調査情報」は異常の程度が小さい場合や異常が東海地震につながらないとみられる場合，及び異常がないと
きでも定期的に発表されます。この段階では特に対応は必要ありません。「注意情報」は，観測された異常が東海
地震の前兆現象の可能性が高くなった場合に発表されます。名古屋大学では，注意情報発表時から対応を開始し，
すべての研究・講義・実験を中止します。そして安全措置を講じた後，災害対策要員以外は学生を含め全員帰宅
します。帰宅後は政府や自治体の呼びかけや自治体の防災計画に沿って行動してください。「警戒宣言」が発せら
れると，各種交通機関の運行や耐震性のない病院・店舗の営業が停止されます。崖崩れや津波の危険がある場所
からは避難してください。それ以外の人は耐震性のある屋内，または安全を確保できる屋外で待機します。注意
情報や警戒宣言後に地震に関するデータの異常が収まり，地震の発生につながらないと判断された場合には警戒
宣言の解除や安心情報が発表されます。

5.名古屋大学地震防災訓練
毎年10月に全学地震防災訓練を実施しています。総長をはじめ，教職員や学生など全員参加で行われます。講義を

中断して地震時の対応行動の訓練を行いましょう。また防災講習会や救急救命講習会などもあります｡ 積極的に参加
し，災害時の行動や準備内容の確認をしましょう。

6.減災館（東山キャンパス案内図 C2  ）
名古屋大学と地域の防災のための「減災館」が平成26年3月に完成しました。減災連携研究センター，災害対策室

などが入居し，平常時は防災・減災に関する研究，教育，地域連携の場として，大規模災害発生時には名古屋大学と
地域の災害対応の拠点として使用されます。
建物は東山キャンパス初の免震建物で，大地震の揺れを小さく抑え，安全な対応ができるようになっています（名

古屋大学全体では鶴舞の大学病院外来診療棟・中央診療棟も免震です）。大学の災害対策本部室は2階にあり，自治体
と接続する衛星通信設備や，災害時に機能する自家発電・太陽光発電の装置も備えられています。
1・2階は普段から学内や市民に公開され，防災に関する最新の研究成果や知識をわかりやすく展示しており，揺れ

の体験や子供向け防災教育コーナーなどもあります。災害・防災に関する多数の書籍や映像資料を備えており，調査・
研究や学習に活用できます。また，一般向けの防災・減災講演会なども定期的に開催されます。ぜひ，気軽に利用し
てください。詳しい案内などは，減災連携研究センターおよび災害対策室のホームページなどをご覧ください。
○減災まなび舎（げんさいまなびや）
　災害対策室では、毎月1回，水曜日の午後1時から2時まで「減災まなび舎」という名前で，学生にもわかりやす

く興味深い防災の講演会を減災館1階の減災ホールで開催しています。詳しくは災害対策室のホームページやポスタ
ーに載せますので是非お出で下さい。

減災連携研究センターホームページ　http://www.gensai.nagoya-u.ac.jp/
　　　　　　　　　　電話　052-789-3468，FAX　052-789-5023
災害対策室　ホームページ　http://www.seis.nagoya-u.ac.jp/taisaku/
　　　　　　電話　052-788-6038，FAX　052-788-6039
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－ 25 －

地震防災対策について・その他

9 その他

1　本学における個人情報の取扱いについて
独立行政法人等の保有する個人情報の保護に関する法律（平成15年5月30日法律第59号。以下「法」という。）の

施行に伴い，名古屋大学個人情報保護規程（以下「規程」という。）が制定されました。
教育推進部が保有する学生に係る個人情報の取扱いについては，平成17年度から法および規程に基づき取り扱われ

ています。 
具体的には，個人情報（氏名・住所・電話番号等の学生本人等に係るデータ）取得時には利用目的を明示します。

また，明示した利用目的以外の目的のために利用することはありません。

2　インターネットによる学内情報の検索について
名古屋大学ホームページ学内専用ページ（http://www.nagoya-u.ac.jp/internal/）から，学生生活に関する情報が得

られます。（なお，利用は学内のコンピュータからのアクセスに限定されます。）
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防災備蓄品一覧+保管場所

ブロック名 本

部局名

図面番号

建物(部屋)名称

分類 　品名

食料品 ペットボトル（水） 2L入 （本）

食料品 ペットボトル（水） 0.5L入 （本）

食料品 アルファ米　五目ごはん他 （食）

食料品 カンパン コクヨ　DR-FDK1　北陸製菓 （缶）

食器 紙コップ （個）

食器 紙皿 （枚）

食器 割り箸 （組）

食器 サランラップ　30cm×20ｍ （本）

資機材 フリース毛布 コクヨ　DR-NPB13 （個）

資機材 エマージェンシーブランケット コクヨ　DR-RSAB1 （個）

資機材 ヘルメットFRP コクヨ　DR-FM1 （個）

資機材 サージカルマスク50 コクヨ　DR-WAN9100 （個）

資機材 ベスト ユニット　831-72大学名入 （個）

資機材 救急用品タイプ　少人数 コクヨ　DRK-QS1D （個）

資機材 階段避難車 コーケンメディアカル　KOM454JS （個）

資機材 レスキューキャビネット コクヨ　DRK-RC10W （個）

資機材 防災用救助笛(ツインウェーブ) コクヨ　DRK-WS1D （個）

資機材 組立式ベッド（アルミGIベッド） 小川キャンバル　モデル1972 （個）

資機材 テント　横幕（四方）あり3.55ｍ×5.34ｍ 本多テント商会3.55m*5.34m　BT80 （個）

資機材 ポータブルトイレ 20L　SE-70115 （個）

資機材 ポータブルトイレ用テント コクヨ　DR-UTDX1 （個）

資機材 トイレダスト回収バック コクヨ　DRK-NTB1 （個）

資機材 ダストキャリー コクヨ　DRK-NTS1 （個）

資機材 車椅子　介助ブレーキ付き カワムラサイクル　KA102B-40 （個）

資機材 防災用マット 日立化成　MDS40　BE （個）

資機材 水電池　単3　100本入り NWP-100 （セット）

資機材 土嚢（水ピタ　50枚入り） #722　水ピタ　50枚入り （個）

資機材 高輝度LED懐中電灯 SR-120DT防水 （個）

資機材 ブルーシート　10m×10m(厚手10枚入り) 10m*10m　厚手　10枚入り （セット）

資機材 LED照明器具 日動工業(株)　CL-30LW-CH （個）

資機材 小型液晶TV 三菱電機　LCD-22ML10 （個）

資機材 小型液晶TV用屋内アンテナ マスプロ　topten　TT2B （個）

資機材 コードリール　30m ハタヤ　CE-30防雨型30m （個）

資機材 カセットガス（オレンジ）3本組み コクヨ　DR-CB250OR （個）

資機材 ガソリン発電機　2.4KVA ＨＯＮＤＡ　EU24i-JNA1 （個）

資機材 AC電源ソーラー発電併用蓄電池 株式会社シーズンテック　JENEPIT （個）

資機材 バルーン投光器 株式会社ライトボーイ　LB103BH-2 （個）

資機材 投光器用ガソリン発電機　1.6KVA HONDA　EU16i （個）

資機材 カセットコンロ イワタニ　CB-AH-35 （個）

資機材 発電機（カセットボンベ仕様） HONDA　AEU9iGB （個）

資機材 ポリタンク コクヨ　DR-REPT2 （個）

資機材 トイレダスト回収バック コクヨ　DRK-NTB1 （個）

資機材 ダストキャリー コクヨ　DRK-NTS1 （個）

資機材 ポータブルトイレ用テント コクヨ　DR-UTDX1 （個）

資機材 トイレ便座 コクヨ　DS-SB1 （個）

資機材 トイレ便座用ネット コクヨ　DR-SBN1 （個）

資機材 非常用トイレ袋（1セット100回分） コクヨ　DRK-NT2N （個）

資機材 防滴型メガホンサイレン付 TOA　ER-1106S （個）

資機材 ワイヤレスアンプ TOA　WA-1712 （個）

資機材 ニッカド電池 TOA　NCD-0925 （個）

資機材 ﾃﾞｼﾞﾀﾙﾜｲﾔﾚｽﾏｲｸ(ﾊﾝﾄﾞ型) TOA　WM-1220 （個）

H26年11月末現在
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5,100 660 660 660 660 660 660 660 660 10,380
828 396 396 396 396 396 396 396 396 3,996

1,700 660 650 660 660 660 660 660 660 6,970
1,080 480 468 480 480 480 480 480 480 4,908

0 1260 704 29 558 0 0 0 0 2,551
0 204 20 5 108 0 0 0 0 337
0 206 0 5 100 0 0 0 0 311
0 9 0 2 3 0 0 0 0 14

350 250 250 250 250 500 300 250 250 2,650
350 250 250 250 250 500 300 250 250 2,650
120 120 120 120 120 120 300 120 120 1,260

6 3 3 3 3 6 3 3 3 33
120 120 120 120 120 240 300 120 120 1,380

20 10 10 10 10 20 10 10 10 110
1 1 1 1 1 2 1 1 1 10
3 3 3 3 3 6 3 3 3 30
0 1 20 1 1 2 1 1 1 28

14 6 6 6 6 12 6 40 10 106
2 1 1 1 1 2 1 6 2 17
8 2 2 2 2 4 2 5 5 32
8 2 2 2 2 4 2 5 5 32
8 1 1 1 1 2 1 1 1 17
3 1 1 1 1 2 1 1 1 12
1 1 1 1 1 2 1 1 1 10

18 0 0 0 0 0 0 0 0 18
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6 1 1 1 0 2 1 1 1 14
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144 60 60 57 39 120 60 150 150 840
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1 1 1 1 1 2 1 0 0 8
1 1 1 1 1 2 1 0 0 8

16 9 0 0 12 0 0 0 0 37
7 2 2 2 2 4 2 5 5 31

20 10 10 10 10 20 10 10 10 110
40 20 18 20 20 40 20 20 20 218

4 2 1 2 2 4 2 2 2 21
10 5 4 5 5 10 5 5 5 54

9 5 4 5 5 10 5 5 5 53
0 5 4 5 5 10 5 5 5 44
0 20 16 20 20 40 20 20 20 176
0 14 17 32 4 24 1 1 1 94
2 1 1 1 1 2 1 1 1 11
0 1 0 1 0 2 1 1 1 7
0 1 0 1 1 2 1 1 1 8
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防災備蓄品一覧+保管場所

ブロック名 本

部局名

図面番号

建物(部屋)名称

分類 　品名

資機材 ﾃﾞｼﾞﾀﾙﾜｲﾔﾚｽﾏｲｸ(ﾀｲﾋﾟﾝ型) TOA　WM-1320 （個）

資機材 蓄電池 ｿｰﾗｰ発電ｼｽﾃﾑ　SL-12H （個）

資機材 ヘルメットＦＲＰ　ネーム入 コクヨ　DR-FM1 （個）

資機材 メットライト コクヨ　DR-OSH13H（オーム電機） （個）

食料品 大型カンパン　60食 コクヨ　DR-FDKS60（三立製菓） （食）

食料品 保存用ビスケット　60食 コクヨ　DR-FDBS60（三立製菓） （食）

資機材 自動体外式除細動器 日本光電　AED-2150 （個）

資機材 エマンジェンシーブランケット コクヨ　DR-RSAB1 （個）

食料品 カンパン　128食 北陸製菓（ 64食入/箱） （食）

資機材 FK工具セット FUNAYAMA　7142957 （セット）

資機材 非常用ローソク FUNAYAMA　7243103 （セット）

資機材 ガソリン携行缶 消防法適用品20L　GC20 （セット）

資機材 ブルーシート アイリスオオヤマ　B30-3645 （枚）

食料品 即席みそ汁（20食ﾊﾟｯｸ 10袋入） おむすびころりん本舗 （食）

食料品 水だけあれば餅（きなこ 50袋入） ｸﾛﾚﾗ科学研究所 （食）

食料品 ﾊﾞﾗﾝｽﾊﾟﾜｰｸｯｷｰ（80個入） ﾊﾏﾀﾞｺﾝﾌｪｸﾄ （食）

資機材 トランシーバー（固定型） 固定型（減災館） (台）

資機材 トランシーバー VXD-591 (台）

資機材 トランシーバー VX-450U (台）

H26年11月末現在
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本部・

事務局

文系 理学 工学 生命農

学

研究所 附属学

校

附属病

院

大幸

鶴舞 大幸
本

部

車

庫

本

部

４

号

館

中

間

処

理

施

設

文

系

総

合

館

６

階 理

学

部

Ａ

館

北

側

　

天

然

抽

出

装

置

室

E
S
総

合

館

機

械

室

農

学

部

卓

球

室

共

研

２

号

館

１

階

Ｐ

Ｓ、

環

境

医

学

本

館

裏

プ

レ

ファ

ブ

倉

庫

附

属

学

校

防

災

倉

庫

中

央

診

療

棟

(

地

階

2
階

ピッ

ト
)

車

庫

・

守

衛

室

B計

総

務

課

環

境

安

全

支

援

課 文

系

経

理

課

事

務

部

管

理

掛

長 経

理

課

施

設

･

管

理

掛

長

事

務

部

管

理

掛

長 経

理

課

管

理

掛

長 文

系

経

理

課

(

教

育

学

部

附

属

学

校）

事

務

部

施

設

主

幹 事

務

統

括

課

会

計

掛

長

0 1 0 1 1 2 1 1 1 8
0 1 1 1 1 2 1 1 1 9
0 100 0 300 0 100 0 0 0 500
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30 30 0 140 30 60 30 30 30 380

1 0 0 0 0 0 0 0 0 1
400 0 0 0 0 0 0 0 0 400

2,560 640 1280 640 640 1280 640 640 640 8,960
3 0 0 0 0 0 0 0 0 3

20 10 10 10 10 20 10 10 10 110
2 2 2 2 2 4 2 1 1 18

50 0 0 0 0 0 0 0 0 50
600 600 600 600 600 1200 600 600 600 6,000
100 50 50 50 50 100 50 50 50 550
160 160 160 160 160 320 160 160 160 1,600

1 1
4 1 1 1 1 1 1 10
8 4 4 4 4 4 4 4 4 40
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防災備蓄医薬品
［防災備蓄医薬品］

メーカー名 名称 規格 包装数 包装単位 数量

アステラス ガスター錠２０ｍｇ 20MG 1400 Ｔ　　　　 1

ファイザー ハルシオン０．１２５ｍｇ錠 0.125MG 1000 Ｔ　　　　 1

塩野義 ＰＬ配合顆粒 SP1G 1000 包　　　　 2

第一三共 ロキソニン錠６０ｍｇ 60MG 3150 Ｔ　　　　 1

昭　和 カロナール錠２００ 200MG 1000 Ｔ　　　　 1

田辺三菱製薬株式会社 デパス錠０．５ｍｇ 0.5MG 2100 Ｔ　　　　 1

ヤンセンファーマ ロペミンカプセル１ｍｇ 1MG 100 cp        1

第一三共 クラビット錠５００ｍｇ 500MG 500 Ｔ　　　　 1

シェーリングプラウ ゲンタシン軟膏０．１％ 0.1% 10G 10 本　　　　 2

科　研 アドフィードパップ４０ｍｇ 10*14CM 6ﾏｲ 50 包　　　　 2

アストラゼネカ株式会社 キシロカイン注ポリアンプ１％ 1% 5ML 10 Ａ　　　　 2

健栄製薬 ステリクロンＷ液０．０５ 0.05% 500ML 500 ml        2

テルモ テルモ生食 500ML 20 袋　　　　 3

株式会社大塚製薬 注射用蒸留水（広口開栓） 500ML 20 Ｂ　　　　 5

サラヤ サニサーラＷ                                 "500ML              500 ml  5

［防災備蓄医療材料］

規格 数量 包装単位 交換年数

ｻﾆｺｯﾄDesin  100枚入 14566032 24 箱 １年毎

ＮＣ処置キットＩ（ネオケア）　へ変更（Ｈ24.8.23）　 028-600370-00 100 ｾｯﾄ １年毎

ｵｰｷｭｰﾊﾞﾝｴｺ Mｻｲｽﾞ  21x72mm ﾊﾟｯﾄﾞ13x22mm OQEM 600 枚 ２年毎

滅菌小折ｶﾞｰｾﾞTS3号-20(20枚入り) 18022 30 ﾊﾟｯｸ ２年毎

ｽﾜﾌﾞｽﾃｨｯｸ Mｻｲｽﾞ 60入 335-110818 180 本 ２年毎

優肌絆GS　12mm×9m 3281 12 巻 ２年毎

優肌絆GS　25mm×9m 3282 24 巻 ２年毎

ｼﾘﾝｼﾞ 20ml SS-20ESZ 100 本 ４年毎

ﾃﾙﾓ注射針  21G×1.1/2SB NN-2138S 100 本 ４年毎

ﾃﾙﾌｭｰｼﾞｮﾝ輸液ｾｯﾄ  DEHPﾌﾘｰ ﾛｯｸ付 TI-U750P 50 個 ４年毎

ｽｰﾊﾟｰｷｬｽ5　22G S5×1”V(F) HP2140 50 本 ４年毎

ﾈｽｺｽｰﾁｬｰ滅菌針付ﾅｲﾛﾝ製縫合糸  16㎜P針片針 5-0号 黒色45㎝HP1605NB45 12 本 ４年毎

ﾈｽｺｽｰﾁｬｰ滅菌針付ﾅｲﾛﾝ製縫合糸  25㎜逆角針片針 3-0号黒色7HR2503NB75 12 本 ４年毎

ｻﾝｺｰﾌﾟﾛｸﾞﾚｽ ﾊﾟｳﾀﾞｰﾌﾘｰ  7.5 169-001-35 20 組 ４年毎

滅菌ウェルタイ　ＴＳ 3号ー１  40506 12 巻 ４年毎

オオサキクロスガーゼ６号 30cmX30cm 4折             . 23801 600 枚 ８年毎

ｿﾌﾗｸﾗｲﾑ包帯 5裂  5.4cm×9m 5巻入 20005 2 本 ８年毎

三角巾 大  105cm×105cm×150cm 00031 30 枚 ８年毎

ｵｵｻｷ ｿﾌﾄｼｰﾈ S  20mm×80mm×630mm 60018 5 個 ８年毎

ｵｵｻｷ ｿﾌﾄｼｰﾈ M  20×90×720mm ｻｲｽﾞM 60017 5 本 ８年毎

オオサキﾌﾟﾗｽﾁｯｸｸﾞﾛｰﾌﾞ 　パウダーフリー S 70000 100 枚 ８年毎

オオサキﾌﾟﾗｽﾁｯｸｸﾞﾛｰﾌﾞ 　パウダーフリー Ｍ 70001 100 枚 ８年毎

NSﾊﾝﾄﾞｹｱﾌﾟﾗｽﾁｯｸｸﾞﾛｰﾌﾞ  L 19163 100 枚 ８年毎

ﾃﾞｨｽﾎﾟｼｰﾂ  100cm×150cm SS-315 60 枚 ８年毎

品名
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屋
２
第

保健管理

情報連携基盤ｾﾝﾀｰ

ガラス室 理学館

野依記念

物質科学研究館

野依記念学術交流館

環境総合館

文系総合館

高
等
総
合
研
究
館

守衛室

駐輪場出入口B

2番出入口

3番出入口

1番出入口

本部１号館

本部２号館

法学部校舎

危険物薬品庫

屋内プール棟

池

第三グリーンベルト

第二グリーンベルト

第一グリーンベルト

倉庫

温室

実験実習工場

弓道場

ﾎﾞｲﾗｰ室
農具舎

駐輪場出入口A

ATM

全学教育棟

全学教育棟Ａ館

排水処理室

実

棟
験

学
械
機

科

総
合
運
動
場

複
合
棟

超
顕
微
鏡
室子
電
圧
高

総合運動場

第二多目的棟

総合運動場

多目的棟

実験
鶏舎

超高圧電子

顕微鏡室

工学部G-COE実
験棟

南部食堂

四
ツ
谷
通

器具庫

附属１号館（高校）

附属

附属２号館（中学）
総合情報

附属

附属体育館

附属体育館・校舎

グラウンド

国際言語文化校舎

第
６
屋
外
運
動
場
倉
庫

情報科学校舎

ｾﾐﾅｰﾊｳｽ

留学生センター

福
利

施
設

動物飼育・心理

国際開発校舎

法経本館・共用館

ＩＢ電子情報館

薬品庫
危険物

危険物貯蔵庫

高効率ｴﾈﾙｷ
ﾞｰ

変換研究ｾﾝﾀｰ

航空・機械実験棟

工学部１号館

Ｖ．Ｂ．Ｌ棟

水 施
設

地圏

実験室

工学部９号館

本部５号館

　　（西）
ＦＯＲＥＳＴ ＦＯＲＥＳＴ

（東）

発生

（無菌）
動物飼育室

（昆虫）
動物飼育室

理学部Ｂ・Ｃ館

理学部Ｅ・Ｆ館

超低温

物理
実験室

理学部

共用館

豊田講堂・名大シンポジオン

古川記念館

生物材料

乾燥保存室

書類倉庫

飼料室

卓球室

実験鶏舎

動物飼料室

系統保存室

原子核第１特別実験棟

ﾘｻｰﾁｬｰｽﾞﾋﾞﾚｯｼﾞ東
山

利用研究ｾﾝﾀｰ
生物機能開発

ｱｲｿﾄｰﾌ
ﾟ総合ｾﾝﾀｰ

ｱｲｿﾄｰﾌﾟ総合ｾﾝﾀｰ
廃棄物倉庫 第一実験室

年代測定総合
研究ｾﾝﾀｰ

環
境
医
学
研
究
所
北
館

飼育室 収納舎

短ﾐﾘ波望遠鏡観測室

短ﾐﾘ波観測室

ﾎﾞﾝﾍﾞ室

体
育
系
課
外
共
用
施
設

保育園

こすもす

保育園
こすもす

職

ク
ラ
ブ

変
電
室

本部１号館
別館

ｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙ
ﾚｼﾞﾃﾞﾝｽ ﾚｼﾞﾃﾞﾝｽ

ｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙ

宿舎棟

研
究
・宇

宙
線
望
遠
鏡
室

望遠鏡室

望
遠
鏡
室

共
同
教
育
研
究
施
設
２
号
館

第
２
実
験
棟

Ｍ
Ｇ
室

第
４
実
験
棟

共
同
教
育
研
究
施
設

廃
棄
物
保
管
室

研
究
実
験
室
２

研
究
実
験
室
１

第
１
実
験
棟
Ｍ
Ｇ
室

第
１
実
験
棟

第
３
実
験
棟

第
５
実
験
棟

多目的コート

技

動
物
飼
育
室

総
合
保
体

至八事

至本山

本部３号館

ＥＳ総合館 理学南館

グ
リ
ー
ン
ビ
ー
ク
ル
材
料
研
究
施
設

理農館

本
部
４
号
館
西
棟

本
部
４
号
館
東
棟

第
２
実
験
棟

駐
輪
場
A,
B,
C,
D,
E

駐
輪
場
A,
B,
C,
D,
E

南
館

動
物
実
験
施
設

理学部

ガラス温室

理学部１号館

第
２
共
同
利
用
施
設

第１共同利用施設

環
境
安
全
衛
生

管
理
室
実
験
棟

農学部ガラス温室1～3

危険物倉庫1～3

研
究
所
共
同
館

環境共用館本館

環境共用館分館

ナ
シ
ョ
ナ
ル
コ
ン
ポ
ジ
ッ
ト
セ
ン
タ
ー

拠点施設

創薬科学研究

拠点施設

イノベーション

コンプレックス

モビリティ

施設
研究拠点

減災連携

生物分子
研究所

ﾄﾗﾝｽﾌｫｰ
ﾏﾃｨﾌﾞ

凡例

屋外消火栓 12ヶ所

防火水槽・防火水利  6ヶ所

公道7.30ｍ

公道14.54ｍ

公道10.91ｍ

公道7.80ｍ

公道10.91ｍ

7.27～6.36ｍ
公道(42条1項1号道路)

公道30.00～43.90ｍ

公道(42条1項1号道路)

14.57～23.50ｍ

公道14.54ｍ

公道14.12ｍ

公道10.91ｍ

公道(42条1項1号道路)14.41～10.91ｍ

公道24.54ｍ

接道長約300ｍ

接
道
長
約
500ｍ

接道長約500ｍ

接
道
長
約
500ｍ

隣地境界線約70ｍ

隣
地
境
界
線
約
50
ｍ

接
道
長
約
500ｍ

接
道
長
約
150ｍ

隣
地
境
界
線
約
140ｍ

隣
地
境
界
線
約
14
0ｍ

接道長約400
ｍ

公
道
(42条

1項
1号

道
路
)

接道長約1,300ｍ

接
道長約620ｍ

隣
地
境
界
線
約
10
0ｍ

接
道
長
約
70ｍ

接道長約355ｍ

附属学校

３号館

N
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EV棟
2

相撲道場

ﾎﾞｸｼﾝｸﾞ
部室

体育館

室
電
変

教育学部本館

会館
南部厚生

実験室

文学部本館

　　　　

中央操作室

フ゜ール

運動場

舎
宿
町
川

鏡

幸

ケ

池

文化サークル室
第１

北部厚生会館

工学部７号館Ｂ棟

工学部７号館Ａ棟

工学部５号館

駐車場

先端技術

棟

槽

給

受 共同研究

センター
工学部８号館

受

水

水 槽

農学部西研究棟

農学部講義棟

装置室

極超高圧

農学部東研究棟

館
Ｇ
部

特別実験棟

水文実験室

遊水池

機械室

家畜飼育室

学

収納室

理

駐車場

センター

強放射能

超低温

工学部６号館

実験室
物理

テ
ニ
ス
コ
ー
ト

駐車場

第
４
屋
外

テ
ニ
ス
コ
ー
ト

運
動
場
倉
庫

陸
　上
　競
　
　場

野
　
　球　

　場
第３屋外運動場倉庫

屋
内
運
動
場

室
験

実フ゜ラサ゛

宇
宙
線

広報

テニスコート

庫
倉
品
物

員

庫
車

科
学
セ
ン
タ
ー

テニスコート

実
験
室

理
学
部
Ａ
館

駐車場

体
育
合
宿
所

外

ボイラー室

危険物薬品庫

室
温

室
温

貯水池

室
温

ＳＰＦ
動物

飼育室

駐車場

運
動
場
倉
庫

運
動
場

管
理
棟

エネルギーセンター

ｸﾞﾘｰﾝｻﾛﾝ東山

研
究
棟

燃
料
保
管
施
設

アメニティハウス

工学部８号館

超高圧

高温発生

装置室

極
低
温

天然抽出装置室

危険物貯蔵所

植物ﾁｬﾝﾊﾞｰ室

木工

動物飼育室

蚕室

作物資材室

木工作業所

実験
鶏舎

解剖資材室

実験鶏舎
車庫

環境
調節

実験室

ﾌｧｲﾄﾄﾛﾝ

外国人

宿舎

管理棟

変
電
室

音
楽

練
習
室

倉庫

ﾎﾟﾝﾌﾟ室

法学部校舎

ﾌﾟｰﾙ

更衣室

武道場

教育棟

格技場

ﾎﾟﾝﾌ
ﾟ室

ｼｬﾜｰ
室

ﾌﾟｰﾙ
機械室

屋外便所

水理実験棟

給
水
ﾎﾟﾝﾌﾟ室

図　書　館

工学部３号館

工学部２号館

中央棟

宇宙線

油倉庫

総
合
研
究
実
験
棟

ｲﾝｷｭﾍﾞｰ
ｼｮﾝ施設

学生会館

理学部Ｄ館

特別実験棟

農学部管理棟

環
境
医
学
研
究
所
本
館

農学部５号館

園

総
合
運
動
場
便
所

庭

屋
２
第

保健管理

情報連携基盤ｾﾝﾀｰ

ガラス室 理学館

野依記念

物質科学研究館

野依記念学術交流館

環境総合館

文系総合館

高
等
総
合
研
究
館

守衛室

駐輪場出入口B

2番出入口

3番出入口

1番出入口

本部１号館

本部２号館

法学部校舎

危険物薬品庫

屋内プール棟

池

第三グリーンベルト

第二グリーンベルト

第一グリーンベルト

倉庫

温室

実験実習工場

弓道場

ﾎﾞｲﾗｰ室
農具舎

駐輪場出入口A

ATM

全学教育棟

全学教育棟Ａ館

排水処理室

実

棟
験

学
械
機

科

総
合
運
動
場

複
合
棟

超
顕
微
鏡
室子
電
圧
高

総合運動場

第二多目的棟

総合運動場

多目的棟

実験
鶏舎

超高圧電子

顕微鏡室

工学部G-COE実
験棟

南部食堂

四
ツ
谷
通

器具庫

附属１号館（高校）

附属

附属２号館（中学）
総合情報

附属

附属体育館

附属体育館・校舎

グラウンド

国際言語文化校舎

第
６
屋
外
運
動
場
倉
庫

情報科学校舎

ｾﾐﾅｰﾊｳｽ

留学生センター

福
利

施
設

動物飼育・心理

国際開発校舎

法経本館・共用館

ＩＢ電子情報館

薬品庫
危険物

危険物貯蔵庫

高効率ｴﾈﾙｷ
ﾞｰ

変換研究ｾﾝﾀｰ

航空・機械実験棟

工学部１号館

Ｖ．Ｂ．Ｌ棟

水 施
設

地圏

実験室

工学部９号館

本部５号館

　　（西）
ＦＯＲＥＳＴ ＦＯＲＥＳＴ

（東）

発生

（無菌）
動物飼育室

（昆虫）
動物飼育室

理学部Ｂ・Ｃ館

理学部Ｅ・Ｆ館

超低温

物理
実験室

理学部

共用館

豊田講堂・名大シンポジオン

古川記念館

生物材料

乾燥保存室

書類倉庫

飼料室

卓球室

実験鶏舎

動物飼料室

系統保存室

原子核第１特別実験棟

ﾘｻｰﾁｬｰｽﾞﾋﾞﾚｯｼﾞ東
山

利用研究ｾﾝﾀｰ
生物機能開発

ｱｲｿﾄｰﾌ
ﾟ総合ｾﾝﾀｰ

ｱｲｿﾄｰﾌﾟ総合ｾﾝﾀｰ
廃棄物倉庫 第一実験室

年代測定総合
研究ｾﾝﾀｰ

環
境
医
学
研
究
所
北
館

飼育室 収納舎

短ﾐﾘ波望遠鏡観測室

短ﾐﾘ波観測室

ﾎﾞﾝﾍﾞ室

体
育
系
課
外
共
用
施
設

保育園

こすもす

保育園
こすもす

職

ク
ラ
ブ

変
電
室

本部１号館
別館

ｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙ
ﾚｼﾞﾃﾞﾝｽ ﾚｼﾞﾃﾞﾝｽ

ｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙ

宿舎棟

研
究
・宇

宙
線
望
遠
鏡
室

望遠鏡室

望
遠
鏡
室

共
同
教
育
研
究
施
設
２
号
館

第
２
実
験
棟

Ｍ
Ｇ
室

第
４
実
験
棟

共
同
教
育
研
究
施
設

廃
棄
物
保
管
室

研
究
実
験
室
２

研
究
実
験
室
１

第
１
実
験
棟
Ｍ
Ｇ
室

第
１
実
験
棟

第
３
実
験
棟

第
５
実
験
棟

多目的コート

技

動
物
飼
育
室

総
合
保
体

至八事

至本山

本部３号館

ＥＳ総合館 理学南館

グ
リ
ー
ン
ビ
ー
ク
ル
材
料
研
究
施
設

理農館

本
部
４
号
館
西
棟

本
部
４
号
館
東
棟

第
２
実
験
棟

駐
輪
場
A,
B,
C,
D,
E

駐
輪
場
A,
B,
C,
D,
E

南
館

動
物
実
験
施
設

理学部

ガラス温室

理学部１号館

第
２
共
同
利
用
施
設

第１共同利用施設

環
境
安
全
衛
生

管
理
室
実
験
棟

農学部ガラス温室1～3

危険物倉庫1～3

研
究
所
共
同
館

環境共用館分館

環境共用館本館

ナ
シ
ョ
ナ
ル
コ
ン
ポ
ジ
ッ
ト
セ
ン
タ
ー

拠点施設

イノベーションモビリティ

コンプレックス

施設
研究拠点

減災連携

ﾄﾗﾝｽﾌｫｰ
ﾏﾃｨﾌﾞ
生物分子

研究所

拠点施設

創薬科学研究

附属学校

３号館

公道7.30ｍ

公道14.54ｍ

公道10.91ｍ

公道7.80ｍ

公道10.91ｍ

接道長約300ｍ

接
道
長
約
500ｍ

接道長約500ｍ

接
道
長
約
500ｍ

隣地境界線約70ｍ

隣
地
境
界
線
約
50
ｍ

接
道
長
約
500ｍ

接
道
長
約
150ｍ

隣
地
境
界
線
約
140ｍ

隣
地
境
界
線
約
14
0ｍ

接道長約400
ｍ

7.27～6.36ｍ
公道(42条1項1号道路)

公
道
(42条

1項
1号

道
路
)

公道30.00～43.90ｍ

公道(42条1項1号道路)

14.57～23.50ｍ

公道14.54ｍ 接道長約1,300ｍ

公道14.12ｍ

接
道長約620ｍ

隣
地
境
界
線
約
10
0ｍ

公道10.91ｍ 接
道
長
約
70ｍ

公道(42条1項1号道路)14.41～10.91ｍ 接道長約355ｍ

公道24.54ｍ

N

東山団地井戸・市水受水槽・井水受水槽配置図

凡例 数量項　　目

井水受水槽（　　 〃  　 ）

市水受水槽（緊急遮断弁付）

井戸

 5ヶ所

 1ヶ所

井戸（非常用発電機付）

*2

＊1 災害時、1人が1日に必要な飲料水を 4L（官庁施設の総合耐震計画基準及び同解説　平成8年度版）とすると、3.5万人の飲料水を3日間供給可能

＊2 災害時、1人が1日に必要な雑用水を30L（官庁施設の総合耐震計画基準及び同解説　平成8年度版）とすると、0.5万人の飲料水を3日間供給可能

非常用発電機付

非常用発電機付

非常用発電機付

非常用発電機付

*1

非常用発電機付

井水 18m3

市水 24m3

井水 10m3

市水 25m3

市水 25m3

井水 40m3

市水 18m3

市水 15m3市水 30m3

井水 20m3

市水 10m3

市水 280m3

井水 17m3

市水 3m3
井水 379m3

井水 288m3

作
成

図
番平成26年10月 ０８

430m3

772m3
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Ｍ
46

理･農館（南館）

動物実験施設

【三菱電機製】 【三菱電機製】 【日立製作所製】

M - 1 H - 1 理学部C館

M - - 理学部E館

M - H - 4 理学部G館

M - H - 5～6

M - H - 7～8

M - H - 9

M - H - 10～11

M - H - 12 環境総合館

H - 13

H - 14

H - 15

H - 16～17

H - 18

本部1号館

豊田講堂・名大ｼﾝﾎﾟｼﾞｵﾝ

理学館

野依記念学術交流館

 【東芝製】

T - 1

T - 2 ｱｲｿﾄｰﾌﾟ総合ｾﾝﾀｰ

生物機能開発利用研究ｾﾝﾀｰ

2～3

4

5～6 共同教育研究施設2号館

7～9 図書館

10 文学部本館

11 教育学部本館

12

H - 19

【ﾌｼﾞﾃｯｸ製】

T - 3 体育館

H - 20

【日立製作所製】

FOREST(西)

T - 4 ｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙﾚｼﾞﾃﾞﾝｽ宿泊棟

法学部本館

多元数理科学棟

野依記念物資科学研究館

理･農館（北館）

農学部A館（西）

農学部A館（東）

農学部B館

環境共用館

 【日本ｴﾚﾍﾞｰﾀｰ製造製】

Ｎ - 1

Ｎ - 2 工学部3号館

附属高等学校

-

-

経済学部本館

【ﾀﾞｲｺｰ製】

D - 1

D - 2

D 3 航空機械実験棟

D - 4

S - 2 情報科学研究科棟

【ｼﾝﾄﾞﾗｰｴﾚﾍﾞｰﾀｰ製】

S 1 V.B.L.棟

国際棟

高等総合館M - 17～18

M - 19～20

M - 21

工学部1号館

M - 22～26 IB電子情報館(M22は非常用)

27-M

工学部2号館

工学部3号館

農学部講義棟

M 28- 文系総合館

M

M

M

M

赤崎記念館

M

M

情報基盤ｾﾝﾀｰ

M ＥＳ総合館

29-

- 30

31-

- 33

- 34

35

36～37-

-

M - 38～39

総合研究実験棟

古川記念館

国際開発校舎

国際言語文化校舎

M - 40

M - 41～42

M - 43

M - 44～45

本部3号館

ＮＩＣ（ＭＩＣ）

附属学校3号館

ＩＴｂＭ（ＷＰＩ）

7

F - 工学部8号館

工学部9号館-F

F - 環境医学研究所本館

環境医学研究所北館8-F

- 全学教育棟

全学教育棟Ａ館10-F

F - 12

13-F

F - 14～15

16-F

-F 3 工学部6号館

4～5

6

F 9

-F 17

T -

T -

5～6

7

工学部5号館

全学教育棟（南館）

H 2～3,21

1O -

【日本ｵｰﾁｽｴﾚﾍﾞｰﾀｰ製】

附属中央棟

M - 46 減災館

作
成

図
番

研究所共同館

４０

理学部Ａ館

理学部共用館

南部食堂

ｸﾞﾘｰﾝﾋﾞｰｸﾙ材料研究施設

理学部Ｂ館
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別紙（三菱電機(株)製）

附属学校
年代測定総合
研究センター

１号館 ３号館 豊田講堂 名大ｼﾝﾎﾟｼﾞｵﾝ
ｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙ

ﾚｼﾞﾃﾞﾝｽ妙見
3号館 古川記念館 文学部本館 教育学部本館

動物飼育･心理
実験棟

法学部本館 文系総合館

通番号 1 2 3 4 5 92 93 6 7 8 9 10 11 12

団地 東山 東山 東山 東山 妙見町 東山 東山 東山 東山 東山 東山 東山 東山 東山

団地番号 （001） （001） （001） （001） （102） （001） （001） （001） （001） （001） （001） （001） （001） （001）

棟番号 （325） (190) （169） （169） （001） （513） （513） （225） （168） （001） （011） （011） （006） （520）

項目種別 ｴﾚﾍﾞｰﾀｰ ｴﾚﾍﾞｰﾀｰ ｴﾚﾍﾞｰﾀｰ ｴﾚﾍﾞｰﾀｰ ｴﾚﾍﾞｰﾀｰ ｴﾚﾍﾞｰﾀｰ ｴﾚﾍﾞｰﾀｰ ｴﾚﾍﾞｰﾀｰ ｴﾚﾍﾞｰﾀｰ ｴﾚﾍﾞｰﾀｰ ｴﾚﾍﾞｰﾀｰ ｴﾚﾍﾞｰﾀｰ ｴﾚﾍﾞｰﾀｰ ｴﾚﾍﾞｰﾀｰ

設置年月 S59.9 H26.3 H19.12 H4.1 H23.8 H27.3 H27.3 H26.4 H20.5 H14.10 H15.3 H15.3 H15.11 H14.4

ﾘﾆｭｰｱﾙ年月 H19.10 － － － － － － － － － － － － －

台数 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1

契約業務種別 完全 完全 完全 完全 完全 完全 完全 完全 完全 完全 完全 部分 完全 完全

操作方法 ｲﾝﾊﾞｰﾀｰ制御 ｲﾝﾊﾞｰﾀｰ制御 ｲﾝﾊﾞｰﾀｰ制御油圧ﾊﾞｯｸﾌﾟﾗﾝｼﾞｬ ｲﾝﾊﾞｰﾀｰ制御 ｲﾝﾊﾞｰﾀｰ制御 ｲﾝﾊﾞｰﾀｰ制御 ｲﾝﾊﾞｰﾀｰ制御 ｲﾝﾊﾞｰﾀｰ制御 ｲﾝﾊﾞｰﾀｰ制御 ｲﾝﾊﾞｰﾀｰ制御 ｲﾝﾊﾞｰﾀｰ制御 ｲﾝﾊﾞｰﾀｰ制御 ｲﾝﾊﾞｰﾀｰ制御

荷重（kg） 600 750 600 600 600 750 1,200 750 750 750 750 750 750 1,000

人数（人） 9 11 9 9 9 11 18 11 11 11 11 11 11 15

速度（m/min） 60 45 60 45 60 60 60 45 45 45 45 45 45 90

運転方式用途 交流 交流 交流 油圧 交流 交流 交流 交流 交流 交流 交流 交流 交流 交流

用途 乗用 乗用 乗用 乗用 乗用 乗用 人荷用 乗用 乗用 乗用 乗用 乗用 乗用 乗用

停止階数 5 3 4 3 5 8 8 4 3 4 3 3 3 7

地震時管制運転装置 ② ② ② ① ② ② ② ② ② ① ② ② ② ②

火災時管制運転装置 - ○ ○ - - ○ ○ ○ ○ - - - - -

自家発管制運転装置 - － - - - - - - - - - - - -

停電時自動着床装置 - ① ① ② ① ① ① ① ① ① ① ① ① ①

非常電源運転装置 - ‐ - - - - - - - - - - - -

遠隔監視ｼｽﾃﾑ ○ ○ ○ - ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

ｵｰﾄｱﾅｳﾝｽ装置 ○ ○ ○ - ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

車椅子仕様 ○ ○ ○ - ○ ○ × ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

群管理方式 - ‐ - - - ① ① - - - - - - -

報告書提出先
文系事務部
総務Ｇ

（附属学校）

遠隔点検 ○ ○ ○ － ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

法定検査 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

遮煙ﾄﾞｱ － ○ ○ － ○ ○ ○ ○ ○ － － － － －

備考
H28.4.1より
業務開始予定

H28.4.1より
業務開始予定

業務対象外

※付加設備 【地震時管制運転装置】 【停電時自動着床装置】 【群管理方式】

①　普通級 ①　ﾛｰﾌﾟ式用 ①　普通

②　普通級（P波検知付） ②　油圧式用 ②　高級

※
付
加
装
置

部局名 本部

施設管理部　施設管理課　機械ｴﾈﾙｷﾞｰ管理掛

設置場所

積載能力

未来社会創造機構

ＮＩＣ（ＭＩＣ）

社会連携課
未来社会創造機構

文系事務部

文系事務部　経理課　経理Ｇ（用度施設）
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別紙（三菱電機(株)製）

通番号

団地

団地番号

棟番号

項目種別

設置年月

ﾘﾆｭｰｱﾙ年月

台数

契約業務種別

操作方法

荷重（kg）

人数（人）

速度（m/min）

運転方式用途

用途

停止階数

地震時管制運転装置

火災時管制運転装置

自家発管制運転装置

停電時自動着床装置

非常電源運転装置

遠隔監視ｼｽﾃﾑ

ｵｰﾄｱﾅｳﾝｽ装置

車椅子仕様

群管理方式

報告書提出先

遠隔点検

法定検査

遮煙ﾄﾞｱ

備考

※付加設備

※
付
加
装
置

部局名

設置場所

積載能力

理学部・
理学研究科

国際開発校舎
国際言語文化

校舎
Ａ館

１号館
（１号機）

１号館
（２号機）

２号館
（北館）

２号館
（南館）

３号館
（南館）

IB電子情報館
(北館･１号機)

IB電子情報館
(北館･2号機)

IB電子情報館
(南館･1号機)

IB電子情報館
(南館･2号機)

IB電子情報館
（東館）

赤崎記念
研究館

13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26

東山 東山 東山 東山 東山 東山 東山 東山 東山 東山 東山 東山 東山 東山

（001） （001） （001） （001） （001） （001） （001） （001） （001） （001） （001） （001） （001） （001）

（380） （020） （039） （402） （402） （062） （062） （398） （505） （505） （505） （505） （505） （398）

ｴﾚﾍﾞｰﾀｰ ｴﾚﾍﾞｰﾀｰ 小荷物用 ｴﾚﾍﾞｰﾀｰ ｴﾚﾍﾞｰﾀｰ ｴﾚﾍﾞｰﾀｰ ｴﾚﾍﾞｰﾀｰ ｴﾚﾍﾞｰﾀｰ ｴﾚﾍﾞｰﾀｰ ｴﾚﾍﾞｰﾀｰ ｴﾚﾍﾞｰﾀｰ ｴﾚﾍﾞｰﾀｰ ｴﾚﾍﾞｰﾀｰ ｴﾚﾍﾞｰﾀｰ

H6.12 S58.3 S55.4 H7.3 H7.3 H14.3 H14.11 H20.2 H13.3 H13.3 H15.11 H15.11 H15.11 H18.6

－ － － － － － － － － － － － － －

1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1

完全 完全 部分 完全 完全 完全 完全 完全 完全 完全 完全 完全 完全 完全

ｲﾝﾊﾞｰﾀｰ制御油圧ﾊﾞｯｸﾌﾟﾗﾝｼﾞｬ一段速度歯車式 ｲﾝﾊﾞｰﾀｰ制御 ｲﾝﾊﾞｰﾀｰ制御 ｲﾝﾊﾞｰﾀｰ制御 ｲﾝﾊﾞｰﾀｰ制御 ｲﾝﾊﾞｰﾀｰ制御 ｲﾝﾊﾞｰﾀｰ制御 ｲﾝﾊﾞｰﾀｰ制御 ｲﾝﾊﾞｰﾀｰ制御 ｲﾝﾊﾞｰﾀｰ制御 ｲﾝﾊﾞｰﾀｰ制御 ｲﾝﾊﾞｰﾀｰ制御

750 750 300 750 1,600 750 750 750 750 1,700 1,500 1,500 750 750

11 11 - 11 22 11 11 11 11 25 22 22 11 11

90 45 20 90 45 45 45 60 105 105 45 90 45 60

交流 油圧 交流 交流 交流 交流 交流 交流 交流 交流 交流 交流 交流 交流

乗用 乗用 荷物用 乗用 乗用 乗用 乗用 乗用 乗用 乗用 乗用 乗用 乗用 乗用

8 4 2 10 10 4 3 5 11 11 6 7 3 6

① ① - ① ① ② ① ② ② ② ② ② ② ②

- - - - - - - ○ - - - - - ○

- - - - - - - - - - - - - -

- - - - - ① ① ① ① ① ① ① ① ①

- - - - - - - - - ○ - - - -

○ - - ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

- - - ○ - ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

○ ○ - ○ - ○ ○ ○ ○ - ○ ○ ○ ○

- - - - - - - - - - - - - -

理学部・理学
研究科・多元
数理科学研究

○ － － ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

○ ○ － ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

－ － － － － － － ○ － － － － － ○

【地震時管制運転装置】 【停電時自動着床装置】 【群管理方式】

①　普通級 ①　ﾛｰﾌﾟ式用 ①　普通

②　普通級（P波検知付） ②　油圧式用 ②　高級

工学部・工学研究科　経理課　施設管理掛

工学部・工学研究科文系事務部

文系事務部　経理課
経理Ｇ（用度施設）
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別紙（三菱電機(株)製）

通番号

団地

団地番号

棟番号

項目種別

設置年月

ﾘﾆｭｰｱﾙ年月

台数

契約業務種別

操作方法

荷重（kg）

人数（人）

速度（m/min）

運転方式用途

用途

停止階数

地震時管制運転装置

火災時管制運転装置

自家発管制運転装置

停電時自動着床装置

非常電源運転装置

遠隔監視ｼｽﾃﾑ

ｵｰﾄｱﾅｳﾝｽ装置

車椅子仕様

群管理方式

報告書提出先

遠隔点検

法定検査

遮煙ﾄﾞｱ

備考

※付加設備

※
付
加
装
置

部局名

設置場所

積載能力

農学部・生命
農学研究科

環境学研究科 附属図書館

ＥＳ総合館
（１号機）

ＥＳ総合館
（２号機）

講義棟
共同教育研究
施設1号館

共同教育研究
施設2号館
（1号機）

共同教育研究
施設2号館
（2号機）

総合研究
実験棟

研究所共同館
動物実験施設
（１号機）

動物実験施設
（２号機）

動物実験施設
（３号機）

動物実験施設
（４号機）

減災館
図書館

（１号機）

27 28 29 30 31 32 33 34 35 36 37 38 39 40

東山 東山 東山 東山 東山 東山 東山 東山 東山 東山 東山 東山 東山 東山

（001） （001） （001） （001） （001） （001） （001） （001） （001） （001） （001） （001） （001） （001）

（512） （512） （104） （201） （216） （216） （500） （524） （183） （183） （183） （183） 525 （302）

ｴﾚﾍﾞｰﾀｰ ｴﾚﾍﾞｰﾀｰ ｴﾚﾍﾞｰﾀｰ ｴﾚﾍﾞｰﾀｰ ｴﾚﾍﾞｰﾀｰ ｴﾚﾍﾞｰﾀｰ ｴﾚﾍﾞｰﾀｰ ｴﾚﾍﾞｰﾀｰ ｴﾚﾍﾞｰﾀｰ ｴﾚﾍﾞｰﾀｰ 小荷物用 小荷物用 ｴﾚﾍﾞｰﾀｰ ｴﾚﾍﾞｰﾀｰ

H23.3 H23.3 H23.3 S38.2 S53.9 S47.2 H12.3 H25.3 H25.3 H25.3 H25.3 H25.3 H26.2 H26.3

－ － － － － － － － － － － － － －

1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1

完全 完全 完全 部分 部分 部分 完全 完全 完全 完全 完全 完全 完全 完全

ｲﾝﾊﾞｰﾀ制御 ｲﾝﾊﾞｰﾀ制御 ｲﾝﾊﾞｰﾀｰ制御 二段速度歯車式 ｲﾝﾊﾞｰﾀｰ制御 ｲﾝﾊﾞｰﾀｰ制御 ｲﾝﾊﾞｰﾀｰ制御 ｲﾝﾊﾞｰﾀｰ制御 ｲﾝﾊﾞｰﾀｰ制御 ｲﾝﾊﾞｰﾀｰ制御 ｲﾝﾊﾞｰﾀｰ制御 ｲﾝﾊﾞｰﾀｰ制御 ｲﾝﾊﾞｰﾀｰ制御 ｲﾝﾊﾞｰﾀｰ制御

1,000 1,000 750 1,000 1,000 750 3,200 1,000 750 450 500 500 750 750

15 15 11 - 15 11 47 15 11 6 - － 11 11

90 90 45 30 90 45 60 105 45 45 23 23 60 60

交流 交流 交流 交流 交流 交流 交流 交流 交流 交流 交流 交流 交流 交流

乗用 乗用 乗用 荷物用 乗用 乗用 人荷用 乗用 乗用 乗用 荷物用 荷物用 乗用 乗用

7 7 2 4 8 6 7 8 3 2 2 2 6 6

② ② ② - ② ② ① ② ② ② - - ② ②

○ ○ ○ - - - - ○ ○ ○ - - ○ ○

- - - - - - - - - - - - － －

① ① ① - - - ① ① ① ① - - ① ①

- - - - - - - - - - - - - -

○ ○ ○ - - - ○ ○ ○ ○ - -

○ ○ ○ - - - - ○ ○ ○ - - ○ ○

○ ○ ○ - ○ ○ - ○ ○ ○ - - ○ ○

① ① - - - - - - - - - - -

農学部・
生命農学研究
科　管理掛

環境学研究科
情報管理課

会計掛

○ ○ ○ － － － ○ ○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ － － － － ○ ○ ○ ○ ○

業務対象外

【地震時管制運転装置】 【停電時自動着床装置】 【群管理方式】

①　普通級 ①　ﾛｰﾌﾟ式用 ①　普通

②　普通級（P波検知付） ②　油圧式用 ②　高級

研究所事務部

研究所事務部　　経理課　管理掛

工学部・工学研究科

工学部・工学研究科
経理課　施設管理掛
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別紙（三菱電機(株)製）

通番号

団地

団地番号

棟番号

項目種別

設置年月

ﾘﾆｭｰｱﾙ年月

台数

契約業務種別

操作方法

荷重（kg）

人数（人）

速度（m/min）

運転方式用途

用途

停止階数

地震時管制運転装置

火災時管制運転装置

自家発管制運転装置

停電時自動着床装置

非常電源運転装置

遠隔監視ｼｽﾃﾑ

ｵｰﾄｱﾅｳﾝｽ装置

車椅子仕様

群管理方式

報告書提出先

遠隔点検

法定検査

遮煙ﾄﾞｱ

備考

※付加設備

※
付
加
装
置

部局名

設置場所

積載能力

情報連携基盤
ｾﾝﾀｰ

図書館
（２号機）

図書館
（３号機）

本館
校舎２号館
（１号機）

校舎２号館
（２号機）

図書館
学生食堂

基礎研究棟
医系研究棟

3号館
（１号機）

医系研究棟
3号館

（２号機）

医系研究棟
3号館

（３号機）

動物実験施設
（１号機）

動物実験施設
（２号機）

41 42 43 90 91 44 45 89 46 86 87 88 47 48

東山 東山 東山 東山 東山 鶴舞 鶴舞 鶴舞 鶴舞 鶴舞 鶴舞 鶴舞 鶴舞 鶴舞

（001） （001） （001） （001） （001） （003） （003） （003） （003） （003） （003） （003） （003） （003）

（302） （302） （300） （526） （526） （105） （105） (050) （001） (105) (105) (105) （075） （075）

ｴﾚﾍﾞｰﾀｰ ｴﾚﾍﾞｰﾀｰ ｴﾚﾍﾞｰﾀｰ ｴﾚﾍﾞｰﾀｰ ｴﾚﾍﾞｰﾀｰ ｴﾚﾍﾞｰﾀｰ ｴﾚﾍﾞｰﾀｰ ｴﾚﾍﾞｰﾀｰ ｴﾚﾍﾞｰﾀｰ ｴﾚﾍﾞｰﾀｰ ｴﾚﾍﾞｰﾀｰ ｴﾚﾍﾞｰﾀｰ ｴﾚﾍﾞｰﾀｰ ｴﾚﾍﾞｰﾀｰ

H26.3 H26.3 S46.6 H27.3 H27.3 H20.4 H20.4 H25.7 H15.12 H26.6 H26.6 H26.6 S61.3 S61.3

－ － H19.12 － － － － － － － － － － －

1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1

完全 完全 部分 完全 完全 完全 完全 完全 完全 完全 完全 完全 完全 完全

ｲﾝﾊﾞｰﾀｰ制御 ｲﾝﾊﾞｰﾀｰ制御 ｲﾝﾊﾞｰﾀｰ制御 ｲﾝﾊﾞｰﾀｰ制御 ｲﾝﾊﾞｰﾀｰ制御 ｲﾝﾊﾞｰﾀｰ制御 ｲﾝﾊﾞｰﾀｰ制御 ｲﾝﾊﾞｰﾀｰ制御 ｲﾝﾊﾞｰﾀｰ制御 ｲﾝﾊﾞｰﾀｰ制御 ｲﾝﾊﾞｰﾀｰ制御 ｲﾝﾊﾞｰﾀｰ制御 帰還制御方式 帰還制御方式

750 750 750 750 850 750 1,300 450 1,350 1,000 1,000 2,200 750 600

11 11 11 11 13 11 15 6 20 15 15 33 11 -

60 60 60 60 60 90 90 60 45 105 105 60 60 30

交流 交流 交流 交流 交流 交流 交流 交流 交流 交流 交流 交流 交流 交流

乗用 乗用 乗用 乗用 人荷用 乗用 人荷用 乗用 乗用 乗用 乗用 人荷用 人荷用 荷物用

6 6 6 6 6 7 7 5 5 11 11 11 6 8

② ② ② ② ② ② ② ② ② ② ② ② ① ①

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ - -

－ － － － － - - - - - - - - -

① ① ① ① ① ① ① ① ① ① ① ① - -

- - - － － - - - - - - - - -

○ ○ ○ ○ ○ ○ - ○ ○ ○ - -

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ - -

○ ○ ○ ○ × ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ - -

- ① ① - - - - - - - - -

情報推進部
情報推進課

会計掛

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ － －

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

○ ○ － ○ ○ ① ① － － ○ ○ ○ － －

H28.4.1より
業務開始予定

H28.4.1より
業務開始予定

【地震時管制運転装置】 【停電時自動着床装置】 【群管理方式】

①　普通級 ①　ﾛｰﾌﾟ式用 ①　普通

②　普通級（P波検知付） ②　油圧式用 ②　高級

ＩＴｂＭ（ＷＰＩ）

ﾄﾗﾝｽﾌｫｰﾏﾃｨﾌﾞ生命分子研究所
ＩＴｂＭ

附属図書館

情報管理課
会計掛

医学部・医学系研究科

医学部・医学系研究科　経理課　機械掛

ﾄﾗﾝｽﾌｫｰﾏﾃｨﾌﾞ生命分子研究所
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別紙（三菱電機(株)製）

通番号

団地

団地番号

棟番号

項目種別

設置年月

ﾘﾆｭｰｱﾙ年月

台数

契約業務種別

操作方法

荷重（kg）

人数（人）

速度（m/min）

運転方式用途

用途

停止階数

地震時管制運転装置

火災時管制運転装置

自家発管制運転装置

停電時自動着床装置

非常電源運転装置

遠隔監視ｼｽﾃﾑ

ｵｰﾄｱﾅｳﾝｽ装置

車椅子仕様

群管理方式

報告書提出先

遠隔点検

法定検査

遮煙ﾄﾞｱ

備考

※付加設備

※
付
加
装
置

部局名

設置場所

積載能力

動物実験施設
（３号機）

看護師宿舎
（旧館）

看護師宿舎
（新館）

病棟
(１号機)

病棟
(２号機)

病棟
(３号機)

病棟
(４号機)

病棟
(５号機)

病棟
(６号機)

病棟
(７号機)

病棟
(８号機)

病棟
(９号機)

病棟
(１０号機)

病棟
(１１号機)

49 50 51 52 53 54 55 56 57 58 59 60 61 62

鶴舞 鶴舞 鶴舞 鶴舞 鶴舞 鶴舞 鶴舞 鶴舞 鶴舞 鶴舞 鶴舞 鶴舞 鶴舞 鶴舞

（003） （003） （003） （003） （003） （003） （003） （003） （003） （003） （003） （003） （003） （003）

（075） （078） （079） （100） （100） （100） （100） （100） （100） （100） （100） （100） （100） （100）

ｴﾚﾍﾞｰﾀｰ ｴﾚﾍﾞｰﾀｰ ｴﾚﾍﾞｰﾀｰ ｴﾚﾍﾞｰﾀｰ ｴﾚﾍﾞｰﾀｰ ｴﾚﾍﾞｰﾀｰ ｴﾚﾍﾞｰﾀｰ ｴﾚﾍﾞｰﾀｰ ｴﾚﾍﾞｰﾀｰ ｴﾚﾍﾞｰﾀｰ ｴﾚﾍﾞｰﾀｰ ｴﾚﾍﾞｰﾀｰ ｴﾚﾍﾞｰﾀｰ ｴﾚﾍﾞｰﾀｰ

S61.3 H6.3 H21.3 H8.4 H8.4 H8.4 H8.4 H11.2 H11.2 H11.2 H11.2 H8.4 H8.4 H8.4

－ － － － － － － － － － － － － －

1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1

完全 完全 完全 完全 完全 完全 完全 完全 完全 完全 完全 完全 完全 完全

帰還制御方式 ｲﾝﾊﾞｰﾀｰ制御 ｲﾝﾊﾞｰﾀｰ制御 ｲﾝﾊﾞｰﾀｰ制御 ｲﾝﾊﾞｰﾀｰ制御 ｲﾝﾊﾞｰﾀｰ制御 ｲﾝﾊﾞｰﾀｰ制御 ｲﾝﾊﾞｰﾀｰ制御 ｲﾝﾊﾞｰﾀｰ制御 ｲﾝﾊﾞｰﾀｰ制御 ｲﾝﾊﾞｰﾀｰ制御 ｲﾝﾊﾞｰﾀｰ制御 ｲﾝﾊﾞｰﾀｰ制御 ｲﾝﾊﾞｰﾀｰ制御

450 600 750 1,150 1,000 1,000 1,000 1,000 1,000 1,000 1,000 1,150 900 900

- 9 11 17 15 15 15 15 15 15 15 17 - -

30 90 60 105 105 105 105 105 105 105 105 105 105 105

交流 交流 交流 交流 交流 交流 交流 交流 交流 交流 交流 交流 交流 交流

荷物用 乗用 乗用 乗用･非常用 乗用 乗用 乗用 寝台用 寝台用 寝台用 寝台用 乗用･非常用 荷物用 荷物用

5 10 6 16 16 16 16 15 15 15 15 16 13 13

① ① ② ② ② ② ② ② ② ② ② ② ② ②

- - ○ - ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ - ○ ○

- - - - ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ - ○ ○

- ① ① ① ① ① ① ① ① ① ① ① ① ①

- - - ○ - - - - - - - ○ - -

- ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

- - ○ - ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ - ○ ○

- - ○ - ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ - - -

- - - - - - - - - - - - - -

－ ○ ○ ○ ○ ○ ○ － － ○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

－ － － － － － － － － － － － － －

【地震時管制運転装置】 【停電時自動着床装置】 【群管理方式】

①　普通級 ①　ﾛｰﾌﾟ式用 ①　普通

②　普通級（P波検知付） ②　油圧式用 ②　高級

医学部・医学系研究科

医学部・医学系研究科　経理課　機械掛
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別紙（三菱電機(株)製）

通番号

団地

団地番号

棟番号

項目種別

設置年月

ﾘﾆｭｰｱﾙ年月

台数

契約業務種別

操作方法

荷重（kg）

人数（人）

速度（m/min）

運転方式用途

用途

停止階数

地震時管制運転装置

火災時管制運転装置

自家発管制運転装置

停電時自動着床装置

非常電源運転装置

遠隔監視ｼｽﾃﾑ

ｵｰﾄｱﾅｳﾝｽ装置

車椅子仕様

群管理方式

報告書提出先

遠隔点検

法定検査

遮煙ﾄﾞｱ

備考

※付加設備

※
付
加
装
置

部局名

設置場所

積載能力

病棟
(１２号機)

病棟
(１３号機)

中央診療棟
（１号機）

中央診療棟
（２号機）

中央診療棟
（３号機）

中央診療棟
（４号機）

中央診療棟
（５号機）

中央診療棟
（６号機）

中央診療棟
（７号機）

中央診療棟
（８号機）

中央診療棟
（９号機）

中央診療棟
（１０号機）

中央診療棟
（１１号機）

中央診療棟
（１２号機）

63 64 65 66 67 68 69 70 71 72 73 74 75 76

鶴舞 鶴舞 鶴舞 鶴舞 鶴舞 鶴舞 鶴舞 鶴舞 鶴舞 鶴舞 鶴舞 鶴舞 鶴舞 鶴舞

（003） （003） （003） （003） （003） （003） （003） （003） （003） （003） （003） （003） （003） （003）

（100） （100） （105） （105） （105） （105） （105） （105） （105） （105） （105） （105） （105） （105）

ｴﾚﾍﾞｰﾀｰ 小荷物用 ｴﾚﾍﾞｰﾀｰ ｴﾚﾍﾞｰﾀｰ ｴﾚﾍﾞｰﾀｰ ｴﾚﾍﾞｰﾀｰ ｴﾚﾍﾞｰﾀｰ ｴﾚﾍﾞｰﾀｰ ｴﾚﾍﾞｰﾀｰ ｴﾚﾍﾞｰﾀｰ ｴﾚﾍﾞｰﾀｰ ｴﾚﾍﾞｰﾀｰ ｴﾚﾍﾞｰﾀｰ ｴﾚﾍﾞｰﾀｰ

H11.2 H8.3 H17.6 H17.6 H17.6 H17.6 H17.6 H17.6 H17.6 H17.6 H17.6 H17.6 H17.6 H17.6

－ － － － － － － － － － － － － －

1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1

完全 部分 完全 完全 完全 完全 完全 完全 完全 完全 完全 完全 完全 完全

ｲﾝﾊﾞｰﾀｰ制御 一段速度歯車式 ｲﾝﾊﾞｰﾀｰ制御 ｲﾝﾊﾞｰﾀｰ制御 ｲﾝﾊﾞｰﾀｰ制御 ｲﾝﾊﾞｰﾀｰ制御 ｲﾝﾊﾞｰﾀｰ制御 ｲﾝﾊﾞｰﾀｰ制御 ｲﾝﾊﾞｰﾀｰ制御 ｲﾝﾊﾞｰﾀｰ制御 ｲﾝﾊﾞｰﾀｰ制御 ｲﾝﾊﾞｰﾀｰ制御 ｲﾝﾊﾞｰﾀｰ制御 ｲﾝﾊﾞｰﾀｰ制御

1,150 50 750 750 750 750 1,000 1,000 1,150 2,200 1,000 2,200 1,500 1,000

17 - 11 11 11 11 15 15 17 33 15 33 23 15

105 30 90 90 90 105 105 105 90 90 90 90 105 90

交流 交流 交流 交流 交流 交流 交流 交流 交流 交流 交流 交流 交流 交流

乗用･非常用 配膳用 寝台用 寝台用 寝台用 乗用 寝台用 寝台用 人荷用･非常用 人荷用･非常用 寝台用 人荷用･非常用 寝台用 人荷用

15 2 7 7 7 9 9 9 9 7 7 7 8 3

② - ② ② ② ② ② ② ② ② ② ② ② ②

- - ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

- - - - - - - - - - - - - -

① - ① ① ① ① ① ① ① ① ① ① ① ①

○ - - - - - - - ○ ○ - ○ - -

- - ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

- - ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

- - ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ - -

- - - - - - - - - - - - - -

－ － ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

○ － ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

－ － － － － － － － － － － － － －

【地震時管制運転装置】 【停電時自動着床装置】 【群管理方式】

①　普通級 ①　ﾛｰﾌﾟ式用 ①　普通

②　普通級（P波検知付） ②　油圧式用 ②　高級

医学部・医学系研究科

医学部・医学系研究科　経理課　機械掛

118



別紙（三菱電機(株)製）

通番号

団地

団地番号

棟番号

項目種別

設置年月

ﾘﾆｭｰｱﾙ年月

台数

契約業務種別

操作方法

荷重（kg）

人数（人）

速度（m/min）

運転方式用途

用途

停止階数

地震時管制運転装置

火災時管制運転装置

自家発管制運転装置

停電時自動着床装置

非常電源運転装置

遠隔監視ｼｽﾃﾑ

ｵｰﾄｱﾅｳﾝｽ装置

車椅子仕様

群管理方式

報告書提出先

遠隔点検

法定検査

遮煙ﾄﾞｱ

備考

※付加設備

※
付
加
装
置

部局名

設置場所

積載能力

中央診療棟
（１３号機）

外来診療棟
（１号機）

外来診療棟
（２号機）

外来診療棟
（３号機）

外来診療棟
（４号機）

外来診療棟
（ES1）

外来診療棟
（ES2）

外来診療棟
（ES3）

外来診療棟
（ES4）

77 78 79 80 81 82 83 84 85

鶴舞 鶴舞 鶴舞 鶴舞 鶴舞 鶴舞 鶴舞 鶴舞 鶴舞

（003） （003） （003） （003） （003） （003） （003） （003） （003）

（105） （106） （106） （106） （106） （106） （106） （106） （106）

小荷物用 ｴﾚﾍﾞｰﾀｰ ｴﾚﾍﾞｰﾀｰ ｴﾚﾍﾞｰﾀｰ ｴﾚﾍﾞｰﾀｰ ｴｽｶﾚｰﾀｰ ｴｽｶﾚｰﾀｰ ｴｽｶﾚｰﾀｰ ｴｽｶﾚｰﾀｰ

H17.6 H21.2 H21.2 H21.2 H21.2 H21.2 H21.2 H21.2 H21.2

－ － － － － － － － －

1 1 1 1 1 1 1 1 1

完全 完全 完全 完全 完全 部分 部分 部分 部分

一段速度歯車式 ｲﾝﾊﾞｰﾀｰ制御 ｲﾝﾊﾞｰﾀｰ制御 ｲﾝﾊﾞｰﾀｰ制御 ｲﾝﾊﾞｰﾀｰ制御 ｲﾝﾊﾞｰﾀｰ制御 ｲﾝﾊﾞｰﾀｰ制御 ｲﾝﾊﾞｰﾀｰ制御 ｲﾝﾊﾞｰﾀｰ制御

100 1,000 1,000 950 1,000 800W 800W 800W 800W

- 15 15 14 15 - - - -

45 60 60 60 60 30 30 30 30

交流 交流 交流 交流 交流 交流 交流 交流 交流

荷物用 寝台用 寝台用 人荷用 寝台用 乗用 乗用 乗用 乗用

2 4 4 4 4 － － － －

- ② ② ② ② - - - -

- ○ ○ ○ ○ - - - -

- - - - - - - - -

- ① ① ① ① - - - -

- - - - - - - - -

- ○ ○ ○ ○ - - - -

- ○ ○ ○ ○ - - - -

- ○ ○ ○ ○ - - - -

- - - - - - - - -

－ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

－ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

－ ① ① ① ① － － － －

【地震時管制運転装置】 【停電時自動着床装置】 【群管理方式】

①　普通級 ①　ﾛｰﾌﾟ式用 ①　普通

②　普通級（P波検知付） ②　油圧式用 ②　高級

医学部・医学系研究科　経理課　機械掛

医学部・医学系研究科
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別紙（(株)日立製作所製）

野依記念学術
交流館（１号機）

野依記念学術
交流館（２号機） フロンテ 多元数理科学棟 Ｃ館

Ｅ館
（１号機）

Ｅ館
（２号機）

Ｅ館
（３号機） Ｇ館

理学館
（１号機）

理学館
（２号機）

野依記念物質科学
研究館（１号機）

野依記念物質科学
研究館（２号機）

通番号 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13

団地 東山 東山 東山 東山 東山 東山 東山 東山 東山 東山 東山 東山 東山

団地番号 （001） （001） （001） （001） （001） （001） （001） （001） （001） （001） （001） （001） （001）

棟番号 （506） （506） （365） （450） （036） （039） （039） （039） （336） （508） （508） （507） （507）

項目種別 ｴﾚﾍﾞｰﾀｰ ｴﾚﾍﾞｰﾀｰ ｴﾚﾍﾞｰﾀｰ ｴﾚﾍﾞｰﾀｰ ｴﾚﾍﾞｰﾀｰ ｴﾚﾍﾞｰﾀｰ ｴﾚﾍﾞｰﾀｰ ｴﾚﾍﾞｰﾀｰ ｴﾚﾍﾞｰﾀｰ ｴﾚﾍﾞｰﾀｰ ｴﾚﾍﾞｰﾀｰ ｴﾚﾍﾞｰﾀｰ ｴﾚﾍﾞｰﾀｰ

設置年月日 H15.12.26 H15.12.26 H18.3.20 H9.3.28 H20.4 H21.4 H21.4 H21.4 H1.9.26 H15.12.26 H15.12.26 H15.12.26 H15.12.26

台数 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1

契約業務種別 完全 完全 完全 完全 完全 完全 完全 完全 完全 完全 完全 完全 完全

操作方法 ｲﾝﾊﾞｰﾀｰ制御 ｲﾝﾊﾞｰﾀｰ制御 ｲﾝﾊﾞｰﾀｰ制御 ｲﾝﾊﾞｰﾀｰ制御 ｲﾝﾊﾞｰﾀｰ制御 ｲﾝﾊﾞｰﾀｰ制御 ｲﾝﾊﾞｰﾀｰ制御 ｲﾝﾊﾞｰﾀｰ制御 ｲﾝﾊﾞｰﾀｰ制御 ｲﾝﾊﾞｰﾀｰ制御 ｲﾝﾊﾞｰﾀｰ制御 ｲﾝﾊﾞｰﾀｰ制御 ｲﾝﾊﾞｰﾀｰ制御

荷重（kg） 1,000 600 750 750 750 750 750 600 750 750 1,150 750 750

人数（人） 15 9 11 11 11 11 11 9 11 11 17 11 11

速度（m/min） 45 45 45 60 60 60 60 60 60 90 90 60 60

運転方式用途 交流 交流 交流 交流 交流 交流 交流 交流 交流 交流 交流 交流 交流

用途 乗用 乗用 乗用 乗用 乗用 乗用 乗用 乗用 乗用 乗用 乗用 乗用 乗用

停止階数 3 2 2 5 5 5 6 6 5 8 8 8 8

地震時管制運転装置 ① ① ① ① ② ② ② ② ① ① ① ① ①

火災時管制運転装置 ○ ○ ○ - ○ ○ ○ ○ - ○ ○ ○ ○

自家発管制運転装置 - - - - - - - - - - - - -

停電時自動着床装置 ① ① ① ① ① ① ① ① - ① ① ① ①

非常電源運転装置 - - - - - - - - - - - - -

遠隔監視ｼｽﾃﾑ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

ｵｰﾄｱﾅｳﾝｽ装置 ○ ○ ○ - ○ ○ ○ ○ - ○ ○ ○ ○

車椅子仕様 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ - ○ ○ ○ ○

群管理方式 - - - - - - - - - ① ① ① ①

報告書提出先

遠隔点検 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

法定検査 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

遮煙ﾄﾞｱ － － ○ － ○ ○ ○ ○ － － － － －

備考

※付加設備 【地震時管制運転装置】 【停電時自動着床装置】 【群管理方式】

①　普通級 ①　ﾛｰﾌﾟ式用 ①　普通

②　普通級（P波検知付） ②　油圧式用 ②　高級

理学部・理学研究科・多元数理科学研究科　管理掛

理学部・理学研究科本部

施設管理部　施設管理課　機械ｴﾈﾙｷﾞｰ管理掛

積載能力

部局名

設置場所

※
付
加
装
置
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別紙（(株)日立製作所製）

通番号

団地

団地番号

棟番号

項目種別

設置年月日

台数

契約業務種別

操作方法

荷重（kg）

人数（人）

速度（m/min）

運転方式用途

用途

停止階数

地震時管制運転装置

火災時管制運転装置

自家発管制運転装置

停電時自動着床装置

非常電源運転装置

遠隔監視ｼｽﾃﾑ

ｵｰﾄｱﾅｳﾝｽ装置

車椅子仕様

群管理方式

報告書提出先

遠隔点検

法定検査

遮煙ﾄﾞｱ

備考

※付加設備

積載能力

部局名

設置場所

※
付
加
装
置

医学部・
医学系研究科

理・農館
（北館）

理・農館
（南館） Ａ館(西) Ａ館(東) Ｂ館（西） Ｂ館（東） 環境総合館 環境共用館

基礎研究棟
別館

14 15 16 17 18 19 20 21 22

東山 東山 東山 東山 東山 東山 東山 東山 鶴舞

（001） （001） （001） （001） （001） （001） （001） （001） （003）

（508） （511） （101） （102） （133） （133） （509） （051） （003）

ｴﾚﾍﾞｰﾀｰ ｴﾚﾍﾞｰﾀｰ ｴﾚﾍﾞｰﾀｰ ｴﾚﾍﾞｰﾀｰ ｴﾚﾍﾞｰﾀｰ ｴﾚﾍﾞｰﾀｰ ｴﾚﾍﾞｰﾀｰ ｴﾚﾍﾞｰﾀｰ ｴﾚﾍﾞｰﾀｰ

H23.7 H23.3 S62.12.10 H21.4 S45.3.28 H12.2.30 H15.7 H20.4 H15.2.28

1 1 1 1 1 1 1 1 1

完全 完全 完全 完全 部分 完全 完全 完全 完全

ｲﾝﾊﾞｰﾀｰ制御 ｲﾝﾊﾞｰﾀｰ制御 ｲﾝﾊﾞｰﾀｰ制御 ｲﾝﾊﾞｰﾀｰ制御 ｲﾝﾊﾞｰﾀｰ制御 ｲﾝﾊﾞｰﾀｰ制御 ｲﾝﾊﾞｰﾀｰ制御 ｲﾝﾊﾞｰﾀｰ制御 ｲﾝﾊﾞｰﾀｰ制御

750 900 600 750 750 750 900 750 1,300

11 13 9 11 11 11 13 11 20

60 60 45 60 45 45 90 60 60

交流 交流 交流 交流 交流 交流 交流 交流 交流

乗用 乗用 乗用 乗用 乗用 乗用 人荷用 乗用 乗用

7 6 6 7 5 5 7 5 5

② ② ① ② ① ① ① ② ①

○ ○ - ○ - - - ○ -

- - - - - - - - -

① ① - ① ① ② ① ① ①

- - - - - － - - -

○ ○ - ○ - － ○ ○ ○

○ ○ - ○ ○ ○ ○ ○ ○

○ ○ - ○ - ○ ○ ○ ○

- - - - - － - - -
医学部・

医学系研究科
経理課　機械掛

○ ○ ○ ○ － － ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

○ ○ － － － － ○ － －

【地震時管制運転装置】 【停電時自動着床装置】 【群管理方式】

①　普通級 ①　普通

②　普通級（P波検知付） ②　高級

農学部・生命農学研究科

農学部・生命農学研究科　管理掛

環境学研究科・
地球水循環研究ｾﾝﾀｰ

用度掛

環境学研究科理学部・理学研究科

理学部・理学研究科・
多元数理科学研究科　管理掛
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別紙（日本ｵｰﾁｽ･ｴﾚﾍﾞｰﾀｰ(株)製）

本部 附属学校

国際嚶鳴館 附属学校中央棟
ｱｲｿﾄｰﾌﾟ総合
ｾﾝﾀｰ分館

校舎1号館
（１号機）

校舎1号館
（２号機）

校舎1号館
（３号機）  旧東病棟

通番号 1 2 3 4 5 6 7

団地 山手 東山 鶴舞 鶴舞 鶴舞 鶴舞  鶴舞

団地番号 （002） （001） （003） （003） （003） （003）  （003）

棟番号 （001） （222） （048） （110） （110） （110）  （013）

項目種別 ｴﾚﾍﾞｰﾀｰ ｴﾚﾍﾞｰﾀｰ 小荷物用 ｴﾚﾍﾞｰﾀｰ ｴﾚﾍﾞｰﾀｰ ｴﾚﾍﾞｰﾀｰ  ｴﾚﾍﾞｰﾀｰ

設置年月日 H14.7 H17.3 S58.6 H13.6 H13.6 H13.6 S46.1

台数 1 1 1 1 1 1 1

契約業務種別 完全 完全 完全 完全 完全 完全  部分

操作方法 ｲﾝﾊﾞｰﾀｰ制御 ｲﾝﾊﾞｰﾀｰ制御 単速度歯車式 ｲﾝﾊﾞｰﾀｰ制御 ｲﾝﾊﾞｰﾀｰ制御 ｲﾝﾊﾞｰﾀｰ制御 二段速度歯車式

荷重（kg） 600 750 300 750 1,200 1,150 1,000

人数（人） 9 11 - 11 18 17 15

速度（m/min） 60 45 20 105 105 105 45

運転方式用途 交流 交流 交流 交流 交流 交流  交流

用途 乗用 乗用 荷物用 乗用 人荷用 人荷用･非常用  寝台用

停止階数 9 3 4 14 14 15 7

地震時管制運転装置 ① ① - ② ② ② -

火災時管制運転装置 - ○ - ○ ○ - -

自家発管制運転装置 - - - - - - -

停電時自動着床装置 ① ① - ① ① ① -

非常電源運転装置 - - - - - ○ -

遠隔監視ｼｽﾃﾑ ○ - - ○ ○ ○ -

ｵｰﾄｱﾅｳﾝｽ装置 ○ ○ - ○ ○ - -

車椅子仕様 - ○ - ○ ○ - -

群管理方式 - - - - - - -

報告書提出先

施設管理部
施設管理課

機械ｴﾈﾙｷﾞｰ管理
掛

文系事務部
総務Ｇ

（附属学校）

遠隔点検 － － － － － －  －

法定検査 ○ ○ － ○ ○ ○  ○

遮煙ﾄﾞｱ － － － － － －  －

備考
業務対象外

※付加設備 【地震時管制運転装置】 【停電時自動着床装置】

①　普通級 ①　ﾛｰﾌﾟ式用

②　普通級（P波検知付） ②　油圧式用

医学部・医学系研究科　経理課　機械掛

医学部・医学系研究科部局名

※
付
加
装
置

設置場所

積載能力
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別紙（(株)ﾌｼﾞﾃｯｸ製）

南部食堂
（１号機）

南部食堂
（２号機） Ａ館 Ｂ館 共用館 6号館

8号館
（北棟）

8号館
（南棟） 9号館

高効率ｴﾈﾙｷﾞｰ
変換研究ｾﾝﾀｰ

ｸﾞﾘｰﾝﾋﾞｰｸﾞﾙ材料
研究施設

通番号 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11

団地 東山 東山 東山 東山 東山 東山 東山 東山 東山 東山 東山

団地番号 （001） （001） （001） （001） （001） （001） （001） （001） （001） （001） （001）

棟番号 （156） （156） （032） （145） （096） （084） （092） （092） （094） （314） （521）

項目種別 ｴﾚﾍﾞｰﾀｰ ｴﾚﾍﾞｰﾀｰ ｴﾚﾍﾞｰﾀｰ ｴﾚﾍﾞｰﾀｰ ｴﾚﾍﾞｰﾀｰ ｴﾚﾍﾞｰﾀｰ ｴﾚﾍﾞｰﾀｰ ｴﾚﾍﾞｰﾀｰ ｴﾚﾍﾞｰﾀｰ 小荷物用 ｴﾚﾍﾞｰﾀｰ

設置年月日 H22.3 H22.3 H22.3 H19.3 H22.3 H24.9 S63.11 H22.3 H5.11 S57.3 H23.3

台数 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1

契約業務種別 完全 完全 完全 完全 完全 完全 部分 完全 部分 部分 完全

操作方法 ｲﾝﾊﾞｰﾀ制御 ｲﾝﾊﾞｰﾀ制御 ｲﾝﾊﾞｰﾀ制御 ｲﾝﾊﾞｰﾀ制御 ｲﾝﾊﾞｰﾀ制御 ｲﾝﾊﾞｰﾀ制御 帰還制御式 ｲﾝﾊﾞｰﾀ制御 ｲﾝﾊﾞｰﾀ制御 一段速度歯車式 ｲﾝﾊﾞｰﾀ制御

荷重（kg） 750 450 750 750 750 750 750 750 750 300 1,000

人数（人） 11 6 11 11 11 11 11 11 11 - 15

速度（m/min） 45 45 45 60 45 60 60 45 60 25 45

運転方式 交流 交流 交流 交流 交流 交流 交流 交流 交流 交流 交流

用途 乗用 乗用 乗用 乗用 乗用 乗用 乗用 乗用 乗用 荷物 乗用

停止階数 3 2 4 5 5 4 4 6 6 3 5

地震時管制運転装置 ② ② ② ② ② ② ① ② ① - ②

火災時管制運転装置 ○ ○ ○ ○ ○ ○ - ○ - - ○

自家発管制運転装置 - - - - - - - - - - -

停電時自動着床装置 ① ① ① ① ① ① - ① - - ①

非常電源運転装置 - - - - - - - - - - -

遠隔監視ｼｽﾃﾑ ○ ○ ○ ○ ○ ○ - ○ - - ○

ｵｰﾄｱﾅｳﾝｽ装置 ○ ○ ○ ○ ○ ○ - ○ - - ○

車椅子仕様 ○ - ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ - ○

群管理方式 - - - - - - - - - - -

報告書提出先

遠隔点検 ○ ○ ○ ○ ○ ○ － ○ － － ○

法定検査 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ － ○

遮煙ﾄﾞｱ ○ ○ ○ ○ ○ ○ － ○ － － ○

備考

※付加設備 【地震時管制運転装置】 【停電時自動着床装置】

①　普通級 ①　ﾛｰﾌﾟ式用

②　普通級（P波検知付） ②　油圧式用

工学部・工学研究科

工学部・工学研究科　経理課　施設管理掛

研究所事務部

研究所事務部　経理課　管理掛

理学部・理学研究科

理学部・理学研究科・多元数理科学研究科　管理掛

設置場所

積載能力

※
付
加
装
置

部局名 本部

施設管理部　施設管理課
機械ｴﾈﾙｷﾞｰ管理掛
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別紙（(株)ﾌｼﾞﾃｯｸ製）

通番号

団地

団地番号

棟番号

項目種別

設置年月日

台数

契約業務種別

操作方法

荷重（kg）

人数（人）

速度（m/min）

運転方式

用途

停止階数

地震時管制運転装置

火災時管制運転装置

自家発管制運転装置

停電時自動着床装置

非常電源運転装置

遠隔監視ｼｽﾃﾑ

ｵｰﾄｱﾅｳﾝｽ装置

車椅子仕様

群管理方式

報告書提出先

遠隔点検

法定検査

遮煙ﾄﾞｱ

備考

※付加設備

設置場所

積載能力

※
付
加
装
置

部局名
情報文化学部・
情報科学研究科 教養教育院

環境医学研究所
本館

環境医学研究所
北館

全学教育棟
（北館） 全学教育棟Ａ館

12 13 14 15

東山 東山 東山 東山

（001） （001） （001） （001）

（191） （345） （141） （141）

ｴﾚﾍﾞｰﾀｰ ｴﾚﾍﾞｰﾀｰ ｴﾚﾍﾞｰﾀｰ ｴﾚﾍﾞｰﾀｰ

H22.3 H6.3 H21.3 H21.3

1 1 1 1

完全 部分 完全 完全

ｲﾝﾊﾞｰﾀ制御 油圧間接式 ｲﾝﾊﾞｰﾀ制御 ｲﾝﾊﾞｰﾀ制御

750 600 750 750

11 9 11 11

45 45 60 45

交流 油圧 交流 交流

乗用 乗用 乗用 乗用

4 3 4 3

② ① ② ②

○ - ○ ○

- - - -

① - ① ①

- - - -

○ - ○ ○

○ - ○ ○

○ ○ ○ ○

- - - -
情報文化学部・
情報科学研究科

会計掛
教養教育院

全学教育教務掛

○ － ○ ○

○ ○ ○ ○

○ － ○ ○

【地震時管制運転装置】 【停電時自動着床装置】

①　普通級 ①　ﾛｰﾌﾟ式用

②　普通級（P波検知付） ②　油圧式用

研究所事務部

研究所事務部　経理課　管理掛
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別紙（日本ｴﾚﾍﾞｰﾀｰ(株)製）

工学部・
工学研究科 附属学校

３号館
１号館

（高校棟）  保健学科旧館 保健学科別館
保健学科南館
（１号機）

保健学科南館
（２号機） 保健学科東館 保健学科本館

通番号 1 2 3 4 5 6 7 8

団地 東山 東山  大幸 大幸 大幸 大幸 大幸 大幸

団地番号 （001） （001）  （038） （038） （038） （038） （038） （038）

棟番号 （061） （221）  （003） （023） （012） （012） （026） （027）

項目種別 ｴﾚﾍﾞｰﾀｰ ｴﾚﾍﾞｰﾀｰ  ｴﾚﾍﾞｰﾀｰ ｴﾚﾍﾞｰﾀｰ ｴﾚﾍﾞｰﾀｰ ｴﾚﾍﾞｰﾀｰ ｴﾚﾍﾞｰﾀｰ ｴﾚﾍﾞｰﾀｰ

設置年月日 H18.1 H17.10 S60.3 S60.5 H13.9 H13.9 H18.3 H21.3

台数 1 1 1 1 1 1 1 1

契約業務種別 完全 完全  部分 部分 部分 部分 完全 完全

操作方法 ｲﾝﾊﾞｰﾀｰ制御方式 ｲﾝﾊﾞｰﾀｰ制御方式  帰還制御歯車式 帰還制御歯車式 ｲﾝﾊﾞｰﾀ制御方式 ｲﾝﾊﾞｰﾀｰ制御方式 ｲﾝﾊﾞｰﾀｰ制御方式 ｲﾝﾊﾞｰﾀｰ制御方式

荷重（kg） 750 750 750 750 1,000 450 750 750

人数（人） 11 11 11 11 15 6 11 11

速度（m/min） 45 45 45 60 45 45 45 60

運転方式用途 交流 交流  交流 交流 交流 交流 交流 交流

用途 乗用 乗用  乗用 荷物用 寝台用 乗用 乗用 乗用

停止階数 4 4 4 4 3 2 4 5

地震時管制運転装置 ① ① ① ① ① ① ① ②

火災時管制運転装置 ○ ○  － － - - ○ ○

自家発管制運転装置 - -  － － - - - -

停電時自動着床装置 ① ① - - ① ① ① ①

非常電源運転装置 - - - - - - - -

遠隔監視ｼｽﾃﾑ ○ ○ - - - - ○ ○

ｵｰﾄｱﾅｳﾝｽ装置 ○ ○ - - ○ - ○ ○

車椅子仕様 ○ ○  ○ ○ ○ - ○ ○

群管理方式 - - - - - - - -

報告書提出先

工学部・
工学研究科経理課

施設管理掛

文系事務部
総務Ｇ

（附属学校）

遠隔点検 ○ ○  － － － － ○ ○

法定検査 ○ ○  ○ ○ ○ ○ ○ ○

遮煙ﾄﾞｱ ○ ○  － － － － ○ ○

備考
業務対象外

※付加設備 【地震時管制運転装置】 【停電時自動着床装置】

①　普通級 ①　ﾛｰﾌﾟ式用

②　普通級（P波検知付） ②　油圧式用

部局名 医学部・医学系研究科

医学部・医学系研究科　経営企画課　会計掛（大幸地区事務室）

設置場所

積載能力

※
付
加
装
置
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別紙（ﾀﾞｲｺｰ(株)製）

本部 高等研究院 文系事務部
工学部・
工学研究科

国際棟 高等総合館 経済学部本館 航空･機械実験棟

通番号 1 2 3 4

団地 東山 東山 東山 東山

団地番号 （001） （001） （001） （001）

棟番号 （515） （503） （006） （400）

項目種別 ｴﾚﾍﾞｰﾀｰ ｴﾚﾍﾞｰﾀｰ ｴﾚﾍﾞｰﾀｰ ｴﾚﾍﾞｰﾀｰ

設置年月日 H13.2 H16.2 H17.1 H5.7

台数 1 1 1 1

契約業務種別 完全 完全 完全 完全

操作方法 油圧間接式 ｲﾝﾊﾞｰﾀ制御 ｲﾝﾊﾞｰﾀ制御 油圧間接式

荷重（kg） 750 2,000 750 1,100

人数（人） 11 30 11 16

速度（m/min） 60 60 45 45

運転方式用途 油圧 交流 交流 油圧

用途 乗用 人荷用 乗用 人荷用

停止階数 4 7 4 3

地震時管制運転装置 ① ① ① ①

火災時管制運転装置 － ○ － －

自家発管制運転装置 － － － －

停電時自動着床装置 ② ① ① －

非常電源運転装置 － － － －

遠隔監視ｼｽﾃﾑ － － － －

ｵｰﾄｱﾅｳﾝｽ装置 ○ ○ ○ －

車椅子仕様 － ○ ○ －

群管理方式 － － － －

報告書提出先

文系事務部
経理課

経理Ｇ(用度施設）

工学部・
工学研究科経理課

施設管理掛

遠隔点検 － － － －

法定検査 ○ ○ ○ ○

遮煙ﾄﾞｱ － － ○ －

備考

※付加設備 【地震時管制運転装置】 【停電時自動着床装置】

①　普通級 ①　ﾛｰﾌﾟ式用

②　普通級（P波検知付） ②　油圧式用

※
付
加
装
置

施設管理部施設管理課機械ｴﾈﾙｷﾞｰ管理
掛

部局名

設置場所

積載能力

126



別紙（東芝ｴﾚﾍﾞｰﾀｰ(株)製）

農学部・生命農学
研究科

情報文化学部・
情報科学研究科

総合保健
体育科学ｾﾝﾀｰ

工学部５号館
（１号機）

工学部５号館
（２号機）

生物機能開発
利用研究ｾﾝﾀｰ

全学教育棟
（南館） 本館 本館 体育館

ｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙ･
ﾚｼﾞﾃﾞﾝｽ東山

ｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙ･
ﾚｼﾞﾃﾞﾝｽ山手ｻｳｽ

通番号 1 2 3 4 5 6 7 8 9

団地 東山 東山 東山 東山 東山 東山 東山 東山 山手

団地番号 （001） （001） （001） （001） （001） （001） （001） （001） （002）

棟番号 （080） （080） （430） （041） （041） （041） （152） （304） （004）

項目種別 ｴﾚﾍﾞｰﾀｰ ｴﾚﾍﾞｰﾀｰ ｴﾚﾍﾞｰﾀｰ ｴﾚﾍﾞｰﾀｰ ｴﾚﾍﾞｰﾀｰ 小荷物用 ｴﾚﾍﾞｰﾀｰ ｴﾚﾍﾞｰﾀｰ ｴﾚﾍﾞｰﾀｰ

設置年月日 H21.3 H21.3 H7.3 H19.3 H24.3 S52.3 H23.3 H24.3 H24.3

台数 1 1 1 1 1 1 1 1 1

契約業務種別 完全 完全 完全 完全 完全 完全 完全 完全 完全

操作方法 ｲﾝﾊﾞｰﾀ制御方式 ｲﾝﾊﾞｰﾀ制御方式 ｲﾝﾊﾞｰﾀ制御方式 ｲﾝﾊﾞｰﾀ制御方式 ｲﾝﾊﾞｰﾀ制御方式 一段速度制御 ｲﾝﾊﾞｰﾀ制御方式 ｲﾝﾊﾞｰﾀ制御方式 ｲﾝﾊﾞｰﾀ制御方式

荷重（kg） 750 750 750 750 750 200 600 750 750

人数（人） 11 11 11 11 11 - 9 11 11

速度（m/min） 60 60 60 45 45 30 45 60 60

運転方式用途 交流 交流 交流 交流 交流 交流 交流 交流 交流

用途 乗用 乗用 乗用 乗用 乗用 荷物用 乗用 乗用 乗用

停止階数 6 6 5 4 5 5 2 8 7

地震時管制運転装置 ② ② ① ② ② - ② ② ②

火災時管制運転装置 ○ ○ - ○ ○ - ○ ○ ○

自家発管制運転装置 - - - - - - - - -

停電時自動着床装置 ① ① - ① ① - ① ① ①

非常電源運転装置 - - - - - - - - -

遠隔監視ｼｽﾃﾑ ○ ○ ○ ○ ○ - ○ ○ ○

ｵｰﾄｱﾅｳﾝｽ装置 - ○ ○ ○ ○ - ○ ○ ○

車椅子仕様 - ○ ○ ○ ○ - ○ ○ ○

群管理方式 - - - - - - - - -

報告書提出先

農学部・
生命農学研究科

管理掛

情報文化学部・
情報科学研究科

会計掛

総合保健
体育科学ｾﾝﾀｰ

事務掛

遠隔点検 ○ ○ ○ ○ ○ － ○ ○ ○

法定検査 ○ ○ ○ ○ ○ － ○ ○ ○

遮煙ﾄﾞｱ ○ ○ － ○ ○ － ○ ○ ○

備考

※付加設備 【地震時管制運転装置】 【停電時自動着床装置】

①　普通級 ①　ﾛｰﾌﾟ式用

②　普通級（P波検知付） ②　油圧式用

本部

施設管理部　施設管理課
機械ｴﾈﾙｷﾞｰ管理掛

工学部・工学研究科

工学部・工学研究科経理課　施設管理掛

部局名

理学部・理学研究科・
多元数理科学研究科

専門職員（ｱｲｿﾄｰﾌﾟ総合ｾﾝﾀｰ担当）

設置場所

積載能力

※
付
加
装
置

ｱｲｿﾄｰﾌﾟ総合ｾﾝﾀｰ
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別紙（ｼﾝﾄﾞﾗｰｴﾚﾍﾞｰﾀｰ(株)製）

工学部・工学研究
科

情報文化学部・
情報科学研究科

ﾍﾞﾝﾁｬｰ･ﾋﾞｼﾞﾈｽ･
ﾗﾎﾞﾗﾄﾘｰ 情報科学校舎

通番号 1 2

団地 東山 東山

団地番号 （001） （001）

棟番号 （395） （385）

項目種別 ｴﾚﾍﾞｰﾀｰ ｴﾚﾍﾞｰﾀｰ

設置年月日 H8.7.8 H9.6.8

台数 1 1

契約業務種別 完全 完全

操作方法 ｲﾝﾊﾞｰﾀ制御方式 ｲﾝﾊﾞｰﾀ制御方式

荷重（kg） 1,000 750

人数（人） 15 11

速度（m/min） 60 90

運転方式用途 交流 交流

用途 乗用 乗用

停止階数 4 8

地震時管制運転装置 ① ①

火災時管制運転装置 - -

自家発管制運転装置 - -

停電時自動着床装置 - ①

非常電源運転装置 - -

遠隔監視ｼｽﾃﾑ - -

ｵｰﾄｱﾅｳﾝｽ装置 ○ -

車椅子仕様 ○ ○

群管理方式 - -

報告書提出先

工学部・工学研究科
経理課　施設管理掛

情報文化学部・
情報科学研究科

会計掛

遠隔点検 － －

法定検査 ○ ○

遮煙ﾄﾞｱ － －

備考

※付加設備 【地震時管制運転装置】 【停電時自動着床装置】

①　普通級 ①　ﾛｰﾌﾟ式用

②　普通級（P波検知付） ②　油圧式用

部局名

積載能力

※
付
加
装
置

設置場所
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作
成

図
番 ０４

番号 設置場所番号 設置場所番号 設置場所設置場所番号

農学部管理棟１階守衛室

工学部９号館１階玄関ホール

本部事務局２号館１階玄関

博物館２階事務室

広報プラザ

本部守衛室(総合案内所)

⑧

⑥

⑤

④

③

②

①

環境医学研究所本館１階玄関ホール⑨

共同教育研究施設２号館１階玄関⑩

番号 設置場所

総合保健体育科学センター１階ﾎｰﾙ⑪

総合保健体育科学センター

１階事務室(持出用)
⑫

新体育館(山の上) １階玄関⑬

運動場(山の上グラウンド)

フォレスト(東) １階ホール

理学部Ｃ館 １階守衛室前

文系総合館 １階玄関ホール

⑮

⑯

⑰

⑱

⑭

全学教育棟 １階保健室前

教育学部附属学校２号館１階ホール⑲

情報文化学部 １階警務員室

工学部７号館Ｂ棟 ２階玄関

(学生総合支援課前)

21

⑳

22

工学部１号館２階玄関ホール

ＩＢ電子情報館中棟

１階リフレッシュロビー
23

附属図書館(２階)正面玄関ホール24

第１体育館(屋内プール横)

玄関ホール
25

26

27

28

29

30

31

環境総合館３階ホール

法学部本館１階玄関ホール

経済学部本館１階玄関ホール

文学部本館１階玄関ホール

教育学部本館１階玄関ホール

32

国際開発校舎１階玄関ホール

国際言語文化校舎１階玄関ホール

研究所共同館１階玄関33

環境共用館本館１階玄関ホール34

こすもす保育園事務室35

36

37

38

39

40

41

工学部３号館南棟２階玄関ホール

工学部２号館南棟２階玄関ホール

IB電子情報館北棟１階玄関ホール

ＥＳ総合館１階玄関ホール

42

（東棟）

43

44

留学生センター棟１階ロビー

体育合宿所

45 豊田講堂１階

46 野依記念学術交流館１階玄関

47

48 野依記念物質科学研究館１階

理学部Ａ館１階玄関49

50 高等総合研究館１階玄関ロビー

工学部５号館１階玄関ホール

　　

東山団地ＡＥＤ(自動体外式除細動器)配置図

N

保健管理室

管理棟　事務室

理学部共用館　４階

高等総合研究館　４階（ﾊﾟｲﾌﾟｼｬﾌﾄｽﾍﾟｰｽ）

太陽地球環境研究所 研究・実験室２階玄関

51

52

53

54

55

56

減災館２階災害対策室 事務室廊下壁

理学部Ｂ館玄関

理学部Ｇ館玄関

理学館１階エントランス

多元数理科学棟（理学１号館）玄関

理学部Ｅ館玄関

理学南館玄関57

58 理農館玄関

平成26年10月

51

⑩

34

⑨

⑤

⑧

⑯

⑮

⑦

22

21
⑲

23

24

27

⑱

30

⑰

⑳

26

25

29
28

31

④ ③

①

⑪⑫ ⑬

33

41

40

39

38

37

36

35

32

14

43

44

45

46

47

48

49

42
50

52

53

54

55

56

58

57

②
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テニスコート

受水槽

池

公道

グランド

２
５
ｍ 至砂田橋至大曽根

体育館

厚生会館 

車庫・守衛室 

ｴﾈﾙｷﾞｰｾﾝﾀｰ

危険物薬品庫

倉庫

倉庫

弓道場

Ｎ

ｷﾞﾔｰﾎﾟﾝﾌﾟ室

作
成

図
番

ｺﾊﾞﾙﾄ６０照射室

保健学科別館

保健学科東館

保健学科旧館

保健学科本館

保健学科南館

リサーチャージ

ビレッジ大幸

①

②

③

④

⑤

⑥

⑦

⑧

設置場所番号

体育館玄関ホール

保健学科別館１階ホール

保健学科東館４階ホール

保健学科本館５階ホール

保健学科本館１階ホール

保健学科南館１階ホール（北）

保健学科南館２階ホール（北）

⑧

保健学科南館１階廊下（南）

⑦

⑥

⑤

④

③

② ①

大幸団地ＡＥＤ(自動体外式除細動器)配置図
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環境学研究科（環境総合館）

国際開発

工学部

工学部

工学部

工学部

経済学部

農学部

農学部

附属高･中学校

環境医学研究所

総合保健体育科学ｾﾝﾀｰ

総合保健
体育科学ｾﾝﾀｰ

理学部

情報連携
基盤ｾﾝﾀｰ

研究科
環境学

太陽地球
環境研究所

総合保健
体育科学ｾﾝﾀｰ

文化研究科
国際言語

科学ｾﾝﾀｰ
総合保健体育

研究科

Ｎ

公道10.91ｍ

公道24.54ｍ

公道7.30ｍ

公道14.54ｍ

公道7.80ｍ

公道10.91ｍ

公道30.00～43.90ｍ

公道14.57～23.50ｍ

公道14.12ｍ

公道14.54ｍ 接道長約1,300ｍ

公道14.41～10.91ｍ

接道長約400
ｍ

接道長約300ｍ

接
道
長
約
500ｍ

接道長約500ｍ

接
道
長
約
500ｍ

隣地境界線約70ｍ

隣
地
境
界
線
約
50ｍ

接
道
長
約
500ｍ

隣
地
境
界
線
約
10
0ｍ

接
道
長
約
150ｍ

接
道
長
約
70ｍ

接
道
長
約
620ｍ

隣
地
境
界
線
約
140ｍ

隣
地
境
界
線
約
14
0ｍ

接道長約355ｍ

学務部

学務部

学務部

年測センター

学務部
学務部

文学部

教育学部

学務部

情報科学
研究科

附属図書館学務部

学務部

凡 例

総合ｾﾝﾀｰ
ｱｲｿﾄｰﾌﾟ

生物機能
開発利用
研究ｾﾝﾀｰ

年測センター

環境学研究科

学務部

公道10.91ｍ

留学生
センター

法学部

文化研究科
国際言語

35,255㎡

学務部 農学部

総合保健体育科学ｾﾝﾀｰ

国際開発研究科

国際言語文化研究科

工学部

附属高･中学校

教育学部

文学部
5,981㎡

8,348㎡

経済学部

法学部
9,532㎡

12,367㎡

情報文化学部

理学部

教養教育院

21,484㎡

2,304㎡

27,375㎡

公道7.27～6.36ｍ

情報文化学部

本部（共研地区）

本部

教養教育院

情報科学研究科

環境医学研究所

環境学研究科（地球水循環）

57,464㎡

77,062㎡

2,215㎡

4,532㎡

情報連携基盤ｾﾝﾀｰ

ｱｲｿﾄｰﾌﾟ総合ｾﾝﾀｰ

留学生ｾﾝﾀｰ
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名古屋大学家具安全対策ガイドライン 

（平成２４年２月７日環境安全衛生推進本部会議制定） 

第 1 趣旨 

 このガイドラインは，名古屋大学（以下「本学」という。）における地震発生時に室内の安全性を確

保するため，家具の適切な固定等による安全対策を進める目的で，必要な事項を定めるものである。 

 平成 23年 3月 11日に発生した東日本大震災では，家具の固定対策がされていたにもかかわらず，

家具の転倒，破損等が生じて，大きな被害を出した例が多数あった。これらの原因のひとつとして，

これまでは固定対策の有無のみに注目しがちであり，家具の固定等に関する客観的な基準がなく，専

門業者に作業を依頼しても十分に有効な固定がなされない場合があること等が考えられる。また，固

定対策を講じる場合の有効性が不明確であることにより，実施が進まないこともありうる。 

 本学では，このような状況を踏まえて，学内のすべての部屋について地震発生時でも安全性が保た

れる室内環境を創出するため，このガイドラインを定めることとしたものである。 

このガイドラインでは，地震発生時の室内安全性を確保するために本学の構成員が果たすべき役

割，安全な室内空間を創出しそれを持続するための措置，合理性が高い家具固定技術基準等を定める

ものとする。 

第 2 地震に対する室内安全性を確保するための構成員等の役割 

（1）本学の研究室，実験室，事務室，学生室，教室等すべての部屋の管理者は，家具の固定状況を確

認し，不十分な場合はこのガイドラインに基づく対策を速やかに行うよう努めなければならな

い。 

（2）本学の事務局及び部局の事務部において家具固定等を扱う職員は，このガイドライン及び家具固

定に関する基礎知識を身に着け，合理的な家具固定が進むよう努めなければならない。 

（3）本学において家具の購入，家具の固定及び家具の移動を発注する場合は，このガイドラインに基

づく安全対策がなされるよう発注図書にガイドラインを明記しなければならない。 

（4）災害対策室は，このガイドラインが本学内においてもれなく活用されるよう配慮するとともに，

家具固定の基礎知識の普及に努める。 

（5）本学のすべての構成員は，大学内の部屋を使用する際，危険物の適正収納，整理整頓等の地震時

における室内被害軽減の備えに日々心がけるよう努める。 

第 3 室内安全性を持続させるための点検等 

 消防法（昭和 23年法律第 186 号）に基づく防災管理点検の担当者は，防災管理点検時に対象建物内

の家具がこのガイドラインに基づいて固定されているかどうかについてすべての家具が点検されるよ

う，点検の発注仕様書にこのガイドラインを位置付けなければならない。 

第 4 表示マークの制定 

（1）災害対策室は，第 3の点検が容易にできるように，このガイドラインに基づく家具固定がなされ

た家具に張り付ける表示マークを作成し，関係部局に配布する。 

（2）各部局の職員，家具固定を発注した担当者その他のこのガイドラインに基づく固定が実施された
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ことを確認した者は，その家具のあらかじめ指定された見やすい場所に表示マークを張り付ける

こととする。 

 

第 5 家具固定技術基準 

（1）強度等が証明できる家具固定の実施 

  壁，床等に家具固定を行う場合は，その強度（例：使用するビス，アンカー等の引き抜き強度）

を確認できる方法によるものとする。 

（2）壁の種類及び下地の確認 

  家具を壁に固定する場合は，その壁の種類を確認し，強度が確認できる固定方法とする。壁の種

類，構造等により次の方法による固定を基本とする。 

 ○ 鉄筋コンクリート壁：メカニカルアンカーを基本とし，メカニカルアンカーの引き抜き強度は，

製造メーカーの実験値に安全率を考慮したものとする。 

 ○ 鉄骨下地ボード壁：鉄骨下地に対してビス又は鉄骨下地に固定可能な固定器具で固定する。そ

の引き抜き強度は，ビスによる場合は既存の実験データ等によるものとし，固定器具による場合

は製造メーカーの実験値に安全率を考慮したものとする。 

 ○ GL 工法（鉄筋コンクリート壁に断熱材やボードが接着剤で貼り付けられているものをいう。）：

鉄筋コンクリート壁まで穴をあけ，コンクリートまでの厚さを確認した上で対応可能なメカニカ

ルアンカーで固定する。その強度は，製造メーカーの実験値に安全率を考慮したものとする。 

 ○ パーテーション：パーテーションの柱に固定することとし，ビス又は固定可能な固定器具を用

い，その強度は鉄骨下地ボード壁と同様とする。また，パーテーションが他の壁に比較して強度

が弱いことを考慮して，床止めと併用する等の対策をとる。 

 ○ その他の壁：あらかじめ固定金具による強度を確認して固定するように努める。 

（3）強度の力学的検討 

  家具の固定に関しては，固定金具の引き抜き強度の算定により行う。 

（4）外力の想定 

  家具固定の力学的検討に関しては，重力の他に水平に 1G※の地震力が働くものとして検討する。 

※ここに示した外力の想定は、建築設備耐震設計・施工指針(日本建築センター発行 2005 年版)に基づ

き、局部震度法による建築設備機器の設計用標準震度に準拠して定めたものである。 

（5）部材の安全率 

  ビスや固定器具の強度に関しては，施工のばらつき等を考慮して，製造メーカーの実験値に対し

て安全率 2とする。したがって，その強度計算をする場合は，実験値又は製造メーカーの実験値等

に 1／2を乗じて得た値を採用する。 

（6）力学的検討の範囲 

  家具固定に関する力学的検討は，荷重が 100 ㎏を超える家具又は高さが 120 ㎝を超える家具につ

いて行うこととし，それ以外のものに関しては，経験的な方法を活用してもよいものとする。 

（7）荷重の算定 

  家具の荷重の算定に関しては，実態に即して行うこととするが，荷重が変動する可能性がある場

合は基本的に最大の荷重を想定する。例えば，一般の本棚の場合は所定の大きさの本が完全に詰め

込まれたことを想定して算定し，書籍より重いものを収納する場合は実態に合わせた荷重を想定す

る。 
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  実態の値が算定し難い場合は，次の値を参考に案分して定めてもよいものとする。 

  ① 高さ 250 ㎝の本棚 幅 90㎝当たり 380 ㎏ 

  ② 高さ 210 ㎝のキャビネット・スチールロッカー等 幅 90㎝当たり 240 ㎏ 

  ③ 高さ 240 ㎝のキャビネット・スチールロッカー等 幅 90㎝当たり 300 ㎏ 

（8）重い家具の上下固定 

  ① 想定荷重が 200 ㎏を超える家具は，壁と床の両方へ固定する。 

  ② 想定荷重が200㎏を超える家具がOAフロアーに設置される場合等の強固な床に固定すること

が困難な場合は，壁の上下で固定することも検討する。 

  ③ 想定荷重が 200 ㎏を超えない場合は，壁のみの固定でも可とする。 

（9）本棚の本の落下防止対策等 

  このガイドラインに基づいて固定されている本棚に関しては，本の落下防止についても検討する。

ガラス扉等による危険がある場合は，破損防止策を検討する。 

（10）テーブルの上のパソコン,プリンター等の対策 

  テーブル上のパソコン，プリンター等の機器は落下すると危険な場合が多くあること及び地震後

の速やかな復旧のため，固定するように努める。この場合において，接着工法，ゲルマットによる

固定，ベルトによる固定等経験的な方法を検討する。 

（11）実験機器，精密機器等の固定 

  実験機器，精密機械，薬品等の危険物の保管庫，大型の移動書庫等の特殊機器・家具，使用目的

上固定ができない家具等の固定・安全対策は，このガイドラインではなく，実態に応じて別の基準

によるものとする。 

（12）動的解析等による対策を行う場合 

  制振機器による対策等の動的な解析による対策及び実大振動実験等により検証された対策は，こ

のガイドラインによらなくてもよいものとする。 

（13）既存の工事に対する対応 

  このガイドラインが制定される前に実施された家具固定工事に関しては、「(8)重い家具の上下固

定」に示す基準は適用せず、固定されている状況を調査し「(4)外力の想定」に対して転倒しないだ

けの強度がある場合は、このガイドラインに適合しているものと見なす。 

（14）ガイドラインに基づくマニュアル 

  災害対策室は，このガイドラインの家具固定技術基準をわかりやすく解説したマニュアルを作成

する。 

 

第 6 ガイドラインの見直し 

 環境安全衛生推進本部は，このガイドラインの運用状況，技術開発状況等に基づき，必要な場合に

はこのガイドラインの見直しを行うものとする。 
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名古屋大学家具安全対策ガイドラインに基づくマニュアル 

平成 24年 2月7日作成 災害対策室 

 名古屋大学家具安全対策ガイドライン（以下「ガイドライン」という。）を進めるための

参考とするため、ガイドラインに基づいて実施したモデル工事を基に解説する。

１ 壁付きの本棚、スチールロッカー 

①写真

②解説

研究室では一般的に存在するタイプで、ガイドラインでは壁固定と床固定の併用を定め

ている。壁固定については、壁の種類によって固定方法を検討する必要がある。床固定に

ついても、モデル工事の場合はコンクリートの床であったためＬ字金物をメカニカルアン

カーで固定する方式としたが、ＯＡフロアーの場合は壁の下の方で固定する等の方式も検

討することとする。
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引き抜き力Ｘ

高さ２．４ｍ

高さ１．２ｍ

幅員０．４ｍ
点Ａ

重心 １Ｇ

１Ｇ

荷重

３８０ｋｇ

③耐力の算定 
  
 天井までの本棚を例に上部固定における壁からの引き抜き耐力についてガイドラインに

基づき算定する。 
 本棚の荷重については幅 90 ㎝あたり基準の 380 ㎏を採用する。 
 固定方式については、上部について壁に固定し、下部は床から固定する。 
 構造検討については、壁からの引き抜き強度を計算することとする。 
 負荷の固定については、金物に対して地震力はせん断力として働くこととなるが、せん

断力に対する検討は個別には行わないこととする。（金物自体はせん断力に対しては十分耐

力を持っていると判断されるため。） 
 図 1 から点Ａにおけるモーメントを求めると 
 右回り(地震力)は、380 ㎏ｆ×1.2ｍ＝456 ㎏ｆ・ｍ 
図 1 

 左回り(耐力)は、380 ㎏ｆ×0.2ｍ＋Ｘｋｇｆ

×2.4ｍ 
左回りが大きければよいので 
380 ㎏ｆ×0.2ｍ＋Ｘｋｇｆ×2.4ｍ≧380 ㎏ｆ

×1.2ｍ＝456 ㎏ｆ・ｍ 
Ｘｋｇｆ≧１５８．３３ｋｇｆ 
そこで、壁側の固定材料を幅員 90 ㎝あたり 160
㎏ｆ以上の引き抜き耐力を確保できるものとす

る必要がある。 
 

④壁下地の検討 
 壁に固定金物を設置する場合、あらかじめ壁の種類を確認しておく必要がある。 
 壁の種類としてはガイドラインで分類しているように、鉄筋コンクリートの壁、軽量鉄

骨下地にボードを張り付けた壁、コンクリートに断熱材やボードを直接張り付けた壁（Ｇ

Ｌ工法）、パーテーションなどが考えられる。 
 家具固定を実施する場合は必ず電子的なものと針による手動のものの 2 種類の下地探査

機を装備し、確実な下地探査を行って、工事をすることとする。 
 ＧＬ工法の壁は、コンクリート造建築物で外壁に接する壁で多く存在するが、下地探査

機でも容易に判別ができる。 
 また、画桟が設置されている場合、画桟を壁に固定した場合は画桟に固定してもよいこ

ととする。また同じようにいったん壁に家具固定用の付鴨居を設定して固定することも可

とする。それらの場合は、画桟や付鴨居の壁に対する強度と、画桟又は付鴨居への強度の

両方を確認することとする。 
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⑤モデル工事による固定強度の検討 

モデル事業による下地別固定方法
番号
壁種類

概略図 写真１ 写真２ 説明と耐力の確認

１
ＧＬ工法

ＧＬ工法の壁に、コンクリートに
到達するφ１０．５の穴をあけ、
内部コーン打ち込み式の雌ね
じアンカーに長ねじ(８㎜）を現
場に合わせた長さに切って使
用した。
メーカーカタログによる引き抜
き耐力は１，１００㎏fであるの
で、２分の１の５５０ｋｇｆを採用

２
軽量鉄骨

下地

軽量鉄骨下地に４．２㎜のビス
２本で固定。０．８㎜の鋼板に
４．２㎜のビスの引き抜き強度
が１７３ｋｇｆであるという試験結
果があるためその２分の１と
し、２本で１７３ｋｇｆを採用

３
軽量鉄骨

下地

軽量鉄骨下地にＩＴハンガー６
㎜で固定。メーカーカタログの
鋼板における耐力が３６０ｋｇｆ
であるため、２分の１の１８０㎏ｆ
を採用

 

 
２ 壁付きでないスチールロッカー等 

①写真 

 
②解説 
 モデル工事では写真のように非常に危険な例が見られた。部屋の中央にスチールロッカ

ーが置かれている。2 段に積まれており、その上下も固定されていないし、上下で少しずれ

て置かれている。突っ張り棒はほとんど効かないと考えられるので、小さな地震でも転送
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する危険性があると思われる。この場合の固定方法としては床に L 型金物で 4 カ所固定す

る。床との固定はメカニカルアンカーを使用する。また、ロッカーの側面 4 カ所を帯金物

で上下のロッカーを固定する。 
③耐力計算 
 床からの引き抜き耐力についてガイドラインに基づき算定する。 
 Ｌ型金物とロッカーとの家庭と帯金物での固定については、固定ビスがせん断力として

働くため特に構造計算はしなくてもよい。 
図 2 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
④金物の選定 
 コンクリート床へのメカニカルアンカーを採用した。 
モデル事業による下地別固定方法
番号
壁種類

概略図 写真１ 写真２ 説明と耐力の確認

４
コンクリー

ト床

コンクリートの床に厚手のＬ型
金物をメカニカルアンカーＭ８
で固定。メーカーカタログによ
る引き抜き耐力は６７０㎏ｆであ
るため、2分の1の３３５㎏ｆを採
用

 
⑤工事写真 

点Ａでモーメントを考えると 
右回りの地震力は 
200 ㎏ f×1.0m＝200 ㎏ｆ・ｍ 
L 型金物のメカニカルアンカーの引き抜き力を

Ｘとすると 
２×Ｘｋｇｆ×0.5ｍ＋200㎏ f×0.25ｍ≧200㎏

ｆ 
Ｘｋｇｆ≧150 ㎏ｆ 
この場合 150 ㎏ｆ以上の引き抜き耐力のあるア

ンカーを採用する。 
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⑥ＯＡフロアーの場合の対応 
 ＯＡフロアーの場合で壁付きでない家具は、危険性が非常に高いので、特に注意を要す

る。家具の撤去等も踏まえて総合的に対応することとし、ＯＡフロアー下のコンクリート

床から固定することやＯＡフロアーメーカーの推奨家具固定などを総合的に検討して対策

を定める必要がある。 
 
参考 
鉄骨下地にビス固定した場合の引き抜き強度 
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災害対策の時系列的モデル 

事前措置 ①緊急対応 ②応急対応 ③復旧対応 復元 

建築物耐震化 
建築物免震化 
工作物耐震補強 
什器等転倒転落防止 
物品備蓄 
各種バックアップ 
防火管理 
安全管理等 

緊急安全確保 
緊急避難 
緊急総点検 
消火作業 
負傷者救護 
救出作業 
被害取りまとめ 
緊急速報 
非常食 
排泄対応 

避難者管理 
安否確認(学内外) 
留学生対応 
学務管理関係 
被害調査 
外部対応(国等) 
マスコミ対応 
学会各種行事 
給与・財務 
工作物等応急修復 

被害状況集計 
損害額決定 
労災等療養休業対応 
官公庁等各種調査届出 
建築物等修復 
学務関係 
学生救護対応 

発災～数日 数日後～数週間 

発
災 

ブロック対応 部局対応業務 
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①緊急対応 事前措置 発災 ②応急対応 ③復旧対応 復元 

建築物耐震化、 
建築物免震化 
工作物耐震補強 
什器等転倒転落防止 
物品備蓄 
各種バックアップ 
防火管理 
安全管理等 消防計画 

 

第20条 
第12､13条 

発災～数日 数日後～数週間 

部局 

急 
災害対策本部 

本部隊 

本部 

ブロック連絡調整会議 

防災管理者 

ブロック防災管理者) 

事務局 

隊長：ブロック統括管理者 

指
揮 

報
告 

指
揮 

本部長：総長 

報
告 

ブロック自衛消防隊 

部局防災責任者 

建物隊 隊長 

 

第6条 

 

第7条 

 

第11条 

 

第9条 

 

第2条3号 
第10条 

 

第2条7号 

 

第2条5号 
第10条 

 

第2条6号  

(自衛消防隊) 
第2条8号 
第15条 

防災推進本部会議 

本部長：部局長 

災害対策部局本部 

報
告 

指
示
・
情
報
伝
達  

第2条4号，第10条 

「災害対策規程」 非常時対応の時系列モデル 

主にブロックで対応 主に部局等で対応 

被害状況集計 
損害額算定 
労災、療養休業対応 
官公庁等の各種調査届出 
建築物等の復旧 
学務関係 
学生・職員の支援 
その他 

国・行政等対応 
マスコミ・学会等対応 
給与・財務関係処理 
建築物・工作物応急補修 
広報 
その他 

安否確認・集計 
滞留者・避難者管理 
被害状況調査 
学務関係 
留学生対応 

被害状況確認 
緊急連絡 
非常食・排泄対応 
危険物対応 
その他 
 

避難指示・誘導 
緊急安全確保 
緊急総点検 
消火作業 
救出作業 
負傷者救護 

平常時       災害時 

全学自衛消防隊 
隊長：統括管理者 

建物 建物 建物 

150



震度5
弱・強 

震度6
弱以上 

火災、
その他 

災害対策本部の設置 

全学自衛消防隊の 

活動開始 

災害対策部局本部の
設置 

ブロック自衛消防隊
の活動開始 

「役職員の参集基準」モデル 

総員参集 

限定参集 

限定参集 

(登録名簿の一部参集) 

(登録名簿全員参集) 

(緊急連絡網による) 
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①緊急対応 ②応急対応 ③復旧対応 

災害対策本部・部局本部・自衛消防隊系統図(案) 

名古屋大学災害対策本部 本部長（総長） 

副本部長 

本部員 

災害対策本部事務局 全学自衛消防隊 運営支援
組織等 

学
内
共
同

教
育
研
究
施
設 

事務局長（防災管理者） 

大幸
災害対策
部局本部 

病院
災害対策
部局本部 

教育
災害対策
部局本部 

文学
災害対策
部局本部 

法学
災害対策
部局本部 

支
援 

指示 
報告 

統括管理者 

災害対策本部 

鶴舞地区 大幸地区 東山地区 

ブロック防災管理者 

ブロック統括管理者 

ブロック（本部隊） 

建
物
隊 

建
物
隊 

建
物
隊 

建
物
隊 

理
学
、
工
学
、
生
命

農
学
、
研
究
所
、
附

属
学
校 

医
学
系
ブ
ロ 
 ッ
ク 

病
院
ブ
ロ 
 ッ
ク 

大
幸
ブ
ロ 
 ッ
ク 

豊田講堂・事務棟ブ ロ ック 

文
系
ブ
ロ 
 ッ
ク 

(全27部局） 

ブロック自衛消防隊 

部局本部 

時系列的に、各ブロック自衛消防隊は、整理されていく。
（災害対策本部の解散宣言後） 

時系列的に、各ブロック自衛消
防隊は、整理されていく。(災害
対策本部の解散宣言後) 

発災 
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名古屋大学自衛消防隊(全隊)系統図 

 ◎ 本部員会議 
 ◎ 全学自衛消防隊 
 ◎ 災害対策本部事務局 

災害対策本部 

(大幸地区) 

○○号棟建物隊 

○○号棟建物隊 

○○号棟建物隊 
○○
号棟
建物
隊 

○○号棟建物隊 

○○号棟建物隊 

○○号棟建物隊 

ブロック本部棟 

大幸ブロック自衛消防隊 

医学部・医学系研究科ブロック自衛消防隊 

Ｃブロック自衛消防隊 

ブロックの 
本部隊 

ブロックの 
本部隊 

ブロックの 
本部隊 

ブロック本部棟 

ブロック本部棟 

附属病院ブロック自衛消防隊 

           (その他) 
○○他自衛消防隊 

○○号棟建物隊 

○○号棟建物隊 

(鶴舞地区) 

(東山地区) 

A～Cに
同様 

○○号
棟建物
隊 

○○号棟建物隊 

○○号棟建物隊 

ブロッ
クの 
本部
隊 

ブロックの 
本部隊 

ブロックの 
本部隊 

・・・・・・ 

○○号棟建物隊 

○○号棟建物隊 

○○号棟建物隊 

○○号棟建物隊 

○○号棟建物隊 

○○号棟建物隊 

Ｂブロック自衛消防隊 

Ａブロック自衛消防隊 

○○ブロック自衛消防隊 

報
告 

報
告 

報
告 

ブロック本部棟 

ブロック本部棟 

ブロック本部棟 

ブロックの本部隊 

報告 
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ブロックエリア内の自衛消防隊編成(例) 

2号館建物隊 XX号館建物隊 3号館建物隊 

1号館建物隊 

B研究科 

A研究科 

A研究科 

XX号館 

3号館 2号館 

1号館 

A研究科 

A研究科 

B研究科隊 

A研究科隊 

A・B研究科 

報告 
災
害
対
策
本
部 

ブロック防災管理者 
(A研究科長) 

ブロック統括管理者(事務部長) ブロックの本部隊 
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事前措置 復元 ③復旧対応 ②応急対応 ①緊急対応 

発災～数日 数日後～数週間 

発
災 

ブロック対応 部局対応業務 

「災害対策本部の設置・・・基本方針（災害対策担当業務）」モデル 

事前措置 

建築物耐震化 

建築物免震化 

工作物耐震補強 

什器等転倒転落防止 

物品備蓄 

各種バックアップ 

防火管理 

安全管理等 
 

緊急対応 

避緊急安全確保 

緊急避難 

緊急総点検 

消火作業 

負傷者救護、救出作業 

被害取りまとめ 

緊急速報 

非常食、排泄対応 

応急対応1 

避難者管理 

安否確認（学内外） 

留学生対応、学務管理関
係 

被害調査 

外部対応（国等）、マスコ
ミ対応、学会各種行事 

給与・財務 

工作物等応急修復 

応急対応2 

被害状況集計 

損害額決定 

労災等療養休業対応 

官公庁等各種調査届出 

建築物等修復 

学務関係 

学生救護対応 
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事前措置 復元 ③復旧対応 ②応急対応 ①緊急対応 
発災～数日 数日後～数週間 

発
災 

ブロック対応 部局対応業務 

災害対策の時系列モデル 

• 災害対策本部庶務、広報・情報連絡、避難誘導、職員の安
否確認、避難住民の対応 

総務 

• 救援物資の管理、物品被害・復旧、施設財産の管理 財務 

• 放射性物質等の危険物の安全管理 研究協力 

• 外国人等安全管理、他機関等との連絡調整 国際 

• 施設工作・復旧・建物被害調査、危険物・防犯、防火、消火 施設管理 

• 避難誘導、学生の安否確認、授業・試験の管理、学生の生
活等安全管理 

学務 

•救護、重要物品の搬出、 共通 

• 災害情報、災害対策本部運営支援 災害対策室 

• 応急手当、トリアージ 保健管理室 

• 法的助言 法務室 156



本
部
長 

副
本
部
長 

副
本
部
長 

本 
 

部 
 

員 

本 
 

部 
 

員 

△△△△△ ○○○○○ 

災害対策本部事務局  
(各部課) 全学自衛消防隊 

各班長 各部課 統括管理者 

災害対策本部室のレイアウト例 
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災害対策のブロック区分図 

大幸地区 

鶴舞地区 東山地区 
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○防災服の取り扱い 

 

平 成 24 年 8 月 22 日  

防 災 連 絡 会 承 認  

 (目的) 

第 1 この 申 し 合 わ せ は 、 防 災 職 務 上 必 要 な 被 服 等 (以 下 「 被 服 等 」

と い う 。 )の 貸 与 に 関 し 、 必 要 な 事 項 を 定 め る 。  

 

(被服等の貸与) 

第 2 災害 対 策 本 部 構 成 員（ 以 下「被 貸 与 者 」と い う 。）は、被 服 等

の 貸 与 を 受 け る こ と が で き る 。貸 与 さ れ る 被 服 等 の 種 類 、数 量

は 、別表の と お り と す る 。  

 

(被服等の取扱い) 

第 3 被貸与者は、善 良 な 管 理 者 の 注 意 を も っ て 被 服 等 を 取 扱 わ な け

れ ば な ら な い 。  

 

(被服等の返納) 

第 4 被貸与者は、退 職 し た と き 等 、貸 与 を 必 要 し な く な っ た と き は 、

直 に 被 服 等 を 返 納 し な け れ ば な ら な い 。  

2 被 貸与者が職務遂行上において、被 服 等 を 破 損 又 は 使 用 不 能 と な

っ た と き は 、 そ の 旨 を 管 理 担 当者に報告すること。 

 

(被 服 等管理) 

第 5 被服 等 の 管 理 は 、総 務 課 に お い て 行 い 、常 に 被 服 等 の 管 理 状 況

を 明 ら か に し て お か な け れ ば な ら な い 。  

 

(その他) 

第 6 この 取 り 扱 い 以 外 に 必 要 な 事 項 は 、別 に 相 談 の う え 決 め る こ と

とする。 

 

附  則  こ の 取 り 扱 い は 、 平 成 24 年 10 月 1 日 か ら 施 行 す る 。  
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別 表(第 2 関 係) 

貸 与 の 対 象 者  被 服 等 の 種 類  数 量  摘 要  

本 部 長  

副 本 部 長  

本 部 員  

A ヘルメット 1  個人管理 

B 防災服 1  非常時貸与 

C 長靴 1  非常時貸与 

そ の 他 総 長 が

必 要 と 認 め た

職 員  

職 員 の 業 務 に 応 じ 、被 服 等 の 種 類 を 選 択 し て 貸 与 す

る 。  
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